
Ⅰ 情報公開 

○ 個人に関する情報 

【法５条１号本文関係】 

番号 答   申 摘    要 
１ 答申１３（行情）７ 

「金沢大学医学部附属病院

の医療事故に関する文書の

一部開示決定に関する件」 

 

・ 識別部分を除いても，

一定範囲の関係者に知ら

れることにより権利利益

が害されるおそれのある

情報について，法６条２

項の部分開示はできない

とした例 

 
 

２ 不開示情報該当性 
（１）医療事故の損害賠償額等の金額が記載された部分 

（略）  
     示談書等には，患者の氏名，損害賠償額等その他損害の内容等

が記載されており，その情報は特定の個人（患者）を識別するこ

とができる情報であるが，識別性が除かれた場合の損害賠償額等

の情報は，一般的には，公にしても，個人の権利利益を害するお

それがあるとは言えないことから，原則的には，法６条２項の規

定により氏名等を除いて開示すべきものと考えられる。 
    しかしながら，本件医療事故については，平成９年３月の金沢

大学医学部附属病院肝炎調査班設置当時から地域において随時報

道が行われるとともに，平成１０年５月には同班が報告書の概要

を記者会見して公表し，その報道が行われており（患者の氏名等

はいずれも匿名），また，諮問庁の説明によれば，本件の場合に

は，識別性に関して，次のように，特殊な事情があることが推認

される。 
   ① 患者の治療がなお継続中であることから，患者が通学する学

校の担任教諭，体育担当教諭やクラスメートなどの学校関係者

は，本件事故に係る患者の情報を承知していること。 
   ② 本件事故について活発な取材活動や報道状況により，患者の

自宅周辺住民及び家族の勤務先関係者は，本件事故に係る患者

の情報を承知していること。 
   ③ 金沢大病院と患者側との連絡，交渉等は，家族の勤務先に電

話で行うことが多かったことから，家族の勤務先関係者は本件

事故に係る患者の情報を承知していること。 
    また，医療事故における患者５名のうち，損害賠償措置をとっ

たのは生体肝移植を受けた患者のみであり，当該患者と金沢大病

院との間で示談が成立した旨の報道が行われている。 
     このことをもって，損害賠償額等が「個人に関する情報であっ

て，特定の個人を識別することができるもの」とまでは言えない

と考えられる。しかしながら，このように，一定の範囲の者が本

件事故に関する患者の情報を承知していると考えられる状況の下

では，氏名等を除いたとしても，当該一定の範囲の者には特定の

個人（患者）の損害賠償額等であることが知られるおそれがあ

る。 
    以上のことから，本件の場合，損害賠償額等を公にすること

は，患者にとっては通常他人に知られたくないと考えられる私的

な事項である示談の具体的金額が地域等の人に知られることとな

るおそれがあり，それによって，その金額の多寡のほか経済的状



態について地域等において取り沙汰され，患者の平穏な生活に予

期せぬ影響が及ぶおそれがある。 
    したがって，損害賠償額等が記載された部分を公にすること

は，個人（患者）の権利利益を害するおそれがあるということが

でき，法６条２項の規定により当該部分の部分開示をすることは

できない。 
２ 答申１３（行情）１１１ 

「国立病院，国立診療所，

国立高度専門医療センター

における医療事故の報告 

(平成１２年度)の一部開示

決定に関する件」 

 

・ 法５条１号に規定する

｢他の情報｣に，医療関係

者，警察関係者，患者と

その近親者，近隣住民が

有している情報を含むべ

きではなく，一般基準を

とるべきとしたもの 
・ 医療事故の公表につき

付言 

２ 不開示情報該当性 
（１）法５条１号及び６条２項の適用について 

（略） 
     本件「医療事故」の場合には，①事故が発生した病院における

担当医師，看護婦等の医療関係者，②警察関係者，③患者及びそ

の近親者，④近隣住民が関係者として想定されるが，①から③ま

での関係者は，本来，医療事故の存在に関する情報を有している

者であることから，これらの者の立場から,特定個人の識別性の可

否を判断することは適切でない。すなわち，これらの者は，特定

年度の特定病院における医療事故の発生という情報から既に特定

個人を識別することが可能であることから，法５条１号に規定す

る「他の情報と照合する」の「他の情報」にこれらの者の有する

特別の情報を含むとして同号の個人に関する情報の識別性を判断

することは相当でない。したがって，個人に関する情報の識別性

の判断に当たっては，これらの特別の情報を有している関係者以

外の者（以下，仮に「一般人」という。）からみて，通常入手し得

る他の情報と照合することにより，個人を識別できるか否かを判

断すべきである。また，④近隣住民についても，当該個人に関す

る情報の性質や内容に応じて個別に判断する必要があるが，特別

な事情により新たに公にされる情報に基づいて相当広範な地域住

民が特定個人を識別し得ることとなる場合は格別，そうでない場

合には①ないし③と同様に解すべきものである。本件各医療事故

報告については，上記のような特別な事情が見受けられず，①な

いし③と同様に解すべきである。 
３ 答申１３（行情）１７１ 

「国籍別難民認定申請受

理・処理状況の不開示決定

に関する件」 
 
・ 情報の特殊性に着目

し，個人識別性における

特定人基準をとったもの 
 

２ 法５条１号該当性について 
（３）ところで，申請者等少数国に係る本件情報を開示した場合に

は，諮問庁の説明（第３の３（３）及び（４））にもあるように，

申請者数が少なく，かつ，認定者数がごく少数に限られることに

なることから，在日関係機関等において，既に保有している情報

と照合することにより，あるいは，難民認定申請があったことを

知ったことを契機に新たな調査等を行うことにより得られる他の

情報と照合することによって，当該国人が特定される可能性は，

否定できないと言うべきである。 
      したがって，申請者等少数国に係る本件情報については，上記

のような難民に関する情報の特殊性に照らし，在日関係機関等が

保有し，又は入手可能な情報と照合することにより，難民認定の

申請をし，又はその認定を受けた個人を識別することができるこ

ととなる情報に該当するものと認めるのが相当である。 
（４）なお，このような識別可能性について，申請者数又は認定者数

を基準として形式的かつ一律に線引きすることについては問題が



ないわけではないが，少なくとも，申請者等少数国として諮問庁

が定めるものとしている基準であるところの，申請者数２０人未

満の国又は認定者数が１人若しくは２人の国については，上記の

とおり，本件情報と在日関係機関等がその保有する情報や新たな

調査により入手し得る情報とを照合することによって，特定の個

人を識別することができることとなるものと認められるのである

から，諮問庁の定める基準は，一つの基準としてその合理性を認

めることができる。 
４ 答申１６（行情）６７ 

「神戸税務署における業種

別（売上階級別・特前階級

別）件数表（平成１１年，

１２年及び１３年分）の不

開示決定に関する件」 
 
・ 特定の税務署における

特定の業種の申告状況を

示す件数表について個人

を特定することができな

いことを認めたもの 
・ 特定の税務署における

特定の業種の申告状況を

示す件数表について個人

の権利利益及び正当な利

益を侵害しないことを認

めたもの 
 
 
 

２ 本件対象文書の不開示情報該当性について 
（１）法５条１号該当性 
   （略） 

しかしながら，本件対象文書については，神戸税務署全体の特

定の業種の申告の状況等が記載されており，また，本件対象文書

に記載されている特定の業種にかかわる所得を有する納税者の数

を考慮しても，他の情報と合わせても，特定の個人を識別するこ

とができることとはならないものと認められる。 
また，本件の場合，特定の業種にかかわる所得を有する者の数

や神戸税務署管内が神戸市の中央区であることを考慮しても，本

件対象文書に記載されている特定の業種の売上金額及び所得金額

の分布状況は，特定の業種の売上階級や所得金額の各段階の納税

者の合計数あるいは売上階級や所得金額の各段階に該当する納税

者の割合を示すものであり，個々人の財産に関する情報でないと

認められ，さらに，本件対象文書に記載されている分布状況を明

らかにしても，本件対象文書に記載されている当該特定の業種の

納税者の経営状態や収入等が推測されるものでないと認められ

る。 
したがって，本件対象文書に記載されている特定の業種の売上

金額及び所得金額の分布等の情報を明らかにしても，特定の業種

の個々の納税者の財産に関する情報が明らかになることはなく，

また，本件対象文書の分布状況等の記載事項を考慮すると特定の

業種の納税者に不利益を及ぼすことがないと認められることか

ら，法５条１号の「特定の個人を識別することはできないが，公

にすることにより，なお個人の権利利益を害するおそれがある」

情報にも該当するとは認められない。 
したがって，諮問庁が不開示としている部分は，法５条１号の

不開示情報に該当しない。 
（２）法５条２号該当性 
   （略） 

しかしながら，本件対象文書については，神戸税務署管内の特

定の業種の申告の状況等が記載されており，本件対象文書に記載

されている特定の業種にかかわる所得を有する者の数を考慮して

も，他の情報と合わせても，事業を営む個人を特定することがで

きることとはならないものと認められる。 
また，諮問庁が不開示としている部分については，上記（１）

と同様，本件対象文書に記載されている特定の業種にかかわる所

得を有する者の数や神戸税務署管内全体の特定の業種の情報であ



ることを考慮しても，本件対象文書に記載されている特定の業種

の売上金額及び所得金額の分布等の情報を明らかにしても，法５

条２号イの当該個人の権利，競争上の地位その他正当な利益を害

する情報にも該当するとは認められない。 
したがって，諮問庁が不開示としている部分は，法５条２号イの

不開示情報に該当しない。 
以上により，本件対象文書は法５条１号及び２号イの不開示情報

に該当すると認められないので，開示すべきである。 
５ 答申１７（行情）５３０ 

「労働基準監督官採用試験

における第２次試験結果の

一部開示決定に関する件」 
 
・ 関係行政機関の掲示板

で１週間という限られた

期間に掲示された合格者

氏名につき，一般人が通

常入手し得る情報とは言

えないとしたもの 

３ 不開示情報該当性について 
（１）法５条１号該当性について 
   （略） 

確かに，合格者氏名が公になっている場合は，労基試験の第１

次試験合格者の氏名と最終合格者の氏名を比較することにより，

第２次試験における不合格者が特定され，さらに，その対象人数

が絞られる試験地別でみると，例えば第１次試験合格者が５名の

試験地において最終合格者が４名であった場合，不合格となった

１名の氏名は容易に特定でき，これを本件対象文書と照合するこ

とにより，当該特定の個人が不合格となった理由が明らかとなる

という諮問庁の説明は首肯できる。 
しかし，上記諮問庁の説明は，労基試験の合格発表時に公表さ

れた合格者の氏名が公になっていることを前提としているが，法

５条１号に規定する「他の情報と照合する」の「他の情報」と

は，一般人が通常入手し得る情報と解するのが適当であるとこ

ろ，合格者氏名を公表しているのは，上記のとおり，労基試験の

合格発表時に，関係行政機関の掲示板という限定された掲示場所

における１週間という限られた期間内での掲示のみであり，他で

公となっている特段の事情も認められず，さらに，異なる期間に

掲示された第１次試験合格者と最終合格者の両方の氏名の情報を

確実に入手しておく必要があることなどにかんがみると，このよ

うな合格者氏名は，一般人が通常入手し得る情報とは言えず，法

５条１号に規定する特定の個人を識別できる「他の情報」とは認

められない。したがって，本件対象文書の「欠席者数」や「受験

者数」などの各項目の欄は特定の個人を識別できる情報とは認め

られない。 
６ 答申１９（行情）５４４ 

「「潜水艦用高張力鋼の溶

接性及び工作性の研究」の

一部開示決定に関する件」 

 

・ 共同執筆者の氏名及び

所属について，開示した

場合，特定執筆者の権利

利益が害される結果を招

くおそれが高いと認めら

れ，当該部分は，特定執

筆者に係る法５条１号本

２ 法５条１号該当性について 

   （略） 

諮問庁は，当該不開示部分に記載された執筆者３名のうち，１名

が警察から取調べを受けたと申告してきた本人（以下「特定執筆

者」という。）であり，その余の２名は本件対象文書の共同執筆者

（以下「共同執筆者」という。）であると説明することから，以下，

それぞれについて検討する。 

（１）諮問庁は，次のとおり説明する。 

特定執筆者は，潜水艦に関する資料を在職時に職場から持ち出

したとされる件で警察から取調べを受け，書類送検されており，

当該事件に係る一連の報道において実名報道はされていない。ま

た，他国に潜水艦情報を流したのではないかなどと，特定団体か



文後段の情報に該当する

としたもの 

らの不当な圧力を受けている事実も存在している。さらに，所属

については，特定執筆者が当時所属していた研究室は極めて少人

数で構成されていたことから，当該個人が特定されるおそれがあ

り，これらのことから，当該不開示部分を公にすると，特定執筆

者の権利利益を害するおそれがある。 

一方，共同執筆者については，本件対象文書を執筆した当時，

当該文書に関連した研究にかかわる者は限られていたことから，

これが明らかになると特定執筆者が特定されるおそれがあるな

ど，特定執筆者の権利利益を害するおそれがある。 

（２）諮問庁から提示された資料の記載内容に徴すると，上記諮問庁

の説明する事実が認められる。 

そこで，これらの事情を踏まえ，当審査会において検討すると，

本件開示請求の経緯に照らせば，特定執筆者の氏名及び所属を開

示した場合，単に，職務として本件対象文書を執筆した者の氏名

及び所属が明らかになるだけではなく，当該者が，潜水艦に関す

る資料を在職中に職場から持ち出したとされる件で警察から取調

べを受け,書類送検されたことまで明らかになるところ，そのよう

に書類送検等されたことは，当該公務員個人に分任された職務遂

行に係る情報とは言えないから，その氏名について，「各行政機関

における公務員の氏名の取扱いについて」（平成１７年８月３日付

け情報公開に関する連絡会議申合せ）に基づき法５条１号ただし

書イに該当すると言うことはできず，また，所属についても，同

号ただし書ハに該当すると認める余地はない。 

また，共同執筆者の氏名及び所属を開示した場合，本件対象文書

の記載内容が限られた専門分野の研究に関するものであり，当該

研究にかかわった共同執筆者がわずか２名にすぎなかったことに

かんがみれば，本件対象文書を閲覧することができる特定執筆者

の同僚や関係者等の一定範囲の者にとっては，特定執筆者を特定

する重要な手掛かりとなる可能性が高いと考えられ，本件におい

ては，共同執筆者の氏名等を開示することにより，特定執筆者の

権利利益が害される結果を招くおそれが高いと認められる。した

がって，当該部分は，特定執筆者に係る法５条１号本文後段の情

報に該当する。 

７ 答申２０（行情）４６４ 

「旅費請求書等の一部開示

決定に関する件」 

 

・ 職員の不正受給に係る

旅費請求書等のうち，出

張経路欄等については，

法５条１号ただし書ハが

適用され開示すべきであ

るが，職員の氏名等の部

分については，当該職員

が懲戒処分等の調査対象

となったことが明らかに

１ 本件対象文書１について 
（２）不開示情報該当性について 

イ 法５条１号ただし書イ該当性 

（略）  
次に，「各行政機関における公務員の氏名の取扱いについて」

（平成１７年８月３日情報公開に関する連絡会議申合せ）（以下

「申合せ」という。）の適用について検討するに，本件対象文書

に記録されている情報の特質については後記ウ（ア）で詳述す

るが，本件対象文書１に記録された情報は，当該職員に係る出

張の事実及びその出張に関する旅費の請求事実としての性質が

あり，その限りにおいて，当該職員の職務の遂行に係る情報に

該当すると認められる。職員の職務の遂行に係る情報に含まれ

る当該職員の氏名については，申合せにより，「特段の支障の生



なる等の理由から，同条

１号に該当し不開示を妥

当としたもの 

ずるおそれがある場合」を除き，公にするものとされている。 
しかしながら，本件対象文書１における職員の氏名が公にさ

れた場合，その者が旅費（航空運賃）不正受給により懲戒処分

等の人事上の処分の調査対象となったことが明らかとなり，こ

れによって，当該職員の権利利益を害することとなるので，当

該職員の氏名については，公にすることにより，申合せにおけ

る「特段の支障の生ずるおそれがある場合」に該当すると認め

られる。 
以上より，本件対象文書１に記載された当該職員の氏名及び

押なつされている印影については，法５条１号ただし書イは適

用されない。 
ウ 法５条１号ただし書ハ該当性 

（ア）本件対象文書１に記録されている情報の特質等 

本件対象文書１に記録されている情報は，一面として当該職

員に係る出張の事実及びその出張の事実に関する旅費の請求事

実としての性質があり，その限りにおいて職務の遂行に係る情

報に該当すると認められる。 
他面，本件対象文書１が旅費請求書とその疎明資料等から成

るという機能面から見ると，旅費請求事実に関する情報が本質

的なものと考えられるところ，調査対象者の調査対象事実が旅

費の請求手続において，当該旅費の支払を証明する資料（国家

公務員等の旅費支給規程７条３項）として，実際に必要な旅費

より高額な金額が記載された領収証及び搭乗券の半券を提出

し，過大に旅費の支給を受けた事実であることから，本件対象

文書１に記録されている情報は，正に各調査対象事実そのもの

に関する情報であって当該個人に分任された職務の遂行に係る

情報でない性質を帯有していると考えられる。 
そもそも法５条１号ただし書ハの趣旨は，公務遂行の主体で

ある公務員等の職務活動の過程又は結果が記録されている行政

文書を開示して政府の諸活動を説明する責務を全うされるよう

にする要請と，公務員等についても個人としての権利利益を十

分に保護する必要があるという要請との両者の調和を図る観点

から，当該公務員等に分任された職務の遂行に係る情報を開示

することであるから，前記二面性を有する本件対象文書１につ

いては，職務遂行に係る情報である性質の限りにおいて法５条

ただし書ハが適用されるものの，当該職員の調査対象事実その

ものに関する情報である面を考慮し，個人の権利利益を害する

こととなるような情報について不開示とすることが許容される

ものと解される。 
（略）  

（ウ）旅費請求書について 

本件対象文書１のうち旅費請求書については，法５条１号た

だし書ハが適用され，「公務員等の職」として請求者欄の「官

職」を，「職務遂行の内容に係る部分」として「精算額」，出張

経路欄の「月日」，「出発地」，「到着地」及び「宿泊地」，航空賃

欄，日当欄，宿泊料欄の「乙地」，請求月日並びに備考欄の印を



開示すべきである。 

 （略）  
また，備考欄に記載されている具体的な出張用務を開示する

と，開示される旅行経路欄等の情報と相まって，当該職員を容

易に特定することができ，個人の権利利益を害することになる

おそれが高いと解されることから，当該部分は不開示とするこ

とが妥当である。 
８ 答申２０（行情）４８２～

４８５ 

「「平成１７年度地域にお

ける若年者の職業的自立支

援のための環境整備事業」

に関する委託事業実施結果

報告書等の一部開示決定に

関する件外３件」 

 

・ 委託事業の精算報告書

に記載された人件費の金

額について，関係者に配

布されている資料等から

は当該人件費の支払いを

受けた個人を特定できる

おそれはないとして，１

号本文後段該当性を否定

したもの 

２ 不開示情報該当性 
（２）人件費に係る記載 

ア 別表の３欄のうち，文書２の②に掲げる不開示部分には，委

託事業の人件費の 1 人日当たり支払金額，１人当たり支払日数

及び支払人数が記載されている。なお，文書２には，当該人件

費の支払対象者の氏名等は記載されていない。 

 諮問庁は，理由説明書において，委託事業の配布資料等にお

いてかかわった者の氏名が記載されていることから，当該不開

示部分を公にすると，人件費を受領した個人を識別できる旨説

明する。 

 そこで，当審査会において，諮問庁から当該配布資料の提示

を受け，確認したところ，当該配布資料には，資料作成にかか

わった特定法人Ａのスタッフの氏名が記載されているが，これ

らの個人が当該人件費を受領していたか否かを明らかにする記

載は認められず，また，その人数も，文書２において不開示と

された支払人数と一致していない。 

 そうすると，当該不開示部分は，法５条１号本文前段の特定

の個人を識別できる情報には該当せず，また，これを公にして

も，関係者等において人件費の支払を受けた個人を特定され，

その収入額が知られることとなる等のおそれがあるとは認めら

れないから，同号本文後段に規定する，特定の個人を識別する

ことはできないが，公にすることにより，なお個人の権利利益

を害するおそれがある情報にも該当しない。 

 したがって，当該不開示部分は，法５条１号の不開示情報に

該当せず，開示すべきである。 

９ 答申２１（行情）６４１ 

「特定国道改築工事に伴う

特定区間における用地買収

に関する文書の一部開示決

定に関する件」 

 

・ 公共事業に伴い，国が

個人地権者から買収した

起業地の土地代金等につ

いては，一般人であれば

おおよその見当をつける

ことができる客観的な価

格なので法５条１号の不

開示情報に該当せず開示

２ 不開示情報該当性の考え方について 
（１）法５条１号該当性 

（略） 
  オ そうすると，最高裁判決１ないし３においては，公拡法の適

用の有無や直接公示価格から比準して算定されたものか否か

は，各事例において土地代金等を算定するに当たっての出発点

にすぎず，上記イ（ア）の損失補償基準要綱等に基づき「正常

な取引価格」をもって補償するものであれば，「当事者間の自由

な交渉の結果が買収価格に反映することは比較的少なく」，土地

の取得価格は，買収する土地の「客観的性状から推認し得る一

定の範囲内の価格」であって，「一般人であればおおよその見当

をつけることができる客観的な価格」であるから，その性質上，

「その内容が不特定多数の者に知られ得る状態にある」と言え

るので，結論として，「私事としての性質が強いものではない」



すべきであるが，借地権

等が設定されている土地

の買収価格や代替地の価

格の売買価格は推定が困

難なため不開示が妥当と

したもの 

ため，個人に関する情報として不開示とすべきものには該当し

ないとする趣旨であると認められる。 
    本件事業においても，国土交通省損失補償基準に基づき，標

準地を選定し，近傍類地の取引事例を基に不動産鑑定評価結果

と調整し，公示価格との均衡を図って評価額が算出され，各土

地の客観的価値に作用する諸要因についても，定められた手順

で評価・算定され，「公示価格との均衡を失することのないよう

配慮された客観的な価格」をもって「正常な取引価格」を算定

されたものである以上，最高裁判決１ないし３に係る事案の買

収価格等との比較において，その情報の性質に異なるところは

ないのであって，本件の土地代金等は，法５条１号ただし書イ

に規定する「慣行として公にされ，又は公にすることが予定さ

れている情報」に該当するものと認められる。 
したがって，国が個人地権者から買収した土地の土地代金等

については，法５条１号の不開示情報に該当しないと認められ

る。 
（２）法５条６号該当性 

諮問庁は，（略）土地代金等が開示されると，今後の用地事務の

適正な遂行に支障を及ぼすがい然性が高いと説明している。 
   しかしながら，公共事業の用地取得に際して，土地の取得価格

を公開しないことを前提に交渉が行われてきたか否かを問わず， 
前記（１）のとおり，そもそも土地の価格が「一般人であればお

およその見当をつけることのできる価格」ないし「正常な取引価

格」として算定されたものであれば，当該価格を公にしたとして

も，今後の国の用地取得業務の円滑な執行に著しい支障が生ずる

おそれがあるとは言い難く，諮問庁の主張は採用することはでき

ない。 
３ 開示・不開示の判断について 

（略） 
（２）借地権等が設定されている土地について 
   当審査会において本件対象情報を見分したところ，買収した土

地に，借地権，使用貸借権及び永代使用権が設定されていたこと

を示す記述が付されている事例が認められる。 
国土交通省損失補償基準によると，借地権等土地に関する所有権

以外の権利の補償についても「正常な取引価格をもって補償」す

ることとされ，所有権以外の権利の目的となっている土地につい

ては，当該権利がないものとして算定した額から当該権利の価格

を控除した額をもって補償することとされている。 
諮問庁は，この「正常な取引価格」は，近傍類地に関する同種の

取引価格を基準として，当該権利の存続期間その他の契約内容，

収益性，使用の態様等を総合的に比較考量して算定することとさ

れているが，実際には，これらの権利についての近傍類地の取引

価格を把握することは困難であり，土地所有権者と所有権以外の

権利者との間で，所有権価格とその他の権利価格との割合を決定

する，いわゆる割合方式で処理される場合が多く，本件事業にお

いても当該割合方式により処理されているとしている。 



すなわち，権利者に支払われる土地の代金の額は，土地単価に実

測面積を乗じたものに，さらに当該権利者間で自由に合意された

割合を乗じて算定しているとのことである。 
本件不開示情報のうち，借地権等が設定されていたことを示す記

述が付されている事例の土地代金等をみると，その計算式は示さ

れていないが，他の土地の単価と比較すると，当該土地の単価に

は一定の係数が乗じられていることが推認される。 
このような分割率は，所有権以外の権利の権利金の有無，権利と

しての永続性，当該権利による経済的利益，譲渡可能性等によっ

て定まるものであるところ，当該権利の態様は外形的に一般人が

知り得るものとは言えず，権利者間の協議による自由な合意によ

って定められている現状からすれば，最高裁判決１ないし３の趣

旨を踏まえても，このような情報まで公にすることが予定されて

いるとは認められない。 
したがって，このような借地権等が設定されていたことを示す記

述が付されている事例に係る土地の土地代金等のうち，当該分割

率を推測し得るものは，法５条１号ただし書イに該当せず，同号

の不開示情報に該当するので，同条６号について判断するまでも

なく，不開示とすることが妥当である。 
（３）いわゆる三者契約における代替地の価格について 

諮問庁によると，いわゆる三者契約とは，事業用地提供者が代

替地を取得する場合に，当該代替地を国がいったん取得して事業

用地提供者に引き渡す契約で，国，事業用地提供者及び代替地提

供者の三者による契約書を締結するものとのことである。 
諮問庁は，代替地の取得は，会計法，予算決算及び会計令等に

基づき行われるものではあるが，事業に必要な土地等の取得又は

使用に伴う損失の補償に適用されるものである国土交通省損失補

償基準は適用されないとしており，本件においても，代替地の価

格等は，事業地提供者と代替地提供者とが任意の協議を踏まえて

自由に決定されたものとしている。 
また，代替地は，本案件においては，いわゆる中間省略登記が

行われており，登記情報から当該代替地が本件事業において国に

譲渡されたという情報は表示されず，代替地に関する情報は，一

般人が知り得る情報となっていないとしている。 
そうすると，事業用地所有者に譲渡された代替地の土地の価格

は，「その内容が不特定多数の者に知られ得る状態にある」ものと

は言えず，最高裁判決１ないし３に係る事例の買収価格等とは異

なるものと認められる。 
したがって，いわゆる三者契約における代替地の価格は，法５

条１号ただし書イに該当せず，同号の不開示情報に該当するの

で，同条６号について判断するまでもなく，不開示とすることが

妥当である。 



10 答申２２（行情）４４２ 

「特定個人に係る死刑執行

速報等の一部開示決定に関

する件」 

 

・ 死刑の執行立会者の氏

名，遺体の引受人の氏名

等について，死刑被執行

者の個人情報であるとし

たもの 

２ 不開示情報該当性について 

（略） 

本件対象文書には被執行者に係る情報が，当該被執行者の氏名，

同人の刑に対する心情・遺言等を含む形で記載されていることか

ら，全体として，当該被執行者に係る法５条１号本文前段の情報に

該当することは明らかである。 

そして，原処分において不開示とされた部分に記載された当該被

執行者に係る情報のうち，執行の状況等や被執行者の刑に対する心

情・遺言等，個別の執行内容が克明にうかがえる情報について，広

く一般に公にする法令・制度ないし実態があるとは認められず，そ

の上，性質上，これらの極めて機微な情報につき公にすることが予

定されているものと認めることはできない。また，不開示とされた

部分のうち，執行立会者や引受人の氏名等についても，当該被執行

者がいかなる者の立会いで刑を執行され，いかなる者に遺体を引き

取られたのかという観点からは，被執行者個人に係る個人情報であ

り，同様に，広く一般に公にする法令・制度ないし実態があるとは

認められず，その上，性質上，これらの極めて機微な情報につき公

にすることが予定されているものと認めることはできない。 

したがって，これらの情報は法５条１号ただし書イに該当するも

のとは認められず，同号ただし書ロ及びハに該当する事情も存しな

い。 

次に，法６条２項の部分開示につき検討すると，本件対象文書は

上記のとおり全体として当該被執行者の個人に関する情報であっ

て，そのうち特定の個人を識別することができることとなる記述等

の部分である氏名が既に開示されている以上，同項の部分開示の適

用の余地はない。 

したがって，本件対象文書は，全体として法５条１号に該当する

ので，同条４号及び６号について判断するまでもなく，不開示とす

ることが相当である。 

11 答申２２（行情）５４９ 
「構造計算書偽装物件一覧

の一部開示決定に関する

件」 
 
・ 構造計算書偽装物件一

覧について，風評被害に

よる権利利益侵害のおそ

れはないとして，開示す

べきとしたもの 

２ 不開示情報該当性について 

（略） 

（２）文書６について 

文書６は，特定建築士事務所が構造計算を行った物件の中から

無作為に抽出した４２物件について，国土交通省が特定行政庁に

対し，その構造計算書の偽装・誤りの有無について依頼した調査

の結果が記載された文書で，当該文書を見分すると，当該文書

は，「一連番号」，「所在都道府県」，「特定行政庁」，「確認

時物件名」，「現在の物件名」，「現況」，「構造計算の偽装・

誤りの有無」，「耐震性の検証」，「書類不備事項について対

応」及び「計画変更年月日」を表頭とする一覧表の形式となって

おり，そのうち，「耐震性の検証」欄に「問題なし」又は「調査

中」と記載された３６物件に係る行について，「確認時物件名」

ないし「耐震性の検証」の列が不開示とされている。 

ア 法５条１号及び２号イ該当性について 

（ア）（略） 

（イ）当審査会において文書６を見分したところ，その記載内容



からは，当該物件の所有者等が個人又は法人のいずれである

かが明らかでないため，文書６の不開示部分の不開示情報該

当性について法５条１号及び２号イに分けて，以下検討す

る。 

（ウ）法５条１号該当性 

諮問庁は，調査の結果，耐震性に問題なしと判定された物件

を公表すると，所有者等が個人である場合（事業を営む個人

の当該事業に関する情報である場合を除く。）は，風評被害

により，当該個人の権利又は利益を侵害するおそれがあると

説明する。 

上記を踏まえると，所有者等が個人である場合（事業を営む

個人の当該事業に関する情報を除く。）について，諮問庁

は，当該不開示部分が特定の個人を識別することができない

情報であるが，これを公にすることにより，なお当該個人の

権利又は利益を侵害するおそれがあるものとして，法５条１

号本文後段に該当すると説明しているものと解される。 

しかしながら，特定行政庁における調査の結果，耐震性に問

題なしと判定された物件については，そもそも十分な安全性

が確保されていることから，当該個人の権利又は利益を害す

るおそれがある状況にあるとは認められず，むしろ，構造計

算書偽装が明るみとなり，国民の不安が高まっていた当時の

社会情勢にかんがみれば，本件においては，積極的にこれを

公表すべきであったものと言えることから，当該不開示部分

は，法５条１号本文後段に該当しないものと認められる。 

また，調査中の物件については，特定建築士事務所が設計に

関与した物件であるという事実が公になったとしても，その

ことによって直ちに当該個人がいわれのない不当な評価を受

けることとなるとまでは言えず，また，諮問庁は，構造計算

書偽装に係る事実の公表に関し，当該個人が被害を受けたと

いう風評被害の具体的実態を把握しておらず，そのようなお

それがあるとする諮問庁の主張は，単なる推測の域を出ない

ものであり，当該不開示部分を明らかにしても，風評被害に

より当該個人の権利又は利益を害するおそれがあるとまでは

言えない。 

なお，開示請求時において調査中のものであったとしても，

当該調査が終了し，その結果，耐震性に問題があると認めら

れるものについては，特定行政庁において，平成１８年通達

に基づき公表されることから，法５条１号ただし書イに該当

することになり，また，耐震性に問題がなかったものについ

ては，上述のとおり，むしろ積極的に公にすべきものと認め

られることからすれば，不開示部分を明らかにしても，風評

被害により当該個人の権利又は利益を害するおそれがあると

までは言えず，結局のところ，同号本文後段に該当しないこ

ととなる。 

 

（エ）法５条２号イ該当性 



諮問庁は，物件の所有者等が法人である場合（事業を営む

個人の当該事業に関する情報である場合を含む。）は，不開

示とした部分は，法５条２号イに該当し，不開示とすべきで

あると説明する。 

しかしながら，特定行政庁における調査の結果，耐震性に

問題なしと判定された物件については，上記（ウ）のとお

り，そもそも十分な安全性が確保されていることから，当該

法人の権利，競争上の地位その他正当な利益を害するおそれ

があるとは認められず，むしろ，構造計算書偽装が明るみと

なり，国民の不安が高まっていた当時の社会情勢にかんがみ

れば，本件においては，積極的にこれを公表すべきであった

ものと言えることから，法５条２号イに該当しないものと認

められる。 

また，調査中の物件については，特定建築士事務所が設計

に関与した物件であるという事実が公になったとしても，上

記（ウ）のとおり，そのことが直ちに当該法人がいわれのな

い不当な評価を受けることとなるとまでは言えず，また，諮

問庁は，構造計算書偽装に係る事実の公表に関し，当該法人

が被害を受けたという風評被害の具体的実態を把握しておら

ず，そのようなおそれがあるとする諮問庁の主張は，単なる

推測の域を出ないものであり，当該不開示部分を明らかにし

ても，風評被害により当該法人の権利，競争上の地位その他

正当な利益を害するおそれがあるとまでは言えない。 

なお，開示決定時において調査中のものであったとして

も，当該調査が終了し，その結果，耐震性に問題があると認

められるものについては，上記（ウ）のとおり，特定行政庁

において，平成１８年通達に基づき公表されることとなり，

開示請求時において，これを明らかにしたとしても，それを

もって，直ちに当該法人の権利，競争上の地位その他正当な

利益を害するおそれがあるとは認められず，また，耐震性に

問題がなかったものについては，前述のとおり，当該法人の

権利，競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがある

とまでは言えないことから，いずれにおいても，法５条２号

イに該当しないこととなる。 

（オ）したがって，文書６において不開示とした「確認時物件

名」，「現在の物件名」及び「現況」の各欄の記載は，法５

条１号及び２号イに該当しないものと認められる。 

23-1 答申２３（行情）３８８ 
「苦情情報ファイルの一部開

示決定に関する件」 
 
・ 苦情申出者に係る申出内

容件名，申出内容要旨，苦情

の内容となる警察職員に係る

情報，苦情申出に係る措置状

況及び苦情の措置を行った警

３ 不開示情報該当性について 

（１）苦情申出者に係る個人情報について 

文書１及び文書３の不開示部分の一部には，苦情申出者に係る

氏名，年齢，生年月日，住所，電話番号，職業，性別コード，職

業コード等のほか，苦情申出者に係る申出内容件名，申出内容要

旨及び苦情の内容となる警察職員に係る情報が記載されているこ

と，文書２及び文書４の不開示部分の一部には，苦情申出に係る

措置状況及び苦情の措置を行った警察職員に係る情報が記載され

ていることが認められる。 



察職員に係る情報について，

一体として苦情申出者に係る

５条１号本文前段の個人に関

する情報に該当すると認めた

例 

当該部分は，一体として苦情申出者に係る法５条１号本文前段

の個人に関する情報であって，特定の個人を識別することができ

るものに該当し，同号ただし書イないしハに該当する事情は認め

られない。 

さらに，当該部分は，一体として特定の個人を識別できること

となる記述部分であることから，法６条２項による部分開示の余

地はなく，法５条１号に該当し，同条４号及び６号について判断

するまでもなく，不開示とすることが妥当である。 

25-1 答申２５（行情）７４ 
「全国自殺統計ファイルの

一部開示決定に関する件」 
 
・ 全国自殺統計ファイル

中の自殺の年月日時，自

殺者の年齢，コード番号

等について，それぞれ一

体として自殺者個人に関

する情報であって，公に

することにより，自殺者

の知人等一定範囲の関係

者が自殺者を特定できる

可能性があり，５条１号

本文後段に該当するとし

た例 

２ 不開示情報該当性について 
（１）全国自殺統計ファイルについて，当審査会事務局職員をして諮問

庁に確認させたところ，次のとおりであった。 
ア 全国自殺統計ファイルとは，死体の発見地を管轄する警察署長

が死因を自殺と判断した死体について，当該死体ごとに作成され

る自殺統計原票のデータを都道府県警察本部から警察庁に送信

し，警察庁において当該電子データを集約し，各年度ごとに電磁

的記録として管理しているものである。 
（略） 
エ 文書１及び文書２の不開示部分は，左から順番に，発見日時，

自殺の年月日時，自殺者県別コード，年齢，性別コード，職業コ

ード，同居人の状況コード，自殺の場所コード，自殺の手段コー

ド，自殺の原因・動機の判断資料コード，自殺の原因・動機コー

ド，自殺未遂歴の有無コード，発見日時及び自殺の年月日時であ

る。 
文書３ないし文書５の不開示部分は，左から順番に，発見日

時，自殺の年月日時，自殺者生前の居住地の市区町村コード，年

齢，性別コード，職業コード，同居人の状況コード，自殺の場所

コード，自殺の手段コード，自殺の原因・動機の判断資料コー

ド，自殺の原因・動機コード，自殺未遂歴の有無コード及び自殺

者生前の居住地の市区町村名である。 
なお，上記のコード番号は，自殺統計原票に記載されるコード

番号とこれに対応する事項が記載された書式（ただし，県別コー

ド及び市区町村コードは除く。）が広島県のホームページで公表

されている。 
（２）本件対象文書の不開示部分には，諮問庁の上記（１）エの説明の

とおり記載されていることが認められ，コード番号についても公表

されているコード番号を手掛かりとしてその意味を理解することが

可能である。 
当該不開示部分は，それぞれ一体として自殺者に係る法５条１号

の個人に関する情報であって，自殺者の氏名は記載されていないも

のの，自殺の年月日時，自殺者の年齢，性別，職業等，自殺の手

段，原因・動機，自殺未遂歴の有無等の自殺に関する情報であり，

これを公にすることにより，自殺者の知人等一定の範囲の関係者に

は自殺者が誰であるかを特定できる可能性があり，自殺者個人の権

利利益を害するおそれがあると認められる。 
したがって，当該部分は，法５条１号本文後段に該当し，同号た

だし書イないしハに該当する事情も認められないので，不開示とす



ることが妥当である。 
25-2 答申２５（行情）１５５ 

「石綿による肺がんに関す

る労災保険給付の請求事案

３，０３０件について集計

項目ごとにまとめた資料等

の一部開示決定に関する

件」 
 
・ 特定個人に係る医学的

な分類及び数値が匿名化

されて記載された医学的

所見について，開示した

場合に被災労働者を特定

できる者は，被災労働者

に相当近い立場・関係に

ある者等と言わざるを得

ず，このような極めて限

られた者がこれを知った

からといって，当該特定

個人の権利利益を害する

おそれが生ずるとは言え

ないとして，５条１号本

文後段の情報に該当しな

いとした例 

２ 本件不開示部分の不開示情報該当性について 
（１）本件不開示部分に記載のある請求事案について 
（略） 
イ 医学的所見欄 

次に，本件不開示部分のうち，記載のある請求事案について，

その余の集計項目である医学的所見欄（石綿肺所見Ⅰ型の有無及

びじん肺管理区分，胸膜プラークの有無及び画像種類，石綿小

体・石綿繊維濃度の本数，５μｍ超の本数，１μｍ超の本数，総

繊維数，検査材料，測定医療機関，検体保存状態，検体部位，検

出下限値並びに湿重量及び乾燥重量）の不開示情報該当性を検討

する。 
諮問庁は，当該部分について，個人の身体及び健康の状態に関

する私的な情報であって，これら個人の人格と密接に関係する情

報は，その流通を本人がコントロールすることが可能であるべき

であり，本人の同意なしに第三者に流通させることは適切でない

旨説明している。 
当審査会において，本件対象文書１を見分したところ，当該部

分には，診療録や症例表にみられるような個人の機微に触れる具

体的かつ詳細な記述はなく，いずれも，医学的な分類及び数値

が，匿名化された上で記載されていることが認められる。 
さらに，諮問庁は，当該部分を開示した場合，事業場の担当者

がこれらの情報を知っており，被災労働者の近親者，知人もこれ

らの情報を知っている可能性があること，また，労災請求につい

ては事業主の助力義務が定められており（労働者災害補償保険法

施行規則２３条），被災労働者や遺族に代わって事業主が労災請

求手続を行うことがあり，この場合，事業場の担当者がこれらの

情報を詳細に知っていることから，被災労働者が特定されるおそ

れがある旨口頭説明している。 
しかしながら，上記アで判断した石綿ばく露期間の開始時期，

終了時期及び年数を不開示とした場合，当該部分を開示すること

により被災労働者を特定できる者というのは，被災労働者に相当

近しい立場・関係にあり，被災労働者本人が知っている情報のほ

とんどの部分を，当該部分を開示する前から既に知っているよう

な者，又は自らの職務上知り得たものの，社会通念上，その知り

得た事実に守秘義務が課されているような者のほかには，およそ

想定し難いと言わざるを得ない。 
そうすると，そのような極めて限られた者らが，当該部分の開

示を受けて，そこに記載された情報を知ったからといって，その

ことによって，被災労働者の権利利益を害するおそれが生じると

は言えず，当該部分は，法５条１号本文後段の情報に該当しな

い。 
また，上記アで述べたとおり，個人を識別することができる情

報が記載されていないことから，当該部分は，法５条１号本文前

段の情報にも該当せず，開示すべきである。 
25-3 答申２５（行情）２８８ ３ 不開示情報該当性について 



「平成２１年（行情）諮問

第４３１号に係る理由説明

書の「「過去事例」とは，

これらの事例を指すもので

あり」という言い回しを誰

が考えたのか等が分かる文

書の一部開示決定に関する

件」 
 
・ 異議申立人の代理人の

氏名，住所等について，

異議申立人本人の情報と

一体として異議申立人本

人に係る個人に関する情

報であって，特定の個人

を識別できるとして，５

条１号本文前段に該当す

るとした例 

（１）法５条１号該当性について 
   ２枚目，３枚目，６枚目ないし９枚目，２５枚目，２７枚目（宛

先），２９枚目（宛先）及び３６枚目の不開示部分には，個人の氏

名，郵便番号，住所，電話番号，メールアドレス，年齢等が記載さ

れている。 
   当該部分は，一体として異議申立人本人に係る法５条１号本文前

段の個人に関する情報であって，特定の個人を識別することができ

るものに該当し，同号ただし書イないしハに該当する事情も認めら

れない。 
さらに，法６条２項による部分開示の可否を検討すると，当該部

分のうち，異議申立人の氏名，郵便番号，住所，電話番号及び年齢

については，一体として個人識別部分に該当すると認められること

から，部分開示の余地はない。 
また，当該部分（６枚目（下から１行目ないし４行目）を除

く。）のうち，異議申立人の代理人の氏名，住所，メールアドレス

等については，これを公にすると，異議申立人の知人等一定範囲の

者には異議申立人が誰であるかを特定する手掛かりとなる可能性が

高いと考えられ，これら一定範囲の者に異議申立人の個人的な情報

が知られることとなり，異議申立人の権利利益が害されるおそれが

あると認められることから，法６条２項による部分開示はできな

い。 
したがって，当該不開示部分は，法５条１号に該当し，不開示と

することが妥当である。 
26-1 答申２６（行情）３０７ 

「高速横浜環状南線再評価

関係資料（平成２４年度）

のうち「事業計画にご理解

いただけない地権者等面積

４．６％」の内訳の一部開

示決定に関する件」 
 
・ 特定工事に係る地権者

の居住所について，詳細

な住所全てではなく，例

えば「町名まで」等個人

を識別できない部分のみ

の開示が求められたが，

本件対象文書において

は，既に開示されている

情報等を踏まえると，

「町名まで」等であって

も，そのような部分開示

を行うことは困難とした

例 

２ 不開示情報該当性について 
（略） 
（３）審査請求人が求める情報の部分的開示について 
 （略） 

イ 「居住地住所」欄に記載された住所は，誰が「事業計画にご理

解いただけない」地権者等であるかが特定される情報そのもので

あり，また，「計画地住所」の「大字」，「字」及び「地番」の各

欄に記載された情報も，土地の場所が特定できれば，誰でも閲覧

することができる地方法務局の不動産登記簿の情報によって当該

土地の地権者等を確認することができることから，誰が「事業計

画にご理解いただけない」地権者等であるかを明らかにする情報

といえる。 
    審査請求人は，これらのうち，住所については町名までとか，

区・大字までの情報だけでも開示すべきとしているが，本件対象

文書においては，①既に「４．６％」の根拠として「計画面積

（㎡）」欄が開示されていること，②「事業計画にご理解いただ

けない地権者等面積」は事業計画地の４．６％と限られているこ

とが明らかとなっていること，③場所によっては，「事業計画に

ご理解いただけない」土地が特定の大字においては１箇所のみの

ものがあることなども認められること，④地権者等の居住地は必

ずしも事業地の近隣とは限らず，市区町村等のみからでも一定の

範囲の者においては個人が特定可能なものもあること等を踏まえ

ると，「町名までとか，区・大字までの情報だけ」であっても，



誰が「事業計画にご理解いただけない」地権者等であるかが明ら

かになるおそれがないとはいえず，そのような部分的開示を行う

ことが妥当とは認められない。 
26-2 答申２６（行情）３７６ 

「運転事故等整理表（平成

２１年度～平成２５年度上

半期分）の一部開示決定に

関する件」 
 
・ 運転事故等整理表の

「年齢」及び「性別」に

ついて，これまでは開示

されていたとして，原処

分の取消しが求められた

が，本来，年齢及び性別

を含めた個人識別情報に

ついては不開示とすべき

情報であったと言わざる

を得ず，これまで開示し

ていたという理由のみを

もって，今後も開示する

ことが相当とは言えず，

不開示としたことは妥当

とした例 

２ 本件不開示部分の不開示情報該当性について 
（略） 
（２）法５条１号該当性について 
（略） 
エ 本件対象文書を見分すると，実際に発生した事故等について，

その発生の日時，場所，事故等が発生するに至った現場の状況，

関係者の行動・状態等が具体的に記載されており，氏名等直接に

特定の個人を識別することができる部分は除かれているとはい

え，諮問庁の説明するように，事故等の日時，場所，発生状況等

を踏まえれば，現場に居合わせた一定の範囲の者や関係者の近隣

に居住する者等においては，年齢及び性別によって当該者を識別

し得る可能性は否定できず，既に自らが把握している情報や本件

対象文書で明らかにされている情報と照合することにより，元々

特定個人をある程度識別できている場合であっても，更に「年

齢」及び「性別」の具体的な情報が加わることにより新たに識別

性が高まり，当該個人の権利利益を害するおそれが増すことは否

定し得ない。 
特に，本件対象文書には事故等の原因者の身体障害の状況や自

殺の意思等といった特定の個人の権利利益に関連する機微な情報

も記載されており，事故等の原因に関連する情報としてこのよう

な記述までもが開示されていることからすると，個人の識別性を

高める「年齢」及び「性別」を開示することにより個人の権利利

益を害するおそれは強いというべきである。 
確かに，これまで同様の表が年齢及び性別も含め開示されてき

たことは事実であり，諮問庁からはこのことにより具体的な支障

が生じているなどの説明はされておらず，特段の事情変更もなく

判断を変えるのは恣意的であるとの批判を招きかねないが，だか

らといって本来不開示とすべき情報をこれからも開示し続けるこ

とが相当とは認められない。 
よって，当該不開示部分については，法５条１号後段に定める

個人に関する情報であり，特定の個人を識別することはできない

が，公にすることにより，なお，個人の権利利益を害するおそれ

があるものに該当し，同号ただし書イの慣行として公にされ，又

は公にすることが予定されているものには該当せず，同号ただし

書ロ及びハに該当すると認めるべき事情も存しないことから，同

号の不開示情報に該当し，不開示としたことは妥当である。 
26-3 答申２６（行情）４５６ 

「特定保険薬局に対する個

別指導に係る全資料の一部

開示決定に関する件」 
 
・ 特定保険薬局に係る個

別指導による返還金額に

２ 不開示情報該当性について 
（略） 
（４）文書４について 

文書４は，返還金同意書及び関係資料である。 
  ア 調剤報酬の控除処理について（依頼）（５６頁及び５７頁） 
    当該文書は，処分庁が，特定保険薬局Ａに係る個別指導による

返還金について，特定県社会保険診療報酬支払基金幹事長及び全



ついて，その情報が公に

なり，個人に返還される

金額が明らかになったと

しても，それらの情報は

通常人に知られたくない

機微な情報であるとはい

えないことなどから５条

１号に該当するとした諮

問庁の主張を是認できな

いとした例 

国健康保険協会特定支部長宛てに調剤報酬の控除処理を依頼する

文書であり，保険薬局名及び返還金額が不開示とされている。 
  （略） 

（イ）返還金額について 
ａ 法５条１号該当性について 

諮問庁は，当該部分の不開示情報該当性について，上記第

３の１（３）ウ（ア）（のとおり説明する。 
そこで検討するに，当該部分を公にすると，既に公になっ

ている情報等から，自主返還の対象となった事例の患者に対

し返還される金額が明らかとなるとしても，当該患者は，返

還の原因となった不当な保険請求を行ったのではないことは

明らかであり，このような情報は，通常人に知られたくない

機微な情報であるとはいえず，また，特定保険薬局Ａの関係

者等一定の情報を有する者であっても，当該部分の情報から

当該患者を特定することは困難であることから，当該部分を

公にしても，個人の権利利益を害するおそれがあるとは認め

られず，諮問庁の説明は是認できない。 
ｂ 法５条６号柱書き該当性について 

諮問庁は，当該部分の不開示情報該当性について，上記第

３の１（３）ウ（ウ）のとおり説明する。 
そこで検討するに，当該部分は，本件個別指導の被指導者

である特定保険薬局Ａが自主点検した結果の返還金額が示さ

れているものであり，これは，特定保険薬局Ａが，本件個別

指導において指摘された不正・不当な診療報酬の請求に係る

ものである。すなわち，当該部分の情報は，特定保険薬局Ａ

に対する個別指導で認められた不正・不当な診療報酬の請求

に限定された情報である。 
他方，個別指導における指摘事項は，事例ごとに様々であ

るので，仮に，当該部分の情報を公にしても，個別指導の他

の被指導者が，当該部分の情報に基づいて，自らの自主返還

金額を同程度の金額の返還とすることを企図し，自らの自主

点検の結果を正確に記載せず，もって善意の受益者として，

その返還義務を果たさなくなるおそれがあり，国の機関が行

う個別指導に係る事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれが

あるため，法５条６号柱書きに該当するとの諮問庁の主張を

是認することはできない。 
以上のことから，当該部分は，法５条１号及び６号柱書き

のいずれにも該当せず，開示すべきである。 
 （注）第３の１（３）ウ（ア）の説明は以下のとおり。 

ウ 本件不開示部分の不開示情報該当性について 
（ア）法５条１号該当性 

別表１に掲げる部分は，法５条１号本文前段の個人に関する

情報であって，特定の個人を識別することができる情報であ

り，同号ただし書イないしハのいずれにも該当せず，同号に該

当する。 
また，文書４の返還内訳書に記載されている「返還金額」欄



は，返還金額が公になると自己負担割合から個人に返還される

金額が明らかとなる情報であり，法５条１号本文後段の特定の

個人を識別することはできないが，公にすることにより，なお

個人の利益を害するおそれのある情報であり，同号ただし書き

のイないしハのいずれにも該当せず，同号に該当する。 
27-1 答申２７（行情）３４５～

３４９ 
「「生活の質に関する調

査」の調査個票の一部開示

決定に関する件」外４件 
 
・ アンケート調査個票の

回答等のうち，公にする

と，近親者等が当該回答

者を特定できる可能性が

あり，その回答内容が一

般的に他人に知られるこ

とを忌避する性質のもの

であって個人の権利利益

を害するおそれのあるも

のや，公にされる他の回

答等を組み合わせること

によって同様の結果とな

るものについて，法５条

１号本文後段情報該当性

を認めた例（過去の答申

で開示すべきとして例示

された部分のみを開示

し，その余の部分は不開

示とした決定に係る審査

請求） 

 ３ 本件不開示部分の不開示情報該当性について 
   （略） 
 （２）法５条１号本文後段情報該当性について 
   （略） 

イ そこで検討するに，本件不開示部分のうち，その回答等を公

にすることにより，近親者等が当該回答者を特定できる可能性

があり，その回答内容が一般的に他人に知られることを忌避す

る性質のものであって，個人の権利利益を害するおそれのある

回答等や公にされる他の回答等を組み合わせることによって，

上記と同様の結果となるものについては，法５条１号本文後段

情報に該当すると認められるので，以下検討する。 
（ア）文書１の問４のように，東日本大震災での被災経験や避難

生活についての質問に対する回答は，その回答を公にするこ

とにより，近親者等が当該回答者を特定できる可能性があ

り，また，一般的に他人に知られることを忌避する性質の回

答と認められる。 
また，文書１及び文書２の地点番号のように，公表されて

いる報告書に調査を行った市区町村名が記載されている回答

等や，文書３ないし文書５の地点番号のように報告書の記載

内容と国勢調査の結果を突き合わせることにより，調査を行

った市区町村が判明する回答等は，これを公にすると，市区

町村ごとの回答数も判明し，公にされる他の回答等を組み合

わせることによって，近親者等が当該回答者を特定できる可

能性や当該個人の権利利益を害するおそれを生じさせること

となる回答等と認められる。 
さらに，文書３の問１９のいじめにあった経験や文書９の

Ｑ３４の死のうと思った経験などの質問の回答は一般的に他

人に知られることを忌避する性質の回答であり，公にされる

他の回答等を組み合わせることによって，近親者等に当該回

答者を特定できる可能性がある回答といえ，当該情報を開示

した場合，回答者の権利利益を害するおそれがある回答と認

められる。 
（イ）以上の観点から判断するに，別紙３に掲げる項目の回答等

は，当該回答者を識別することができないものの，これを公

にした場合，回答者の権利利益を害するおそれがあるので，

法５条１号本文後段情報に該当すると認められ，また，同号

ただし書イないしハに該当する事情も認められない。したが

って，同条６号柱書き及びハについて判断するまでもなく不

開示としたことは妥当である。 
（ウ）その余の部分，すなわち別紙２の「開示すべき回答等の項

目」欄に掲げる項目の回答等は，同号本文後段情報に該当す



るとは認められない。 
27-2 答申２７（行情）５２０ 

「特定事件に係る「請求異

議の訴えについて（依

頼）」等の一部開示決定に

関する件」 
 
・ 民事訴訟事件等の事件

番号につき，法５条１号

本文前段の個人識別情報

該当性を肯定した上で，

国等の設置に係るウェブ

サイト等に現に掲載され

ている事件番号等につい

ては，同号ただし書イの

公表慣行が認められると

した例 
 

２ 本件不開示部分の不開示情報該当性について 
（１）事件番号について 

ア 法５条１号本文該当性について 
（ア）民事訴訟事件の記録については，「何人も」閲覧請求をする

ことができることとされているため（民事訴訟法９１条１

項），事件番号を知ることにより，当該閲覧制度を利用して当

該事件の訴訟記録を閲覧することが可能となり，当該訴訟記録

に記載された訴訟当事者である個人を特定できるから，民事訴

訟事件の事件番号は，法５条１号本文前段の個人に関する情報

であって，個人を識別できるもの（以下「個人識別情報」とい

う。）に該当する。 
（イ）他方で，民事執行事件及び民事保全事件の記録は，「利害関

係を有する者」に限って閲覧請求をすることができることとさ

れているが（民事執行法１７条，民事保全法５条），本件につ

いては，本件潮受堤防の排水門の開閉により影響を受ける漁業

者，営農者等は相当広範囲に及ぶと考えられることなど，特殊

な事情が存することに鑑みると，記録の閲覧が可能な「利害関

係者」が広く認められる可能性は否定できないから，本件の民

事執行事件及び民事保全事件の事件番号は，法５条１号本文前

段の個人識別情報に該当するものと認められる。 
イ 法５条１号ただし書該当性等について 
（ア）法５条１号ただし書イが定める公表慣行の有無を検討する

と，民事訴訟事件，民事執行事件，民事保全事件等の事件番号

は，それが国等の設置に係るウェブサイト等に現に掲載されて

いる場合には，その掲載の趣旨，目的等が情報公開制度と相容

れないなど特別な事情がある場合を除き，当該事件番号には公

表慣行が認められるものと解すべきである。 
当審査会事務局職員をして確認させたところ，不開示とされ

ている事件番号の一部が，法務省のウェブサイトにおいて事件

の概要や決定等の要旨と共に掲載されており，かつ，当事者等

を匿名化するなどの措置が講じられていることが認められた。 
（イ）そこで検討すると，法務省のウェブサイトに国等が当事者と

なっている訴訟等が掲載されている趣旨は，行政機関としての

活動を国民に周知することにあり，情報公開制度と同様である

と認められ，当事者等を匿名化するなどの配慮もされているこ

とに鑑みると，法務省のウェブサイトに掲載されている事件番

号は，公表慣行が認められるものと解すべきである。 
また，一連の訴訟等の事件において，事件の審級や種類ごと

に複数の事件番号が付されている場合であって，かつ，ある事

件番号が分かれば，他の事件番号も容易に特定し得るようなと

きには，あえて他の事件番号を秘匿することに意味があるとは

通常考えられないから，法務省のウェブサイトに掲載されてい

る事件番号と同一事件の他の審級等の事件番号にも公表慣行が

認められるというべきである。 
具体的には，①同一事件における各審級の事件番号につい



て，その一部に公表慣行が認められる場合における他の審級の

事件番号，並びに②事件記録の通常の取扱い，事件相互の法律

上の関連性及び先後関係等から，類型的にみて，公表慣行が認

められる事件番号から特定可能と認められる他の事件番号につ

いても，公表慣行が認められるものと解すべきである。 
以上の基準によれば，別紙３の区分１に掲げる部分の事件番

号には公表慣行が認められるから，法５条１号ただし書イに該

当し，開示すべきである。 
（ウ）他方で，別紙３の区分１に掲げる部分を除く部分の事件番号

については，裁判所，法務省等の設置・発行に係るウェブサイ

トや刊行物への掲載は認められず，上記（イ）①及び②の基準

にも該当しないから，公表慣行があるとは認められず，法５条

１号ただし書イに該当せず，同号ただし書ロ及びハに該当する

と認めるべき事情も存しない。 
そして，事件番号は，個人識別部分であるから，法６条２項

の部分開示の余地はなく，不開示とすることが妥当である。 
27-3 答申２７（行情）６９１ 

「住宅事情調査に係る調査

結果ファイルの一部開示決

定に関する件」 
 
・ 国家公務員に対する住

宅事情調査に係る調査結

果ファイルから職員の居

住地が広島市内であるも

のを抽出した文書の一部

を法５条１号により不開

示としたことの妥当性

は，同号本文前段に該当

する職員とその余の職員

のいずれについても，同

号本文前段に該当する職

員の個人識別部分を除

き，公にすることによる

当該個人の権利利益を害

するおそれの有無によっ

て判断されることとなる

ため，同号本文前段に該

当する職員の情報の法６

条２項による部分開示の

可否と，その余の職員の

情報の同号本文後段該当

性について，一括して判

断した例 
 

２ 本件不開示部分の不開示情報該当性について 
（１）当審査会において見分したところ，本件対象文書には，各職員

につき１行の表形式により，Ａ票の調査項目の回答等が記録され

ていることが認められ，各行がそれぞれ当該職員の個人に関する

情報（法５条１号本文）に該当するものと認められる。 
（２）法５条１号本文前段・後段及び同号ただし書該当性について 

ア 法５条１号本文前段・後段の各該当性について検討すると，

まず，①公務員宿舎に入居している職員については，宿舎名及

び戸番から当該職員が特定され，②特定の官署において１名し

かいない職に就いている職員については，その職名から当該職

員が特定されるものと認められる。 
したがって，上記①及び②に該当する職員の行については，

当該情報に含まれる記述等により当該職員個人を識別すること

ができるため，法５条１号本文前段に該当する（以下，当該職

員を併せて「前段該当職員」という。）。 
そして，法５条１号ただし書該当性について検討すると，本

件対象文書には，個々の職員の住宅事情に係る情報のほか，家

族，給与，所属等に関する情報が記載されているところ，これ

らの情報が法令の規定により又は慣行として公にされ，又は公

にすることが予定されているとは認められないから，同号ただ

し書イに該当せず，同号ただし書ロ及びハに該当すると認める

べき事情も存しない。 
したがって，前段該当職員については，法６条２項の適用の

余地がない個人識別部分を除き，個々の不開示部分について，

同項による部分開示の可否，すなわち当該情報を公にしても，

当該個人の権利利益を害するおそれがないと認められるか否か

を判断することとなる。 
イ 次に，前段該当職員を除く職員について検討すると，上記ア

に掲げる宿舎名及び戸番又は官職のような個人を識別すること

ができる記述は含まれていないが，下記（３）で後述するよう



に，回答項目等に含まれる情報によっては，同僚等の一定範囲

の者には当該職員を特定する手掛かりとなり，当該職員の権利

利益を害するおそれがあると認められるものがある。このよう

な情報については，法５条１号本文後段の，特定の個人を識別

することはできないが，なお個人の権利利益を害するおそれが

あるものに該当するものといえる。 
そして，当該情報については，上記アと同様の理由から，同

号ただし書イないしハに該当するとは認められないため，不開

示とすべきこととなる。 
そうすると，前段該当職員を除く職員については，個々の不

開示部分について，公にすることによる当該個人の権利利益を

害するおそれがあると認められるか否かを判断することとな

る。 
ウ 以上のとおり，上記ア及びイに該当する職員のいずれについて

も，不開示としたことの妥当性は，前段該当職員の個人識別部分

を除き，公にすることによる当該個人の権利利益を害するおそれ

の有無によって判断されることとなるため，以下，併せて検討す

る。 
（３）個人の権利利益を害するおそれの有無等について 

ア 「官署名」，「官署番号」，「所属名」，「省庁」，「財務局」，「地

区」，「財務事務所」及び「都道府県」の各欄について 
（ア）当審査会において通達を確認したところ，諮問庁が理由説明

書において説明するとおり，「官署名」の欄には，職員の所属

する官署の名称（一部については，名称及び当該名称を示す数

字）が，「官署番号」の欄には，官署の名称を示す数字が，「所

属名」の欄には，官署において職員が勤務する局，部，課，係

等の最小単位までの名称が，「省庁」の欄には，官署を所管す

る省庁名及び当該省庁の名称を示す番号が，「財務局」の欄に

は，官署所在地を管轄する財務局の管轄地域の名称及び当該名

称を示す数字が，「地区」の欄には，官署所在地の地区区分に

係る地区の名称及び当該名称を示す数字が，「財務事務所」の

欄には，官署所在地を管轄する財務局等の名称及び当該名称を

示す数字が，「都道府県」の欄には，官署所在地の都道府県名

及び当該都道府県を示す数字が，それぞれ記録されていること

が認められる。 
（イ）まず，前段該当職員について検討すると，原処分において独

身の別，同居家族人数及び一人当たり平米数，家賃月額，自宅

保有等の計画の有無等，一般に公にされることを望まないと認

められる私的な情報が既に開示されているところ，上記（ア）

に掲げる各欄に記録されている情報は，これを公にすると，当

該職員の同僚等の一定範囲の者にとっては当該職員を特定する

手掛かりとなり，上記私的な情報が知られることとなるから，

当該職員の権利利益を害するおそれがないとは認められない。 
したがって，当該情報を法６条２項により部分開示すること

はできず，不開示としたことは妥当である。 
（ウ）その余の職員についても，上記（イ）と同様の理由から，



当該個人の権利利益を害するおそれがあると認められ，法５

条１号本文後段に該当し，上記（２）イのとおり，同号ただ

し書イないしハに該当せず，不開示としたことは妥当であ

る。 
（以下，略） 

27-4 答申２７（行情）７８２ 
「司法修習生考試結果集計

表等の一部開示決定に関す

る件」 
 
・ 司法修習生が司法修習

を終える際の考試結果の

集計表等に記載された

「優」，「良」，「可」及び

「不可」の人員又は割合

について，個人識別性は

ないが，予備試験資格者

に係る「不可」の人数が

少数である現状において

は，関係者の間では特定

の科目で「不可」となっ

た個人の特定につながる

可能性があり，その結果

個人の能力等に関する機

微な情報が明らかとなっ

て当該個人の権利利益を

害するおそれがあるなど

として，法５条１号本文

後段の情報に該当し不開

示妥当と判断した例 
 

２ 不開示部分の不開示情報該当性について 
（１）諮問庁は，司法修習生考試の各科目の成績は，特に他人に知ら

れることを忌避する性質の極めて秘匿性の高い個人情報であると

した上で，特定の司法修習生が予備試験資格者（予備試験合格の

資格で司法試験を受験してこれに合格した者）か否かは関係者間

では識別容易な事実であるとともに，官報公告される司法修習を

終えた者の氏名と照合すること等により司法修習生考試に不合格

となった者を容易に特定することが可能であることから，予備試

験資格者及びそれ以外の者に係る各科目の「不可」の人数は，法

５条１号本文前段の個人識別情報又は同号本文後段の権利利益侵

害情報として，同号の不開示情報に該当する旨説明する。 
また，原処分で不開示とした部分のうち「優」，「良」，「可」の

「人員」又は「割合」のいずれか一部でも開示することとした場

合，今後，その余の部分について異なる組合せでの開示請求が繰

り返されることによって，結局は「不可」の人数が容易に推測さ

れてしまうこととなるため，部分的な開示もできない旨説明す

る。 
（２）不開示部分に記載された情報は，いずれも，個人の氏名等とい

った直接個人の識別を可能とする情報ではないが，予備試験資格

者に係る「不可」の人数が少数である現状においては，関係者の

間では特定の科目で「不可」となった個人の特定につながる可能

性があり，その結果個人の能力等に関する機微な情報が明らかと

なって当該個人の権利利益を害するおそれがあり，部分的な開示

もできないとする上記諮問庁の説明は否定し難く，法５条１号本

文後段の不開示情報に該当すると認められる。また，同号ただし

書イないしハに該当するとすべき事情は認められない。したがっ

て，不開示部分については法５条１号に該当し，不開示としたこ

とは妥当である。 
27-5 答申２８（行情）３２ 

「特定会社等に対する不利

益処分の差止め等に関する

訴訟の関係書類の不開示決

定に関する件」 
 
・ 仮の差止め請求に係る

事件番号が法５条１号の

個人識別情報に該当する

として不開示とされてい

るところ，民事保全法５

条により，仮の差止め請

求に係る事件記録を閲覧

２ 不開示情報該当性について 
（略） 

（６）文書９及び文書１０における特定訴訟の事件番号について 
ア 民事訴訟事件の記録は「何人も」閲覧請求をすることができ

るとされているため，事件番号を知ることにより，当該閲覧制

度を利用して当該事件の訴訟記録を閲覧することが可能とな

り，当該訴訟記録に記載された訴訟当事者又は関係者である個

人を特定できることとなる。このことを背景に，諮問庁は本件

の事件番号について，法５条１号本文前段の個人に関する情報

であって特定の個人を識別することができるものに該当する旨

説明している。 
イ しかしながら，本件の事件番号は，仮の差止め請求に係る事

件番号であり，民事保全法５条では，事件記録を閲覧すること



することができるのは利

害関係者に限定されてい

ることから，それ以外の

一般の者にとっては，当

該事件番号は法５条１号

本文前段の個人識別情報

に該当せず，また，利害

関係者は，訴訟当事者等

の個人が本件の事件記録

に記載されていることを

民事保全の手続の中で既

に承知していることか

ら，当該事件番号は同号

本文後段の権利侵害情報

にも該当せず，開示すべ

きであると判断した例 

ができるのは利害関係者に限定されていることから，それ以外

の一般の者にとって，本件の事件番号が法５条１号本文前段の

個人に関する情報であって特定の個人を識別することができる

ものに該当するとは認められない。 
また，利害関係者が本件の事件記録を閲覧することによっ

て，訴訟当事者又は関係者である個人を特定することになると

しても，当該利害関係者は，特定される当該個人が本件の事件

記録に記載されていることを，民事保全の手続の中で既に承知

していることから，本件の事件番号は，法５条１号本文後段の

特定の個人を識別することはできないが，公にすることによ

り，なお個人の権利利益を害するおそれがあるものに該当する

とも認められない。 
したがって，本件の事件番号は，法５条１号に該当せず，開

示すべきである。 
 

28-1 答申２８（行情）４８０ 
「特定外国法事務弁護士の

承認等に関する文書の一部

開示決定に関する件」 
 
・ 特定の外国法事務弁護

士の承認申請において当

該申請者が個々の私的な

事情等により提出した文

書について，原処分では

ページ全体が不開示とさ

れているところ，当該文

書の一部でも公にする

と，当該文書に含まれる

文書の種類等が明らかに

なり，ひいては，当該申

請者の個々の私的な事情

等が明らかになるなどと

して，法５条１号本文前

段の情報に該当し，不開

示妥当とした例 

２ 本件不開示維持部分の不開示情報該当性について 
（１）日弁連への求意見に係る決裁文書について 

 （略） 
シ 日弁連への求意見に係る決裁文書のうち，上記アないしサを除

く文書について 
（ア）当該文書は，ページ全体が不開示とされていると認められ

る。 
（イ）諮問庁の説明によると，外国法事務弁護士となる資格に係る

承認の申請に際して必要な書類については，法務省のホームペ

ージに掲載されている手引等において，申請者の被雇用や単独

開業といった予定する業務形態，住居の状況等の申請者の個々

の私的な事情等に応じた提出書類例が掲載されているところ，

当該文書は，Ａ氏及びＢ氏が外国法事務弁護士となる資格の承

認を受けるために，①手引において提出書類として記載されて

いるもので申請者の個々の私的な事情等に応じて提出したもの

及び②手引には掲載されていないが，申請者が個々の私的な事

情等により，参考となる事項について必要な説明を行うために

自主的に提出したものであるとのことである。 
（ウ）そうすると，当該文書に含まれる文書について，それぞれど

のような種類の文書であるか等は，上記のような，申請者の

個々の私的な事情と対応しているといえ，不開示部分の一部で

も公にすると，当該文書に含まれる文書の種類等が明らかにな

り，ひいては，Ａ氏及びＢ氏の上記のような個々の私的な事情

等が明らかになることから，当該不開示部分は，法５条１号本

文前段の個人に関する情報であって，特定の個人を識別するこ

とができるものに該当すると認められる。 
（エ）次に，法５条１号ただし書該当性について検討すると，Ａ氏

及びＢ氏に係る上記のような個々の私的な事情等を広く一般に

公にする制度ないし実態があるものとは認められず，そのよう

な性質を有するものとも考えられないから，当該不開示部分



は，同号ただし書イに該当するとは認められず，同号ただし書

ロ及びハに該当する事情も認められない。 
（オ）したがって，当該不開示部分は，法５条１号本文前段に該当

し，不開示としたことは妥当である。 
30-1 答申３０（行情）１０９ 

「人事記録（知的障害の人

の分）の不開示決定に関す

る件」 
 
・ 知的障害者である職員

の人事記録の開示請求に

対し，その全部を不開示

としたことにつき，人事

記録（甲）の様式部分を

除く部分は，法５条１号

に該当し不開示としたこ

とは妥当であるが，人事

記録（甲）の様式部分

は，特定の個人を識別す

ることとなる記述の部分

には該当せず，かつ，公

にしても個人の権利利益

が害されるおそれはない

と認められるので，同号

に該当せず，開示すべき

と判断した例 
 

２ 本件対象文書の不開示情報該当性について 
（略） 
（４）しかしながら，人事記録（甲）の様式部分（記入欄を除く。以下

同じ。）は，特定の個人を識別することができることとなる記述の

部分には該当せず，かつ，公にしても個人の権利利益が害されるお

それはないと認められる。 
（５）したがって，本件対象文書のうち，人事記録（甲）の様式部分を

除く部分については，法５条１号に該当し不開示としたことは妥当

であるが，人事記録（甲）の様式部分は，同号に該当せず，開示す

べきである。 

30-2 答申３０（行情）３５２ 
「「元島民の手紙」の不開

示決定に関する件」 
 
・ 日露首脳会談で総理大

臣が露大統領に手渡し

た，北方領土の元島民が

書いた手紙の写しは，一

体として法５条１号本文

前段に規定する個人に関

する情報であって，同号

ただし書イないしハに該

当する事情も認められ

ず，手紙を書いた元島民

の心情等が記載されてい

ることから，これを公に

すると，元島民各個人の

権利利益を害するおそれ

がないとは認められない

２ 不開示情報該当性について 
（略） 
（２）諮問庁の説明を踏まえ，以下，検討する。 
  ア 本件対象文書の内容は，上記（１）アの諮問庁の説明のとお

り，元島民からプーチン大統領に宛てた手紙の写しであって，日

本語の手紙及びそのロシア語訳のそれぞれの末尾には，手紙の差

出人の氏名等が記載されていることが認められる。 
イ 本件対象文書は，一体として法５条１号本文前段に規定する，

手紙の差出人の各個人に関する情報であって，特定の個人を識別

することができるものに該当し，法令の規定により又は慣行とし

て公にされ，又は公にすることが予定されている情報であるとは

いえないことから，同号ただし書イに該当せず，同号ただし書ロ

及びハに該当する事情も認められない。 
ウ 次に，法６条２項による部分開示の可否について検討すると，

本件対象文書のうち手紙の差出人等の氏名等は，個人識別部分で

あると認められることから，部分開示の余地はなく，その余の部

分についても，元島民の心情等が記載されていることが認められ

るところ，これを公にすると，手紙の差出人である各個人の権利

利益を害するおそれがないとは認められないことから，部分開示



ことから，部分開示する

こともできないとして，

不開示とすることが妥当

とした例 
 

することはできない。 

30-3 答申３０（行情）４７１ 
「特定年度就労支援促進計

画の実績評価の一部開示決

定に関する件」 
 
・ 平成２７年度就労支援

促進計画実績値における

事業対象者数，事業参加

者数（合計）及び達成者

数（合計）等について，

当該部分は，０ないし９

の数値のみであり，市町

村ごとにこれを公にして

も特定の個人を識別する

ことができるとは認めら

れないことから，法５条

１号本文前段に規定する

特定の個人を識別するこ

とができるものに該当す

るとは認められず，ま

た，当該部分を公にして

も，生活保護受給者の関

係者が，特定の者の詳細

な保護の状況及び生活保

護受給者を対象とする事

業対象者の要件の有無ま

で知り得るとは認められ

ないなどとして，同号本

文後段に規定する特定の

個人を識別することはで

きないが，公にすること

により，なお個人の権利

利益を害するおそれがあ

るものに該当するとも認

められないとした例 

２ 不開示情報該当性について 
（略） 
（２）平成２７年度就労支援促進計画実績値（１）について 
 （略） 

イ 諮問庁は，理由説明書（上記第３の３（２）。以下同じ。）にお

いて，生活保護受給者が当該事業に参加が可能であるかという情

報や事業に参加した結果として就労・増収につながった，または

就労に至らなかったという情報は個人に関する情報であって，生

活保護受給者にとっては他者に知られたくない情報であるとこ

ろ，対象者数が少ない自治体や参加人数が少ない事業において

は，特定の個人を識別されるおそれがある旨説明する。 
ウ 以下，「被保護者数」欄が空欄の自治体を除く自治体について

検討する。 
（ア）「①事業対象者数」欄，「②事業参加者数（合計）」欄及び

「④達成者数（合計）」欄について 
   諮問庁から，「就労支援促進計画の策定について（平成２７

年３月３１日社援保発０３３１第２２号 厚生労働省社会・援

護局保護課長通知）」の提示を受け確認したところ，「事業対象

者数」とは，「保護の実施機関が就労可能と判断する被保護者

（高校在学，傷病，障害等のため，就労が困難と保護の実施機

関が判断する者以外の被保護者をいう。なお，現に就労してい

る被保護者も含む。）の数」であり，「事業参加者数（合計）」

とは，「福祉事務所との連携により公共職業安定所において就

労支援を行う生活保護受給者等就労自立促進事業，被保護者の

就労に関する相談・助言，求職活動への支援等を行う被保護者

就労支援事業等に参加した者の数」であり，「達成者数（合

計）」とは，「事業参加者のうち，就労した者及び増収となった

者（就労・増収により生活保護を廃止した者を含む。）の数」

である。 
   諮問庁は，当該部分を公にすると特定の個人を識別されるお

それがある旨説明するが，当該部分は０ないし９の数値のみで

あり，市町村ごとにこれを公にしても特定の個人を識別するこ

とができるとは認められないことから，当該部分は，法５条１

号本文前段に規定する特定の個人を識別することができるもの

に該当するとは認められない。 
   また，当該部分を公にしても，生活保護受給者の関係者が，

特定の者の詳細な保護の状況及び生活保護受給者を対象とする

事業対象者の要件の有無まで知り得るとは認められないこと，

さらに，公共職業安定所を利用する事業に参加している生活保

護受給者と，事業参加者以外で公共職業安定所を利用している

者とを外形的に区別することはできないこと，加えて，事業に



参加したことにより就労・増収等の結果が得られたことを推認

できるとは認められないことから，当該部分は，法５条１号本

文後段に規定する特定の個人を識別することはできないが，公

にすることにより，なお個人の権利利益を害するおそれがある

ものに該当するとも認められない。 
   したがって，当該部分は，法５条１号に該当せず，開示すべ

きである。 
 

1-1 答申１（独情）８１ 
「特定教授の研究内容に関

して設置された予備調査委

員会及び本調査委員会に関

する文書の一部開示決定等

に関する件」 
 
・ 国立大学の教員が作成

し，限定された者に対し

て行われた発表の際の文

書につき，当該教員の自

律性に基づく研究活動の

一環として作成した未発

表の研究内容が記載され

た研究者個人の文書であ

るとの諮問庁の説明を認

め，法５条１号に該当す

るとした例 
 

５ 本件対象文書の不開示情報該当性について（文書１，文書４，文書

７，文書１２ないし文書１５及び文書１８ないし文書２２） 
（略） 
（５）文書１４について 
 （略） 

エ 第１回調査委委員会資料７「プログレスミーティング発表資

料」及び同資料８「特定治療法の確立と情報提供についての研究

班発表資料」部分 
（略） 
（イ）当審査会事務局職員をして諮問庁に確認させたところ，諮問

庁はおおむね以下のとおり説明する。 
「プログレスミーティング」は，信州大学医学部特定教室に

おける大学院生等の研究発表を主とする研究に関する非公開の

意見交換の場であり，「研究班発表」とは，特定教授Ａを総括

研究者とした研究班の構成員のみが参加した非公開の会合であ

ることから，当該不開示部分は，それぞれ限定された者に対し

て行われた発表の際の文書であり，学校教育法や教育基本法の

規定に照らし，研究と修養に努め，専門分野の研究を深めるた

めの自律性に基づく研究活動の一環として作成した文書であっ

て，仮に，本件に係る調査委員会等が行われなければ，法人と

して保有することのない研究者個人の文書であるが，調査委員

会等に提出されたため，法人文書となっているものであること

から，このような性質を踏まえると，未発表の研究内容 
が記載された当該部分は研究者の法５条１号に該当する個人情

報が記載された文書であり，同号ただし書イないしハにも該当

しない。 
一方，これらの文書を用いて発表した際には，当該文書記載

の文言をなぞるだけの発表ではなく，口頭により様々な情報を

付加している。 
このため，発表者が発表した内容を相違なく理解している者

は当該発表に出席した者しかおらず，仮に当該文書が一部でも

開示されれば，当該文書の読者の理解は，当該文書の断片的な

情報によるものでしかなく，発表者の意図した内容から相違す

るおそれがあることから，部分開示もできない。 
（ウ）以下，検討する。 
  a 本件対象文書を見分すると，資料８には，発表者の氏名が記載

されていることから，全体として法５条１号本文前段の特定の個

人を識別できるものに該当すると認められる。また，資料７に



は，発表者の氏名は記載されていないものの，プログレスミーテ

ィングが，限定された参加者による会合であることを考慮する

と，同号本文前段の他の情報と照合することにより，特定の個人

を識別できるものに該当すると認められる。 
  ｂ そこで，法５条１号ただし書について検討すると，これらは未

発表の研究内容が記載された研究者個人の文書であるとする諮問

庁の説明を覆すに足る事情は認められないことから，同号ただし

書イないしハに該当するとは認められない。また，仮に当該文書

が一部でも開示されれば，発表者の意図した内容から相違するお

それがあるとする諮問庁の説明も否定し難いことから，法６条２

項の部分開示もできない。 
ｃ したがって，当該不開示部分は，法５条１号に該当すると認め

られるので，同条２号イ，３号及び４号柱書きについて判断する

までもなく，不開示としたことは妥当である。 
 

4-1 答申４（行情）５５４ 

「特定基地における移転措

置に伴う土地の買入れに係

る土地売買契約書の一部開

示決定に関する件」 

 

・ 特定基地における移転

措置に伴う土地売買契約

書における土地の所在

地，地目及び面積につい

て，法５条１号及び６号

の不開示情報に該当する

とした諮問庁に対し，当

該部分は特定の個人を識

別することが可能である

が，不動産登記簿等によ

り何人でも知ることが可

能なものであり，また，

今後の国による土地等の

購入業務の円滑な遂行に

支障を及ぼす相当の蓋然

性までは認められないと

して，開示すべきとした

例 

 

２ 本件不開示部分の不開示情報該当性について 

（１）本件不開示部分について，本件対象文書を確認したところ，当

該部分には，移転措置に伴い売買する土地の所在地（地番），地目

及び面積が記載されていると認められる。 

本件不開示部分を不開示とした理由について，当審査会事務局

職員をして諮問庁に確認させたところ，諮問庁から次のとおり説

明があった。 

ア 本件不開示部分に係る土地所有者の所在地等は，他の情報と

突合した場合に個人を特定できる情報に該当するため，法５条

１号により不開示としたものである。 

イ また，防衛省が購入した土地には，購入年度を明記した境界

標を設置するため，現地において当該土地の購入年度が明示さ

れている状況である。このため同土地の地目・面積を公表する

ことにより，現地にて特定することが可能であり，それを基に

登記簿等を取得することで容易に元の所有者を特定することが

可能となり，さらに売買価格と照合することで，同者が得た売

買収入についても明らかとなってしまう。このことは，防衛省

に土地を売却すれば，情報開示によりこれらの情報を第三者に

知られてしまうことが周知され，土地の所有者に不信感を与え

ることになりかねず，今後の国による土地等の購入業務の円滑

な遂行に支障を及ぼすおそれがあると判断したため，同条６号

を追加したものである。 

（２）本件請求内容は，「特定基地における移転措置に伴う土地の買い

入れについて，平成９年度から１９年度の間，いつ，誰から，い

くらで購入したかが分かる行政文書」である。 

移転措置事業における移転対象となる各飛行場等の区域図につ

いては，各地方防衛局のウェブサイト上において公表されてお

り，また，同サイトの事業用パンフレットにおいて，対象区域を

示した縦覧図についても，管轄する地方防衛局事務所で閲覧可能

との掲載があることなどを踏まえれば，これによって，防衛省が

購入した土地のおおよその位置ないし範囲は特定することがで



き，当該土地を管轄する登記所において備え付けてある公図の閲

覧により当該土地の地番を特定することができるものと認められ

る。 

そうすると，本件不開示部分については，不動産登記簿を閲覧

すること等により，何人でも知ることが可能なものであり，慣行

として公にされているものと認めることができる。 

また，諮問庁は上記（１）イで地目及び面積部分の不開示理由

に法５条６号を追加しているが，同号にいう「当該事務又は事業

の適正な遂行に支障を及ぼすおそれ」とは，実質的，具体的に支

障が生じる相当の蓋然性が認められることが必要とされている。

しかし，更に諮問庁に確認させたところ，旧土地所有者に不信感

を与え，国による土地等の購入業務の円滑な遂行に支障を及ぼす

ような具体的な事例を示すことはできないとのことであった。 

したがって，本件不開示部分については，法５条１号本文前段

の個人に関する情報であって，特定の個人を識別することができ

るものに該当するが，同号ただし書イの法令の規定により又は慣

行として公にされ又は公にすることが予定されている情報に該当

すると認められ，また，地目及び面積部分については，これを公

にしたとしても，国の事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれが

あるとまでは認め難いため，同条６号柱書きにも該当せず，本件

不開示部分については，開示すべきである。 

 



【法５条１号ただし書イ関係】 

12 答申１３（行情）９ 

「明治３９年検務事件簿中

の特定個人に係る記載部分

の不開示決定（存否応答拒

否）に関する件」 

 

・ 犯罪歴であっても，実

際の公表状況等を踏ま

え，詳細に判断し法５条

１号ただし書イに該当す

るとしたもの 
 

２ 本件対象文書の存否応答拒否の可否 
（１）本件開示請求の対象は，明治３９年の検務事件簿中の特定個人

である上記故人に係る記載部分であり，その存否を答えること

は，上述のとおり，当該故人の犯罪歴の有無を明らかにするのと

同様の結果が生じることとなるものと認められる。 
     したがって，本件対象文書につき，その存否の応答を拒否する

ことが許されるか否かは，当該故人の犯罪歴の有無が同号ただし

書イに規定する「慣行として公にされている情報」に該当するか

否かによることとなるので，以下，この点について検討する。 
（２）上記の「慣行として公にされている」とは，現に公衆の知り得

る状態に置かれており，かつ，それが社会通念上慣行と言えるも

のであることをいう。したがって，過去に記者発表等により公表

された情報であっても，時間の経過により，開示請求の時点では

公にされているとは認められない場合や，その公表が個別の特殊

事情に基づく一時的な事象にとどまり，慣行によるものとは認め

られない場合も，当然にあり得るものと思われる。 
     しかしながら，法が当該情報を不開示情報から除外することと

した趣旨は，一般的に公にされている情報については，敢えて不

開示情報として保護する必要性に乏しいものと考えられたからで

あって，そのことからすれば，諮問庁の言うように，上記故人の

犯罪歴の有無が慣行として公にされているものと認められるため

には，本件と同種の情報である著名人の古い前歴が繰り返し公表

されていなければならないというものではなく，当該故人の犯罪

歴の有無という情報自体が，慣行として公にされているものであ

るか否かを判断すれば足りる。 
      そこで，本件について検討するに，当該故人の犯罪歴の有無に

ついては，当該故人自身がその著作物の中で捜査機関の取調べを

受けた事実を明らかにしているばかりでなく，昭和５７年に地元

で開催された企画展において，処分庁自ら，出品協力者として本

件対象文書を提供したことが認められる。また，このように処分

庁が出品提供したことにより，本件対象文書は，その記載内容ま

で読み取ることのできる状態で写真撮影され，これが当時の新聞

記事に掲載されたほか，図録中にも同様の写真が掲載され，図録

は，現在でも，地元の図書館や国立国会図書館等に所蔵されてお

り，何人もこれを閲覧することが可能な状態にあることが認めら

れる。さらに加えて，処分庁及びその上級行政庁にあっては，図

録が現在まで公衆の知り得る状態にあることを当然に認識してい

るものと考えられるが，この間，地元の図書館等に対し図録の当

該部分の閲覧の禁止を求めるなど，不特定多数の者が当該故人の

犯罪歴の有無を知り得る現状を是正するための何らかの措置を講

じた形跡も認められない。 
      以上の事実を総合すれば，当該故人の犯罪歴の有無について

は，現に事実として公衆の知り得る状態に置かれているというだ

けではなく，処分庁の行った公表は，事後に当該情報が継続して



公にされ続けることを前提としていたか，少なくともそれを容認

していたものと考えられるのであり，個別の特殊事情に基づく一

時的なものにすぎないとは言えない。よって，当該犯罪歴の有無

は，慣行として公にされている情報に該当するものと認めるのが

相当である。 
13 答申１４（行情）９０ 

「漁船火災事件の海難審判

に係る一件記録（実体編）

の一部開示決定に関する

件」 
 
・ 海難審判の公開をもっ

て，１号ただし書イの該

当性を認めることはでき

ないとした例 
・ 質問調書は，関係者に

供述者が特定される場

合，中傷，非難がなされ

ることにより，権利・利

益が侵害されるとして不

開示 

２ 不開示情報該当性について 
（１）受審人等の氏名等の法５条１号該当性について 

受審人等の氏名，住所，本籍，印影及び生年月日並びに漁船保

険組合の職員（理事を除く。）及び外国会社の代表者の氏名及び印

影は，いずれも個人に関する情報であって，特定の個人を識別す

ることができるものに該当するものと認められる。 
     異議申立人は，海難審判が公開の審判廷で行われていることを

理由に開示すべきであると主張している。これは，受審人等の氏

名等が法５条１号ただし書イの情報に該当するとの主張であると

理解できる。 
      海難審判は，公開の審判廷で行われることとなっているが，審

判の公開は，裁判の公開と同様，審判の公正を確保するために実

施されているものである。その限度において，当該審判の受審人

等はプライバシーが開披されるなど一定の不利益を受けざるを得

ないが，それを超えて，個人の名誉や信用に直接かかわる個人情

報である審判を受けたという事実がいかなる場面及びいかなる時

点においても一般的に公表されるべきものであると言うことはで

きない。したがって，海難審判が公開の審判廷で行われているこ

とを理由に， 本件対象文書に記載されている個人情報が法５条１

号ただし書イの法令の規定により又は慣行として公にされ，又は

公にすることが予定されている情報に該当するものと認めること

はできない。 
      また，本事件については，発生当時，地元の新聞に実名入りで

報道されたという事実があるが，当該情報が一時的に公衆の知り

得る状態に置かれたとしても，本件開示請求の時点において公知

の事実とまで言い得るかどうか疑問である上，当該情報は，あく

まで報道機関がその取材に基づき独自に報道したものであるか

ら，それをもって，当該情報が法５条１号ただし書イの情報に該

当すると認めることもできない。 
このほかにも，法５条１号ただし書イからハまでに該当するもの

と認められる事情は存在しない。 
     したがって，受審人等の氏名等は，法５条１号の規定により不

開示とすべきものと認められる。  
（２）質問調書等の不開示情報該当性について  

（略） 
イ 不開示情報該当性について  

  （略） 
本件においては，受審人等の氏名等を不開示としたとして

も，船名，船籍港，事故発生日など，海難を特定することがで

きる情報は開示され，また，質問調書等に記載されているそれ

ぞれの供述については，供述者の肩書き（「船長」，「甲板員」



等）が開示されている。 
 特に，受審人である船長及び甲板員については，事故発生時

に地元の新聞において実名入りで報道されている。 
このような状況においては，氏名等を不開示としたとして

も，受審人等を取り巻く関係者（家族，親戚，漁業協同組合の

関係者，漁船保険組合等）にとっては，供述者を容易に特定す

ることができると言うことができる。 
質問調書等には，供述者が主観に基づいて広範，多岐にわた

って詳細に述べた内容が，不正確な記憶に基づくあいまいなも

のも含めて，そのまま記録されている。このような供述内容

は，海難原因についての責任を問われ得る者としての立場から

述べられたものであって，多分に主観的なものであり，また，

供述者の人格や人間性と深いかかわりを持つものである。一定

の範囲の者に供述者が特定できる状況において，これを公にす

ると，供述内容について，供述者の人格や人間性をも含めて関

係者から故なき中傷や非難がなされるなどにより，供述者に受

忍限度を超えた精神的苦痛等を与えるおそれがあることは十分

に考えられる。 
また，審判調書の尋問部分については，公開の審判廷におけ

る供述内容が記録されているものであるが，審判が公開でなさ

れるとしても，それは審判の公正及び手続に対する信頼を確保

するために行われているものであって，このことから直ちに供

述者自身がその供述内容を何人に対しても，また，いついかな

る時点においても公開することを容認したものとまでみなすこ

とは困難であり，質問調書と同様に権利利益の侵害の余地を否

定することはできないと言うべきである。 
この点については，供述内容が開示されなければ，受審人等

の供述内容について様々な憶測を呼び，かえって受審人等の権

利利益を害するおそれがあるということもあり得ないわけでは

ないが，受審人等自身がそのような憶測に対して積極的に自己

の供述内容を公にしているのであればともかく，そのような事

情が存在するとは認められない本件においては，開示すること

による権利利益の侵害のおそれを否定することはできない。 
なお，質問調書等に記録された個々の供述は互いに密接に関

連しており，各質問調書及び各審判調書の尋問部分は，それぞ

れ全体として一つのまとまった内容を成すものであって，権利

利益を害するおそれがない部分のみを切り離して開示すること

は困難である。したがって，法６条２項の規定に基づいて部分

開示をすべきものとは認められない。 
14 答申１４（行情）１８１ 

「昭和天皇とマッカーサー

最高司令官との会見録等の

不開示決定に関する件」 
 
・ 会談の特異性，半世紀

以上経過した国際情勢の

２ 法５条３号該当性について 
諮問庁は，本件会談記録が法５条３号に該当すると主張する。この

点に関しては，上記１において述べた本件会談の特異性や時間的経

過，つまり本件会談が既に半世紀以上も前に行われた点に留意する

ことが必要である。 
本件会談が行われた後，昭和２６年９月にサンフランシスコにおい

て「日本国との平和条約」が締結され，翌２７年４月にこれが発効



変化に照らし，３号該当

性を否定 
・ 会談は天皇が公人とし

て行ったものと認め，た

だし書ハの公務員の行動

に準ずるとし，ただし書

イの｢公にすることが予定

されている情報｣に当たる

としたもの 

したことにより，我が国と米国等大部分の連合国との戦争状態に終

止符が打たれ，我が国の占領状態は一部を除き終結し，我が国は，

国際社会に復帰した。その当時，国際社会は，連合国同士の対立に

よりいわゆる冷戦体制に移行していたが，その後，その冷戦体制も

崩壊して新たな国際秩序が生まれるなど，国際社会は様々な変化を

遂げてきた。その中にあって，我が国と米国を始めとする諸外国と

の関係も，本件会談が行われた半世紀前とでは，既に全く異なる状

況になってきていると認められる。 
このような状況にかんがみれば，本件会談記録を公にすると，米国

を始め諸外国との信頼関係を損なうおそれがあるとした諮問庁の判

断には，相当の理由があると認めることはできないと言わざるを得

ない。 
また，諮問庁は，昭和天皇が生前，本件会談の内容について，マッ

カーサー最高司令官との間で公開しないと約束したので，これを公

にすれば世界の信用を失うと発言したこと及び米国政府が本件会談

に係る会談記録を公開していないことを理由に挙げ，我が国が一方

的に公開することは慎重を要する旨指摘する。 
しかし，上記の約束が，昭和天皇と同最高司令官との個人的な約束

であるか，あるいは，双方の政府を拘束する国家間の約束であるか

はともかくとして，そのような約束が交わされたとしても，それが

いかなる国際関係の変化にも関わらず，いつまでも公開しないとす

る趣旨のものとは考え難い。また，本件会談が特異な時期，特異な

状況の中において行われた会談であって，その後，半世紀以上を経

過する間に国際情勢が一変するなどといった上記の事情に照らし，

また，昭和天皇もマッカーサー最高司令官も既に他界して相当の期

間が経過していることも併せ考えれば，上記約束が交わされていた

としても，我が国が本件会談記録を公開したからと言って米国を始

め諸外国との信頼関係を損なうおそれがあるとは認め難い。また，

米国が本件会談記録に当たるものを公開していないとしても，我が

国が本件会談記録を公開することを妨げる理由とはならないものと

言うべきである。 
本件会談は，現在の象徴としての天皇の行う諸外国の要人との会談

等とは全く性格を異にするものであり，その特異性により，つとに

その歴史的な重要性が指摘されるなど国民的な関心も高いものであ

るが，こうした会談に関する情報であって行政機関が保有するもの

は，外交記録が一定の年限の経過した後に原則として公開されるよ

うに，他に特段の事由がない限り，いずれは公開されるべきもので

あると考えられる。 
したがって，上記諮問庁の指摘は，本件会談記録の法５条３号該当

性を裏付けるものとはならないものと言うべきである。  
４ 法５条１号該当性について 
      （略） 

一方，現行憲法の下における象徴としての天皇の有する個人として

の立場には，公人としてのものと私人としてのものがあることは明

らかであって，これに応じ，その行為に関する情報についても公人

としての行為に関する情報と私人としての行為に関するものがある



ことが認められる。この場合，全くの私人たる天皇の個人に関する

情報を除き，天皇が公人として行う行為である外国の国王･王族，大

統領の接遇や外国訪問などといったいわゆる「ご公務」に関する情

報については，これをすべて個人に関する情報として不開示とする

ことが妥当であるとは言えない。天皇が同号ただし書ハに規定され

た公務員に該当しないことは明らかであるが，このような公人とし

ての行為に関する情報のうちには，その内容･性質にかんがみ，時期

の問題は別として，同号ただし書イの規定の適用により開示するこ

とが相当とされるものがあると解される。 
本件会談記録は，前記のとおり，我が国にとっても，また，我が国

と米国との関係においても極めて特異な時期，特異な状況の中で，

昭和天皇が公人として行った外国要人との会談に係るものであると

認められ，前記のように，つとにその歴史的重要性が指摘されるな

ど国民的な関心が高いものとなっているものと認められる。 
また，同号ただし書ハの規定に照らしても明らかなとおり，今日，

公務遂行に係る公務員の行動が情報公開の対象となることは当然の

ことと認識されているが，昭和天皇が行った本件会談は，実質的に

はその種の公務員の行動に準ずるものと見るべきである。 
さらに，我が国の外交記録が一定の年限の経過した後に原則として

公開されてきており，本件会談記録と同時期の外交記録は，我が国

政府とＧＨＱの要人による会談記録を含め，既に諮問庁によって，

これまで数次にわたり公開されてきたという事実が認められ，他

方，半世紀以上を経る間に，当事者も他界していること及びこれま

で本件会談の内容について様々な形で取りざたされ，研究者により

事実関係の究明や分析などがなされてきているという事実，さら

に，一方の当事者であるマッカーサー最高司令官が本件会談を始め

とした一連の会談について自己の解釈などを含め回想記に詳述して

いるといった事実も認められる。 
以上の諸点にかんがみれば，本件会談記録は，現時点においては同

号ただし書イの「公にすることが予定されている情報」に該当する

ものとして開示することが相当と認められる。 
なお，参考人は，旧憲法下においては，天皇の国務上のすべての行

為について国務大臣の輔弼を必要とし，当該行為の実質的な決定権

及び当該行為の結果についての責任も，国務大臣に帰属することと

されていたことを理由に，本件会談が行われるに当たって国務大臣

の輔弼があったとは認められないので，本件会談は，天皇の国務上

の行為に当たらないと説明するが，本件会談が実現するに当たって

は，その実施の時期等について当時の外相によるＧＨＱとの事前の

協議，調整等が行なわれたことが認められるので，輔弼が全くなか

ったということはできない。仮に，輔弼がなかったとしても，輔弼

の有無が，天皇の行為の公的な性格を規定する要件になると認める

ことはできない。 
15 答申１４（行情）４０３ 

「職員の懲戒処分に係る処

分説明書（案）の一部開示

決定に関する件」 

２ 不開示情報該当性 
（１）法５条１号該当性 
   （略） 

法５条１号ただし書イについて考えると，行政機関に所属する職



 
・ 懲戒処分を受けた公務

員の氏名についての公表

慣行を判断した例 

員がその職務に関する行為又は職務外の行為により懲戒処分等の

対象となった場合，これに関する情報を法令の規定により公にさ

れ，又は公にすることが予定されている情報と認める根拠は存し

ないものと認められるが，一般に行政機関においては，慣行とし

て，その職員に非違行為等があって懲戒処分等を行った場合，特

定の非違行為等につき職員に対する懲戒処分等を行ったこと及び

当該職員の氏名等の特定個人を識別し得る事項を公にする場合か

否かを，当該職員の役職，非違行為の内容，その他社会的影響等

を総合的に勘案した上で個別に審査し，公にすべきものと判断し

たものに限り，これを公表することとしているものと解される。 
そこで，本件非違行為の内容等に則して具体的に検討すると，本

件非違行為により処分された個別の被処分者の所属部課，官職，

級及び号俸等が処分庁によって公表されたと認めるに足りる資料

はなく，当審査会において，本件対象文書を見分した結果によっ

て判断しても，被処分者欄記載の職員の役職，非違行為の具体的

内容に照らせば，本件事案においては，被処分者を識別し得る部

分について，慣行により公にされ，又は公にすることが予定され

ている情報であるとは認められない。この点につき，審査請求人

は，本件処分のうち停職処分は重い処分であるので，最低限当該

処分については，被処分者の氏名を除いて開示すべきである旨主

張するが，本件処分につき，処分量定が重いものであることをも

って，当該処分を公表する慣行があるものとは認められない。 
法５条１号ただし書ハ該当性については，被処分者が公務員であ

り，本件事案の内容が被処分者の職務に関係する部分を含むとし

ても，懲戒処分を受けることは当該職員に分任された職務の遂行

の内容に係る情報とは認められず，本件情報が同号ただし書ハに

該当すると認めることはできない。さらに，同号ただし書ロに該

当するとすべき事情も存しない。 
○ ［参考答申］ 

答申１４（行情）４５３～

４５７ 

「平成１４年１月１１日に

実施された法曹養成検討会

の内容を記録した録音テー

プの不開示決定に関する件

外２件」 

 

・ 録音テープと議事録の

違いを踏まえつつも，構

成メンバー，会議の性格

等により１号イの慣行と

して公にされるべきもの

と認定 

 
整理番号１２７の答申参照 
 
 

16 答申１５（行情）１８８ 

「侍従職の庶務関係録の事

務日誌 (昭和２５年１月１

２ 不開示情報該当性について 
（１）法５条１号該当性について 

ア 本件職位が公務員に該当するものでないことは異議申立人も認



日から１月１０日まで) の

一部開示決定に関する件」 

 

・ 特定の職位にある者に

ついて，公務員ではない

が，公務員に準ずる存在

でありその行為は公務員

の職務行為に準ずるもの

として，法５条１号ただ

し書イ該当性を認定 

 

めている。しかし，本件職位はその職名自体純然たる私的立場に

すぎないことを示すとは言い難く，また，当時の新聞記事や本件

個人の事績等に触れた論稿その他公刊物等の資料によると，本件

個人の本件職位への就任については公務員である東宮大夫の決

定・発令の事実と併せて報道されたこと，本件個人は個人的信念

等から東宮大夫への就任を辞退しその代わり本件職位に就任した

とされていること，本件個人が本件職位に在る間に行った職務の

実態は公的色彩の極めて強いものであったこと等の事実が認めら

れる。これらの事実によると，本件個人の本件職位への就任は東

宮大夫への就任に匹敵するような公的なものとして扱われ，その

職務は公的なものであるととらえるのが一般であったとみられる

ばかりでなく，本件個人自身もそのように認識しており，その実

際に行った職務の内容も実態は公的なものであったとみることが

できる。 
       さらに，本件記述に係る行為についてみると，本件個人が，

東宮大夫及び主管という国家公務員の職に在る者と共に長官官舎

での打合せ会に同席したというものであり，ここに言う長官とは

宮内庁長官を指すことは容易に推察され，その時点は平日の午後

２時以後とされ公務員の執務時間内のことであることからする

と，具体的な当該行為も公的な色彩を持つものであったと推認す

ることができる。 
       このようにしてみると，本件記述における本件個人は公務員

に準ずる存在であって，当該行為はその職務の遂行に係るものあ

るいはこれに関連した公的色彩の強いものであったと認めるのが

相当である。  
イ 上記各資料によると，本件個人の本件職位に在る間の諸活動に

ついては，本件個人自らの著作や公刊された手紙，さらには，就

任当時の宮内庁長官らの手記等によって広範にわたり公にされて

いることが認められる。  
   ウ 本件個人が本件職位に就任したことは，重要な職務に民間人

が登用されたことに加え，同人の学問上並びに社会的業績が際立

ったものであり，卓抜な人格をもって知られていたことなどか

ら，注目を浴びるとともにその地位にふさわしい人事として大方

に受け取られたことは，知られた事実である。そして本件個人の

職務は，皇室の一員の身辺にかかわるものとしてその内容のすべ

てが必ずしも公表に適するものではないとしても，日本国の象

徴，日本国民統合の象徴としての天皇ないし皇位継承者を含む皇

室の在り方は，広く国民の正当な関心の対象であり，本件個人の

職務の在り方及びその内容も，深くこれにかかわりを有するもの

であることから，同様に正当な関心の対象であるということがで

きる。このように，本件個人の本件職位への就任及び本件職位に

おける職務の在り方並びにその内容は，いずれも社会の注目ない

し関心を呼ぶものであると言える。  
   エ 本件個人に係る当該行為は， 昭和２５年１月１０日における

ものであり，本件開示決定の時点では５２年余を経過しており，

本件個人も既に死亡している。 



      以上の諸点に照らすと，本件記述中の本件不開示部分は，現時

点においては法５条１号ただし書イの「公にすることが予定されて

いる情報」に該当すると認めるのが相当である。 
17 答申１５（行情）３２４ 

「国内希少野生動物種捕獲

等許可申請等の一部開示決

定に関する件」 
 
・ 種の保存法に基づく捕

獲許可の性格，捕獲事務

が県の委託調査の一環で

あったこと，一部の者の

氏名はその分野の有識者

としてすでにホームペー

ジ等で明らかにされてい

ることを踏まえ，特定個

人の氏名は「慣行として

公にすることが予定され

ている」情報と判断した

もの 

２ 不開示情報該当性について 
本件対象文書には申請者・被許可者の氏名等が記載されているこ

とから，本件対象文書の情報は，全体として，個人に関する情報で

あって特定の個人を識別することができるものに該当する。 
（１）法５条１号ただし書イ該当性 

法５条１号は同号ただし書イからハまでのいずれかに該当する情

報は不開示情報に当たらないとしていることから，同号ただし書

イ該当性につき以下検討する。 
諮問庁は，種の保存法に基づく国内希少種の捕獲等許可は，学

術研究等の目的で種の保存法の要件を満たすものであれば，だれ

でも得ることが可能であり，特定の個人・団体にのみ付与される

性格のものではなく，また，捕獲等の許可申請は，全く申請者の

任意に基づいて行われるものであり，本件においても，申請者

は，いずれも個人の調査研究の目的のため申請したものであっ

て，このような個人に関する情報は，種の保存法の法令上の規定

はもとより慣行上も公表することにはなっていないと主張する。 
種の保存法１０条に定める捕獲等許可は，絶滅のおそれのある

野生動植物の種の保存を図ることにより良好な自然環境を保全す

るという種の保存法の目的を実現するために行われるものであ

り，そのため捕獲等の目的が学術研究又は繁殖等の目的に限定さ

れている。さらに，同条は，許可の条件として，捕獲等の目的が

学術研究，繁殖，教育，生息・生育状況調査，保存に資するのい

ずれかに適合すること，捕獲等によって種の保存に支障を及ぼす

おそれがないこと，捕獲等をする者が個体を適切に取り扱うこと

ができることの各要件をすべて満たさなければならないとしてい

る。諮問庁は，学術研究等の目的に適合すればだれでも許可を得

ることが可能と説明するが，基本的には捕獲が禁止されている国

内希少種の捕獲を特別に許可をするものであるから，もともと，

かなり限定された場合にのみ申請がなされ，それに対する許可が

なされているものと考えることができる。現に，オオタカの捕獲

申請・許可件数は年間数件であり極めて少ない実態である。ま

た，その目的が学術研究，教育等に限定されているものであるか

ら，被許可者が任意に個人的な研究のために捕獲等を行うという

場合であっても，種の保存法の趣旨に照らせばその地位を用いて

種の置かれている状況を把握するなどの公益的な意味合いの強い

研究を行っていると考えられるものである。したがって，種の保

存法に基づく国内希少種の捕獲等許可は，一般の狩猟許可とは異

なり，いわば国から特別の許可を与えられた公益的性格を有する

ものと考えられる。 

上記に加え，本件捕獲等許可に関する地域については，静岡県

の委託を受けて静岡空港建設に関しオオタカの保護対策等を検討

する静岡空港オオタカ保護対策検討委員会が，知事にオオタカの

生態等調査の報告と保護対策についての提言を行ったこと等の事



情があることが，静岡県のホームページに公表されている。この

生態等調査には電波発信器を使用した行動圏調査が含まれている

が，そのような調査のためにはオオタカの捕獲が必要なことは明

らかであり，この検討委員会がまとめた報告書の調査年度及び調

査地域が本件捕獲等許可の時期及び区域と重なっていること，当

該検討委員会に申請者・被許可者の一部が野鳥の専門知識を有す

る有識者として参加していること等を踏まえると，当該有識者が

当該生態等調査の際にオオタカの捕獲等許可を得て捕獲を行った

ということが推認される。そして，当該有識者の氏名について

は，静岡空港オオタカ保護対策検討委員会の委員として静岡県の

ホームページに掲載されていることが認められる。 

このように，本件の場合は，静岡県からの委託を受け，静岡空

港建設に関しオオタカの保護対策等を検討するという公的な性格

を持つ委員会の事務の一環として捕獲の許可を得たものであると

考えられることから，本件捕獲等許可は公益的な性格が強いもの

であると認められる。よって，静岡空港オオタカ保護対策検討委

員会に委員として参加した申請者・被許可者（以下「委員会に参

加した申請者・被許可者」という。）の氏名は法５条１号ただし書

イの「慣行として公にすることが予定されている」情報に該当す

ると認めるのが相当である。委員会に参加した申請者・被許可者

は，平成８年１２月及び平成９年１２月付けの許可申請書中職業

欄に建築士と記入されている者であることが認められ，その申請

者・被許可者の氏名は，開示すべきである。 
18 答申１６（行情）３３ 

「｢特定個人の身柄拘束事件

を巡る来往電計１２件｣の不

開示決定に関する件」 
 
・ 個人の要請書について

公表慣行を認めたもの 
 
 

２ 本件対象文書の不開示情報該当性について 

（１）当審査会において本件対象文書を見分したところによれば，本

件対象文書に記載された情報を分類すると，（ａ）在イスラエル大

使館がイスラエル政府当局及び外国政府使節との間で行った邦人

保護業務及び情報収集のための活動（以下「邦人保護業務等」と

いう。）に関する情報，（ｂ）当該身柄拘束事案に関連した個人に

関する情報であって，特定の個人を識別することができる情報並

びに（ｃ）電信システムの内部の処理･管理に係る情報という三つ

の類型に大別される｡ 

   （略） 

（２）（ａ）及び（ｂ）の類型の情報の不開示情報該当性について 

（略） 

イ （ｂ）の類型の情報は，①在イスラエル大使館が邦人保護業

務を遂行する過程で特定個人から聴取したもの，②在イスラエ

ル大使館の特定館員にあてた特定個人の書信に記載されたもの

並びに③在イスラエル大使館の不特定の館員にあてた特定個人

からの依頼文書及び本件要請書に記載されたものに区分でき

る。 

（略） 

（ウ）上記③のうち，本件要請書について，諮問庁は，筆跡等か

ら個人の識別が可能となる情報であり，私信であることから，

個人の人格と密接に関連し，開示することにより個人の権利利

益を害するおそれがあり，また，既に公にされているものと内



容が完全に同一でなく，個人識別性は保持されているものであ

るので，法５条１号ただし書イに該当せず，さらに，同号ロ及

びハに該当しないことは明らかであるので，不開示とした旨説

明している。 

上記③の当該依頼文書及び本件要請書は，共に，(ⅰ)本文

部分及び(ⅱ)上記（ｃ）の類型の情報が記載された部分から成

っている。(ⅱ)は，当該依頼文書及び本件要請書がＦＡＸ公信

として外務省に送付された時に，記入されたものであり，その

不開示妥当性については，下記(３)において判断する。 

そこで，当該依頼文書及び本件要請書の本文部分に記載さ

れた内容について，以下検討する。 

当該依頼文書及び本件要請書の本文部分には，特定個人が

外務大臣に対して本件要請書を提出したということ及び特定個

人の当該身柄拘束事案に係る要請内容が記載されており，これ

らは一体のものと認められる。 

このような記載内容については，本件要請書と同旨のもの

が，平成１４年からインターネット上の異議申立人のウエッブ

サイトに掲載され，また，同時期に，特定の雑誌に，本件要請

書が提出された経緯についての簡潔な説明及び特定個人の氏名

とともに掲載されていることから，既に，明らかにされてお

り，かつ，何人も知り得る状態にあるものと認められる。 

さらに，異議申立人は，当審査会に提出した意見書におい

て，本件要請書は公開することを前提として書かれたものであ

る旨明らかにしている。 

以上のことを考慮すると，当該依頼文書及び本件要請書の

本文部分に記載された内容及び氏名は，既に，公にされている

ものと考えられるので，法５条１号ただし書イに該当し，同号

に該当せず，開示すべきであるものと認められる。 

しかしながら，氏名以外の個人を識別できる記述部分であ

る住所，電話番号，生年月日及び年齢については，公にされ，

又は公にすることが予定されているものとは認められず，法５

条１号に該当し，不開示とすることが妥当である。 

19 答申１６（行情）３１２ 
「医薬品副作用・感染症症

例報告書の一部開示決定に

関する件」 
 
・ 医薬品副作用・感染症

症例報告書の記載につい

て公表慣行を認めたもの 

３ 不開示情報該当性について 
（１）患者に関する情報（法５条１号該当性）について 

（略） 
イ 諮問庁は，本件文書①の症例は，医薬品の適用を受ける患者の

安全を確保し適正使用を図ることを目的として，医師，薬剤師等

に対して必要な情報を提供するために製薬企業が作成する添付文

書の改訂の根拠となった症例及び添付文書の改訂後に同様の症例

として報告されたものではないことから，ホームページ等で公に

する予定もなく，人の生命，健康等に対する被害が発生又は再発

することを防止するために，個人の権利利益を害するおそれを侵

してまで公にすることが必要な情報とは判断されないとして，法

５条１号ただし書イには該当しない旨説明する。 
そこで検討すると，本件文書①から本件文書⑨までの症例票

に記載されている情報のうち，「副作用・感染症名」欄に記載さ



れている患者の副作用名はいずれも原処分において開示されて

いる。「副作用・感染症名」欄には，通常，製薬企業に報告を行

った担当医の意見に基づく「副作用・感染症名」が記載されて

いるものと考えられるところ，本件文書①の症例票の「担当医

等の意見」欄を見ると，担当医が当該症例の副作用である「発

熱，痙攣重積状態，右半身麻痺，失語症」の一部については，

「主な既往歴，患者の体質等」欄記載の疾病の存在が関与した

可能性が大きいと判断していると認められる。このような事実

及び当該症例に係る諮問庁の説明を勘案すると，本件文書①の

症例票に係る患者の副作用については，担当医が「主な既往

歴，患者の体質等」欄記載の疾病と密接に関連するものと判断

し，これらを一体のものとして報告していると考えられること

から，本件における「主な既往歴，患者の体質等」欄の疾病名

の記載は，「副作用・感染症名」欄に記載されている患者の副作

用名と一体のものとして，法５条１号ただし書イの慣行として

公にすることが予定されている情報に該当すると認められ，開

示すべきである。 
また，本件文書①を見ると，「主な既往歴，患者の体質等」欄

に記載されている疾病名と同質の情報が別紙の１の（２）から

（４）までに掲げる部分に記載されていることから，これらの

部分も同様に開示すべきである。 
20 答申１６（行情）３８２，

３８３ 
「東京社会保険事務局にお

ける特掲診療料の施設基準

に係る届出書の一部開示決

定に関する件外１件」 

 
・ 医師の経歴のうち手術

に関する経験年数につい

て公表慣行を認めたもの 

３ 不開示情報該当性について 
（１）法５条１号該当性について 
   （略） 

イ １０年以上の経験を有する常勤医師について 
本件対象文書のうち，様式４７の２を見分すると，１０年以

上の経験を有する常勤医師に係る経歴（経験年数を含む）欄に

当該常勤医師の医籍登録年月日，特定手術等に関する経験年数

等の経歴（学歴，職歴等が詳細に記載されているものもある。）

が記載され，不開示とされている。 
１０年以上の経験を有する常勤医師の経歴は，当該常勤医師

の氏名が，上記２（２）のとおり，開示することとされている

ため，当該常勤医師個人に関する情報であって，法５条１号に

いう特定の個人を識別することができるものと認められる。 
審査請求人は，出版物やインターネットなどで経歴を公開し

ている医師も多く見受けられるとして，法５条１号ただし書イ

に該当する旨主張する。 
施設基準告示及び施設基準通知を見ると，特定手術のうち，

手術１から手術４までの手術等については，当該手術等に関

し，１０年以上の経験を有する医師が１名以上常勤しているこ

とが当該基準に適合するか否かの要件の一つとして規定されて

いる。この規定の内容を踏まえると，常勤医師の経歴のうち，

当該手術に関する経験年数については，上記１（３）のとお

り，地方社会保険事務局における特掲診療料の施設基準に係る

届出書の受理・不受理の審査事項になっていると認められる。

このような事情にかんがみると，当該届出書の受理により上記



１（１）のとおり算定告示の所定点数により算定できることと

なる本件のような場合においては，上記の経験年数の記載は，

慣行として公にすることが予定されている情報に該当すると言

うべきである。したがって，常勤医師の特定手術に関する経験

年数の記載は，法５条１号ただし書イに該当すると認められる

ことから，開示すべきである。 
21 答申１６（独情）２０，２

１ 
「新潟県社会保険診療報酬

支払基金審査委員会名簿の

不開示決定に関する件外１

件」 
 
・ 社保審査委員の名簿

は，公にすることが予定

されている情報に該当

し，その公開の審査業務

への支障を認めなかった

もの 
 

２ 不開示情報該当性 

（１）法５条１号該当性 

③審査委員名の欄に記載された審査委員の氏名については，法

５条１号の個人に関する情報であって，特定の個人を識別するこ

とができるものに該当すると認められることから，以下，同号た

だし書イ該当性について検討する。 

審査委員は，公務員には該当しないものの，法律上の明文の根

拠に基づき任命される者であって，上記審査委員についても，い

ずれも医療における各専門分野に関する一定の知見・学識を有す

る医師であり，社会的責任の大きい高度な専門職の地位にある者

であると認められる。 

また，審査委員は，年間約８億件，１０兆円以上にも及ぶ診療

報酬請求について，直接にその審査を担当してその適否等を公正

中立に判断すべきことが求められている者であって，国民に対す

る適正かつ円滑な医療給付を実現する医療保険制度ひいては社会

保障制度の安定的運営において極めて重要な役割を果たす支払基

金制度上，重要な地位を占める存在であり，公的性格の強い立場

と言わざるを得ない。 

このような審査委員の職務及びその地位の重要性並びに医療保

険制度の効率的，安定的運営のためには透明性の確保が不可欠で

あると考えられ，現に支払基金と同種の審査機関である国保連合

会診療報酬審査委員の名簿が公表されている県があることなどの

事情を考慮し，かつ，支払基金が開示決定等の時点において独立

行政法人等として情報公開法の実施機関とされていたことにかん

がみれば，審査委員の氏名を明らかにすることは，国民に対する

独立行政法人等の説明責任を果たす上でも求められていると言う

べきである。 

以上によれば，本件対象文書に記載されている審査委員の氏名

は「法令の規定により又は慣行として公にすることが予定されて

いる情報」に該当すると認められる。 

なお，諮問庁は，不開示情報該当性の判断の根拠として，厚生

省通知を引用するが，不開示情報該当性の判断は，法の規定に基

づいて行われるものであることから，厚生省通知の内容は，当審

査会の判断を左右するものではない。 

また，諮問庁は，先例答申において，審査委員の氏名が法５条

１号の個人情報に該当するとされたことを受けて，法５条１号の

主張をする旨説明するが，先例答申は，議事録中に記載された特

定個人である審査委員の氏名について不開示とすることが妥当と

したものであり，本件対象文書のような審査委員の氏名等の一覧

表とはその情報の性質を異にすることから，本件諮問事件とは事



案が異なるものである。 

22 答申１７（行情）２８３ 
「朝鮮総督府高等官級関係

書類の不開示決定に関する

件」 
 
・ 同様の記載が国立国会

図書館等で閲覧できる職

員録や朝鮮総督府官報に

掲載されていることから

公表慣行を認めたもの 

２ 不開示情報該当性について 
（３）朝鮮総督府高等官の昇等に関する文書について 
  ア 決裁文書の鑑 

決裁文書の鑑のうち，決裁権者及び起案者の署名又は印影の

部分は，法５条１号に規定する個人に関する情報であって，特

定の個人を識別することができるものに該当するものと認めら

れる。 
決裁権者又は起案者である朝鮮総督府の高等官及び判任官の氏

名は，朝鮮総督府発行の「朝鮮総督府及所属官署職員録」に記

載されており，現存する当該職員録は国立国会図書館において

閲覧できる状況となっていることから，発行当時においても慣

行として公にされている情報であったと推察され，決裁権者及

び起案者の署名又は印影は同号ただし書イに該当すると認めら

れる。 
また，その余の部分は，昇等決定のための伺いにすぎず，同号

に該当する情報とは認められない。 
したがって，決裁文書の鑑については，開示すべきである。 

  イ 昇等が決定された文書及び各部署から人事担当部署に提出さ

れた調書 
これらの文書は，朝鮮総督府高等官の昇等が決定された文書

及びこれを検討するために各部署から人事担当部署に提出され

た調書であり，これらの文書には，朝鮮総督府高等官の氏名，

官職，等級，懲戒の記録等が記載されていることから，当該文

書の記載内容は，全体として法５条１号に規定する個人に関す

る情報であって，特定の個人を識別することができるものに該

当するものと認められる。 
（ア）法５条１号ただし書該当性について 

昇等が決定された文書（７枚目（本件対象文書の表紙から

数える。以下同じ。）の文書の欄外の括弧書きの記述，１２枚

目，１３枚目及び１４枚目の各文書の欄外の記述，１３枚目の

文書の最後の列の記述並びに１４枚目の文書の３列目の記述を

除く。）について，法５条１号ただし書イ該当性を検討する

と，当該文書の内容は，その欄外の記述から朝鮮総督府官報に

掲載されたものであることが分かり，現に，昇叙官等，官職及

び氏名の記載は，同官報に掲載されているもので，現在におい

ても国立国会図書館等で閲覧ができる状況となっており，ま

た，それらの記載以外の現官等年月日及び経過年月の記載も他

の時期に発行された同官報から知ることができるものである。

したがって，当該文書は慣行として公にされているものと認め

られ，同号ただし書イに該当すると認められることから，開示

すべきである。 
23 答申１７（行情）３１５ 

「処分説明書の一部開示決

定に関する件」 
 

２ 平成１５年３月２８日付け名古屋地検処分説明書以外の文書の不

開示情報該当性 
（１） 法５条１号該当性 

ア 法５条１号ただし書イ該当性 



・ 処分説明書のうち，公

表に係る事案について，

公表から開示請求までの

期間の長短により公表慣

行の有無を判断したもの 

（エ）本件対象文書に係る事案の公表慣行の有無 
上記のとおり，本件対象文書の内容の一部については，過

去において公表されていたものと認められる。 
そして，かかる情報が，現に「公に…されている情報」と

認められるか否かについては，当該事案の内容，公表から開

示請求までに経過した期間，懲戒処分を行った行政機関にお

ける当該情報の取扱 状況等を考慮し，判断すべきものと認

められる。 
そこで，本件対象文書について検討すると，平成１５年処

分説明書に係る各事案については，法務省等による処分の実

施及び公表から本件開示請求までの期間はいずれも１年に満

たないものであり，その内容において特に別途の扱いをすべ

きものも見当たらないことから，平成１５年処分説明書の不

開示部分（異議申立人が開示すべきとする部分に限る。）のう

ち，上記公表に係る別紙１記載の部分は慣行により公にされ

ているものと認めることができる。 
また，平成１４年処分説明書に係る各事案のうち，平成１

４年５月９日法務大臣処分発令に係る事案及び同月３１日処

分発令に係る事案については，本件開示請求の時点におい

て，法務省のウェブページ上で公表されていたと認められる

ことから，平成１４年処分説明書の不開示部分（異議申立人

が開示すべきとする部分に限る。）のうち，上記ウェブページ

上で公表されていた別紙２記載の部分は，慣行により公にさ

れているものと認めることができる。なお，平成１４年５月

３１日処分発令に係る事案については，上記ウェブページの

公表内容に照らしても，異議申立人が開示すべきとする事項

に関し，更に開示すべき部分は認められない。 
次に，平成１４年処分説明書に係る各事案のうち，上記ウ

ェブページで公表されたものを除いた事案については，処分

時に一部の事案について公表されたことを除けば，その後，

法務省の各部局又は検察庁において，被処分者の氏名等が公

にされたことはないと認められること，法務省における公表

資料の保存期間の最長期も経過するなど，既に相当期間を経

過していると認められること，その内容において公表慣行の

継続を特に長く認めるべき特段の事情も見出し難いことがそ

れぞれ認められ，これらの点にかんがみると，平成１４年処

分説明書に係る各事案のうち，上記ウェブページで公表され

たものを除いた事案については，それが過去の一時期におい

て公表されたことがあったとしても，現に「公に…されてい

る情報」と認めることは困難と言うべきである。 
24 答申１７（行情）４５８ 

「敦賀労働基準監督署に提

出された原子力発電所で発

生した労災事故に係る労働

者死傷病報告の一部開示決

定に関する件」 

２ 法５条１号及び６号の不開示情報該当性 
（略） 

（２）別表の№２の文書（２頁） 
（略） 
ア 法５条１号該当性及び６条２項の適用について 
（ア）被災労働者の個人情報について 



 
・ 既に公表されている被

災労働者の傷病名，傷病

部位等につき，１号ただ

し書イ該当性を認めたも

の 

（略） 
本件は公表された異常事象に係る文書であるが，諮問庁

は，地方自治体において公表された情報について，公表目的が

限定されたものであり，諮問庁が把握しないうちに公表された

ものであることを踏まえ，被災者の傷病名等の個人情報を重ね

て国が公にすれば当該個人の権利利益を害することとなるた

め，これらの情報を地方自治体が公にしていたという事実は，

必ずしも法５条１号ただし書イに規定する「慣行」に該当する

とは言いがたいと説明する。 
しかしながら，上記１で述べたように，福井県原子力環境

安全管理協議会及び福井県等は，周辺環境の安全の確保という

公益目的から，異常事象の概要について，被災労働者の傷病

名，傷病部位も含めて，公表しているところであり，そこで公

表された情報については，慣行として公にされていると認めら

れ，法５条１号ただし書イに該当すると認められる。 
25 答申１７（行情）５６１ 

「特定地番に係る旧土地台

帳の写しの一部開示決定に

関する件」 
 
・ 本件対象文書は，旧土

地台帳法上の土地台帳と

は認定できないとして

も，その使われ方から，

何人にも閲覧等が認めら

れている旧土地台帳法上

の土地台帳と同様に取り

扱われるべきものである

として，１号ただし書イ

該当性を認めたもの 

３ 不開示情報該当性について 
（略） 

本件対象文書と旧土地台帳法上の土地台帳が同一のものであると

認定することは現時点では困難であるとの処分庁の判断及びそのよ

うな認識から原処分を妥当とする諮問庁の判断は，あながち否定で

きないところである。 
しかしながら，本件対象文書は，戦災により滅失した小笠原村の

登記簿の回復に当たって，その基礎資料として使用されており，し

かも，諮問庁の説明によれば，昭和３５年に不動産登記法が改正さ

れ，土地台帳が不動産登記簿へ一元化された際には，税務署から移

管された土地台帳の地目，地積等の表示の部分のみが使用されたの

に対し，本件登記回復においては，本件対象文書は表示の部分のみ

でなく，権利の部分も含み全体を回復するための資料として使用さ

れており，本件対象文書のこのような，いわば旧土地台帳法上の土

地台帳よりも踏み込んだ使われ方からすれば，本件対象文書につい

ては，これを旧土地台帳法上の土地台帳とは認定できないとして

も，その開示については旧土地台帳法上の土地台帳と同様に取り扱

われるべきものというべきである。 
一方，旧土地台帳法上の土地台帳は，３６年通達に基づき，現在

も，何人にも閲覧等が認められている。 
以上のことから，本件対象文書に記載された情報については，公

にすることが予定されている情報と言うことができ，法５条１号た

だし書イの情報に該当すると認められる。 
したがって，本件不開示部分については，開示することが相当で

ある。 
26 答申１７（行情）５９６ 

「特定時期の叙勲受章者名

簿の一部開示決定に関する

件」 
 
・ 叙勲受章者名簿に記載

３ 不開示情報該当性について 
（１）受章者の年齢 
   （略） 

しかしながら，一方，諮問庁は，各受章者の年齢は，平成１６

年以前においても，また，平成１７年春の叙勲においても，処分

庁による受章者の発表以後，新聞各全国紙におおむね掲載されて



された受章者の年齢及び

性別について公表慣行を

認めたもの 

いると説明しており，このことからすれば，受章者の年齢は，公

にされている情報と解されるところであり，また，春秋叙勲の対

象年齢は，前記懇談会報告書において，「春秋叙勲は，原則とし

て，一生に一度，生涯にわたる国家・公共に対する功績を総合的

に評価して行われるもので，受章年齢については，生涯における

功績がある程度固まった時期をとらえて顕彰するという考え方に

基づき，原則７０歳以上とされている」としていることから，功

労概要や主要経歴を公表しているのと同様に，顕彰をするにふさ

わしい時期であることを明らかにするために受章年齢を公表する

ことは考えられるところであり，受章者個々の生涯にわたる功績

を広く国民に知らしめるという叙勲制度の趣旨にかんがみれば，

殊更秘匿すべき情報であるとは解されない。 
したがって，受章者の年齢は，法５条１号ただし書イの慣行と

して公にすることが予定されている情報として，開示すべきであ

る。 
（２）受章者の性別 
   （略） 

しかしながら，受章者の性別については，受章者の氏名が公にさ

れるものであることから，一般的には，その氏名から，当該個人

の性別は容易に推察されるところであり，また，受章者の性別

は，受章者個々の生涯にわたる功績を広く国民に知らしめるとい

う叙勲制度の趣旨にかんがみれば，殊更秘匿すべき情報であると

は解されない。 
したがって，受章者の性別は，法５条１号ただし書イの慣行とし

て公にすることが予定されている情報として，開示すべきであ

る。 
27 答申１８（独情）５２ 

「特定企業から提出された

住宅金融公庫業務受託申請

書等の一部開示決定に関す

る件」 

 

・ 公的性格を有する受託

業務の責任者の氏名につ

いて，一定の透明性が求

められるとして１号ただ

し書イに該当し，開示す

べきとしたもの 

・ 特定の民間企業の定款

の写しについて，当該企

業の担う公的性格に照ら

してその組織運営につき

一定の透明性が求められ

る等として，法５条２号

イの不開示情報に該当し

ないと判断したもの 

２ 不開示情報該当性について 

（４）文書４について 

当該文書は，当審査会において見分したところ，特定企業の定款

の原本の写し（以下「文書４－１」という。）及び公証人が当該

定款を認証した証書の写し（以下「文書４－２」という。）から

成っていると認められ，原処分において，その全部が不開示とさ

れている。 

ア 文書４－１について 

 （略） 

本件特定企業は，国の住宅政策の一環として，一定の基準を

満たす良質な住宅の建設及び購入に対して，公庫が財政投融資

を原資として金利等が優遇された融資を行うために，当該住宅

が公庫の定めた技術基準に適合しているか否かを審査するとい

う公的な業務を公庫に代わって行うことを受託している法人で

あり，上記１のとおり，建築確認や住宅性能評価という公的な

業務を国土交通大臣から指定を受けて行っている法人である。

このような本件特定企業の性格にかんがみれば，その組織運営

について一定の透明性が求められるところであり，また，文書

４－１を当審査会において見分したところ，その一部につい

て，原処分において全部開示されている履歴事項全部証明書及



 び一部を開示されている「出資又は出捐している者の名称及び

出資の価格を記載した書類」（文書１１）などにおいて既に公

にされている部分と同じ内容の情報が記載されており，その余

の部分についても，経営上の秘密に当たるような特段の機微な

情報が記載されているとは認められないことから，これらの内

容が公になるとしても，当該法人の正当な利益を害するおそれ

があるとは言えず，法５条２号イに規定する不開示情報に該当

せず，開示すべきである。 

（略） 

（１４）文書１４について 

当該文書は，「責任者職名及び公印報告書」との標題がある公庫

が定めた様式の文書で，特定企業が公庫業務を受託するに当た

り，当該業務の特定企業における責任者の職名，氏名及び当該責

任者が使用する印鑑の印影を公庫に報告するものであり，受託団

体名，使用開始年月日，設計審査用及び現場審査用それぞれの責

任者職名（責任者職氏名），公印（使用印鑑），責任者の管轄区

域及び備考の各欄から成る表形式の文書である。 

当審査会において見分したところ，原処分において，責任者職名

（責任者職氏名）欄に記載されている職・氏名及び公印（使用印

鑑）欄に押印されている印影が不開示にされていると認められ

る。 

諮問庁は，責任者職名（責任者職氏名）欄について，特定企業

の代表取締役及び取締役の氏名のみは，特定企業の商業登記簿謄

本により公になっているが，それ以外の情報については公となっ

ておらず，不開示部分を開示した場合，特定の役職員が公庫業務

の責任者であることを公にすることになるとして，法５条１号本

文の規定に該当するとし，公印（使用印鑑）の印影については，

上記（１）と同様の理由により，法５条２号イの規定に該当する

と説明する。 

特定企業が受託している公庫業務は，上記１のとおり，公庫の審

査業務という公的な業務であり，当該業務を受託できるのは，地

方公共団体又は住宅金融公庫法施行令に定める条件を満たす法人

に限られており，さらに，当該業務に従事する者は，住宅金融公

庫法により刑法その他の罰則の規定の適用について，法令により

公務に従事する職員とみなすとされているものである。当該文書

の責任者は，このような公的業務の特定企業における責任者であ

り，当該責任者の名の下に当該公庫業務を遂行するものであるこ

とから，その職責の重要性，公益性にかんがみれば，一定の透明

性が求められるところであり，したがって，当該責任者職名（責

任者職氏名）欄に記入された職・氏名は，「慣行として公にする

ことが予定されている情報」と言うべきで，法５条１号ただし書

イに該当することから，開示すべきである。 

28 答申１９（行情）３２ 

「採用面接評定票（様式）

等の一部開示決定に関する

件」 

２ 不開示情報該当性について 

（３）文書９について 

文書９は，本件採用試験からの職員採用者数について，公安調

査庁総務部人事課長から処分庁あての通知文書であり，原処分に



 

・ 公安調査庁の職員採用

事務に携わる一般職員

（国家公務員）の氏名に

関し，法５条１号ただし

書イに該当しないとし

て，不開示を認めたもの 

おいては，当該文書の上部に設けられた決裁欄に押された印影の

うち２名分の印影が不開示とされている。 

   （略） 

そこで，当該印影の法５条１号ただし書イ該当性について検討す

ると，前記申合せは，職務遂行に係る情報に含まれる公務員の氏

名について，特段の支障の生じるおそれがある場合を除き，公に

するものとする公表慣行について，各行政機関が申合せをしたも

のであり，特段の支障とは，氏名を公にすることにより，法５条

２号から６号までに掲げる不開示情報を公にすることとなる場合

及び個人の権利利益を害することとなるような場合としている。

公安調査庁設置法３条により，公安調査庁は，破壊活動防止法の

規定による破壊的団体の規制に関する調査及び処分の請求並びに

無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律の規定によ

る無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する調査，処分の

請求及び規制措置を行い，もって，公共の安全の確保を図ること

を任務とすると定められ，公安調査庁設置法１４条２項により，

公安調査官は，破壊的団体及び無差別大量殺人行為を行った団体

の規制に関する調査並びに無差別大量殺人行為を行った団体の規

制措置の実施に関する事務に従事するものとされている。さら

に，諮問庁から当審査会に提示された資料によると，調査対象団

体から公安調査庁あるいは公安調査官個人等に対する攻撃などの

一端をうかがい知ることができる。このような公安調査官の職務

の特殊性にかんがみると，公安調査官の氏名が公になると，公安

調査庁の適正な調査事務に支障を及ぼすおそれがあるのみなら

ず，公安調査官やその家族又は公安調査官が接触する情報提供者

に危険が及ぶおそれがあることから，公安調査官の氏名を公にす

ると，申合わせに言う特段の支障を生じるおそれがあり，公にす

る慣行はないとする諮問庁の説明は首肯できるものである。ま

た，諮問庁によると，公安調査庁の全職員の９割以上が公安調査

官として調査事務に従事しており，一時的に，あるいは併任とし

て総務などの管理事務に就いている職員も，いずれは調査事務を

担当する可能性も高いことから，本件対象文書の採用事務担当職

員なども，公安調査官と同様の取扱いとしているとのことであ

り，この説明に不自然，不合理な点は見当たらず，以上のことか

ら，当該印影は，法令の規定により又は慣行として公にされ，又

は公にすることが予定されている情報とは言えない。 

したがって，当該印影は，法５条１号ただし書のいずれにも該当

せず，不開示とすることが妥当である。 

29 答申１９（行情）１２９ 

「特定期間内に公示を開始

した旧相続税法４９条の

規定による申告書記載事

項が記載された文書の不

開示決定に関する件」 

 

・ 法令により又は慣行と

（２）不開示情報該当性について 
イ 情報公開法５条１号ただし書イ該当性について 

    確かに，旧相続税法等による公示書については，情報公開法

施行後の平成１３年４月から１７年３月までの期間は，公示期間

後も情報公開法に基づく開示請求に応じていた事実があったが，

①本件対象文書の開示請求時点では，公示制度そのものが，上記

（１）アに記載のとおり既に廃止されていたこと，②公示制度の

廃止は，公示制度を設けた本来の意義が薄れ，個人情報の保護を



して公にされていた情報

であっても，その後にお

ける制度の廃止等の事情

の変更により，開示決定

等の時点では「公にさ

れ，又は公にすることが

予定されている情報」に

当たらないとしたもの 

より優先すべきであるという趣旨によるものであること，③平成

１７年４月以降，諮問庁における情報公開法に基づく当該公示書

の開示請求に対する取扱いの変更が，上記（１）イ（イ）に記載

のとおり，すべての税務署で一斉に行われていたこと，④当該取

扱いの変更に関する開示請求者に対する周知もすべての税務署の

掲示板，窓口等で行われ，その期間も相当であることを考慮すれ

ば，旧相続税法による公示書の情報公開法に基づく開示請求に対

する取扱いの変更の背景には，時の経過，社会情勢の変化，当該

情報に係る事務の状況等，相応の事情の変更があったものと認め

られる。 
    したがって，諮問庁が本件対象文書について過去に情報公開

法５条１号ただし書イに該当するとして開示していた事実はある

ものの，本件対象文書の開示・不開示を判断する開示決定等の時

点では，本件対象文書に記載されている個人識別情報が，同号た

だし書イに規定する「法令の規定により又は慣行として公にさ

れ，又は公にすることが予定されている情報」に該当するものと

は認められない。 
30 答申１９（行情）５４２ 

「控訴状等の一部開示決定

に関する件」 

 

・ 事件番号について，本

件対象文書に記載された

事件番号についてはホー

ムページへの掲載事実が

確認できなかったが，そ

の原審の事件番号につい

ては，ホームページへの

掲載事実が認められ，一

連の訴訟に関する事件番

号である本件対象文書に

記載された事件番号につ

いても，公表慣行がある

としたもの 

３ 法５条１号ただし書イ該当性 
  （略） 

しかしながら，最高裁判所のホームページに現に掲載されている事

件番号については，その掲載の趣旨・目的や個人情報に対する配慮

の状況等が情報公開制度と共通するものである限り，当該事件番号

には公表慣行があると解すべきである。また，一連の訴訟事件にお

いて，事件の審級や種類ごとに複数の事件番号が付されている場合

に，その一部の事件番号が分かっていれば，当該事件を特定するこ

とは可能であると考えられ，そのような中であえて他の事件番号を

秘匿することに意味があるとは通常考えられないから，最高裁判所

のホームページに掲載されている事件番号に公表慣行が認められる

場合には，他の審級等に関する事件番号についても，公表慣行があ

ると言うべきである。 
そこで，当審査会において，事務局職員をして最高裁判所のホーム

ページに登載された判例検索システムを確認させたところ，本件対

象文書に記載された，控訴提起事件としての事件番号及び控訴事件

としての事件番号については，いずれもホームページへの掲載事実

が確認できなかったが，その原審である大阪地方裁判所の特定訴訟

事件の事件番号については，ホームページへの掲載事実が認めら

れ，原処分においても当該事件番号については開示されている。し

かも，これについては，上記判例検索システムを利用することによ

り，誰でもその内容を容易に検索・閲覧することが可能である上，

その検索の結果得られた当該事件の判決書においては，訴訟当事者

の氏名が登載されていないなど，個人情報に一定の配慮がされてお

り，かかる状況に照らせば，当該事件番号や判決書について，情報

公開制度と基本的に共通の趣旨・目的の下に情報を登載し，個人情

報に対する配慮もされているものと認められるから，当該原審の事

件番号はもとより，一連の訴訟に関する事件番号である，本件対象

文書に記載された事件番号についても，公表慣行があると認められ



る。 
よって，本件対象文書の不開示部分のうち，事件番号に関する部分

については，法５条１号ただし書イに該当し，開示すべきである。 
31 答申２０（行情）６ 

「特定会社について記載さ

れた産業再生委員会議事録

の一部開示決定に関する

件」 

 

・ 国会議員の氏名につい

て，１号ただし書イに該

当し，開示すべきとした

もの 

３ 本件不開示部分の不開示情報該当性について 

（１）法５条１号該当性について 

イ 法５条１号ただし書該当性について   

以上に加え，別表に掲げる部分には，特定地方公共団体の長及

び国会議員の役職名及び氏名が記載されている部分（別紙２の

２（２）の部分）が含まれていることが認められる。当該部分

については，その前後の記述内容からすると，当該地方公共団

体の長及び国会議員の職務の遂行に係るものとして記載されて

いるものであると認められ，当該部分に記載された氏名は，当

該部分に記載された役職名等と一般に公にされている情報と照

合することにより，ほぼ特定することが可能であり，また，地

方公共団体の長及び国会議員の地位が，極めて公共性の高いも

のであることにかんがみると，当該部分に記載された役職名が

同号ただし書ハの情報に該当し，開示すべきことが相当である

と認められる以上，当該氏名についても同様に公にすることが

相当であり，当該氏名は同号ただし書イの情報に該当すると認

められる。 

32 答申２０（行情）５８ 

「「社会保険労務士試験委員

の選任に関する届出につ

いて」等の一部開示決定

に関する件」 

 

・ 他の多くの主要な国家

資格において試験委員の

氏名が慣行として公にさ

れている状況等を踏ま

え，社会保険労務士試験

委員の氏名について，公

表慣行を認めたもの 

２ 不開示情報該当性 
本件対象文書は，社労士試験委員の氏名等が記載されており，全体

として各試験委員に係る法５条１号本文前段に規定する個人に関す

る情報であって，特定の個人が識別できるものであると認められ

る。 
このため，不開示部分について，法５条１号ただし書該当性及び法

６条２項による部分開示の可否を検討するとともに，法５条２号

イ，４号及び６号該当性についても検討する。 
（１）社労士試験委員の氏名 

ア 法５条１号ただし書該当性 
社労士試験委員は，社労士法２５条の４１第１項により社労士

試験の問題作成及び採点を行う役割を担っており，同法に基づ

く国家資格である社会保険労務士の制度上，重要な役割を果た

していると認められる。 
社労士試験委員の氏名については，社労士法等の法令において

公にすべきとの規定はなく，また，諮問庁の理由説明書による

と，社労士試験委員を選任した連合会においても公表しない取

扱いとされていることから，法令の規定により又は慣行として

公にされている情報であるとは認められない。 
しかしながら，当審査会において確認したところ，他の国家資

格である弁護士，公認会計士，司法書士等に係る試験委員の氏

名は，官報又は試験事務を所管する行政機関のホームページで

公表されており，また，社労士試験と同様に特定の試験機関に

おいて試験事務を行っている行政書士及び中小企業診断士の試

験についても，試験委員の氏名は各試験機関のホームページで

公表されていることが認められる。 



このように，他の多くの主要な国家資格において試験委員の氏

名が慣行として公にされている状況や，社会保険労務士制度に

おける社労士試験委員の役割の重要性を踏まえると，社労士試

験委員の氏名を不開示とすることに合理的な理由があるとは認

められず，社労士試験の公正な実施の観点から，社労士試験委

員の氏名を公にすることが求められていると言うべきである。 
したがって，社労士試験委員の氏名は，法５条１号ただし書イ

の「慣行として公にすることが予定されている情報」であると

認められ，同号の不開示情報に該当しない。 
33 答申２０（独情）２７ 

「郵便・貯金・保険事業に

関する部内犯罪一覧（監

査部門保有分）の一部開

示決定に関する件」 

 

・ 新聞報道された犯罪金

額の欄について，時の経

過を考慮する必要性が乏

しいことから，１号ただ

し書イに該当し，開示す

べきとしたもの 

２ 不開示情報該当性について 
（２）法５条１号ただし書イ該当性 
   （略） 

法５条１号ただし書イにいう「公にされている情報」とは，開示

請求時点において公表状態に置かれていると評価される情報を意

味すると解されるところ，部内者犯罪について当該個人の氏名そ

れ自体，あるいは当該個人の所属する発生局の部分等の当該個人

が誰かを知る手掛かりとなる情報が過去のある時点で報道発表さ

れ，公衆が広く知り得る状態に置かれると，それにより，氏名そ

れ自体については，当然に特定の個人が識別され，また，発生局

等の手掛かり情報については，一定範囲の者に当該個人が特定さ

れることとなり，公表内容が当該個人の非違行為に係る情報であ

ることから，公表によりその者の権利利益が害されるおそれを生

じることとなる。それにもかかわらず報道発表がされるのは，同

種非違行為事案の再発防止その他職務執行行為の適正及び倫理の

保持を図り，それによって諮問庁に対する国民の信頼の確保に資

することを目的としているためであると考えられる。 
これに対し，情報公開法では，行政機関の諸活動を国民に説明す

る責務を全うするために，保有情報を求めに応じて開示すること

を原則としつつも，一方で，法５条１号及び６条に基づき開示す

ることにより，個人の権利利益を侵害する程度との均衡を図りつ

つ，開示を行うことが求められている。したがって，過去の一時

点において部内者犯罪が報道発表された場合，当該部内者犯罪の

うち，犯罪行為者が誰であるかの部分を除いた部分すなわち犯罪

種目，犯罪金額等の客観的態様については，時の経過を考慮する

必要性が乏しいことから，特段の事情がない限り，開示請求時点

においてもなお慣行として公にされ，又は公にすることが予定さ

れている情報であるとの性質を失わないと認められる。 
したがって，本件異議申立部分のうち，犯罪金額の欄は，法５条

１号ただし書イに該当すると認められるため，開示すべきであ

る。 
○ [参考答申] 

答申２０（独情）６１ 

「飲食を含む会議に関わる

決裁文書の一部開示決定に

関する件」 

 

 

整理番号４４の答申参照 



・ 国会議員の独立行政法

人職員との飲食を含む会

議出席に係る情報を，職

務遂行に係る情報である

と認めたもの 

34 答申２０（独情）６５ 

「脳死判定委員会議事録等

の一部開示決定に関する

件」 

 

・ 診療情報等について，

公表「事例」として加工

された情報とその基とな

ったカルテ等に記載され

ている情報とは同一のも

のではないと判断したも

の 

２ 不開示情報該当性について 
（１）患者に関する情報 

ア 臓器提供患者に係るもの 
（イ）法５条１号ただし書イ該当性 

ところで，脳死下での臓器提供事例については，厚生労働省

が，有識者で構成される検証会議により検証作業を行い，当該

検証の結果を公表しているところ，本件事例の検証結果につい

ても，厚生労働省のホームページに掲載されていることから，

当該公表されている情報と上記不開示部分との関係について検

討する。 
この検証作業は，臓器移植が一般の医療として国民の間に定

着するまでの暫定措置として行われているものであり，諮問庁

から提示を受けた「脳死下での臓器提供事例に係る検証項目及

び検証手続について」（平成１２年３月２２日脳死下での臓器

提供事例に係る検証会議決定）によれば，脳死下での臓器提供

事例に係る検証会議は，①臓器提供者に対する救命治療の状

況，②臓器提供者に対する臨床的脳死診断，法的脳死判定から

臓器摘出に至るまでの状況及び③社団法人日本臓器移植ネット

ワーク（以下「ネットワーク」という。）の行ったあっせん業

務の状況について検証することとされ，検証結果については，

厚生大臣（当時）に報告し，当該報告した内容を公表すること

とされている。ただし，公表する内容については，「事前にド

ナーの家族の承諾を得る。」とされている。 
厚生労働省のホームページで公表されている本件事例に係る

検証結果報告を見ると，特定患者の氏名，住所，年齢等特定の

個人を識別することができる情報は公表されておらず，当該患

者に対する治療，診断，脳死判定に至る経過やその評価が具体

的なデータと共に記載されている。 
そうすると，検証結果としてホームページに掲載されている

患者に関する情報は，現に公にされているものとして法５条１

号ただし書イに規定する「慣行として公にされ，又は公にする

ことが予定されている情報」に該当するとも考えられる。 
しかし，当審査会の事務局職員をして諮問庁に確認させたと

ころによれば，公表されている検証結果は，あくまでも検証作

業の結果を明らかにするために，個人識別性を排除した上で

「事例」として別途取りまとめられたものであって，具体的に

は，その検証作業に使用された本件対象文書等の記録を基にし

つつも，当該記録の一部を抽出したり要約するなどの加工を施

して，特定患者の情報という性格を持たない文書として作成さ

れたものであり，検証会議の報告書としての形式の限りにおい

て，事前にドナーの家族の承諾を得て公表されたものであると



のことである。 
このことを踏まえれば，診療情報という極めて機微な個人情

報については，「事例」として別途加工された情報とその基と

なった文書に記載されている患者の診療等の情報は同一のもの

とは認められず，当該「事例」において各種のデータが公表さ

れているからといって，本件対象文書に記載された特定患者の

診療情報が公にされていると言うことはできない。 
以上のことから，本件対象文書に記載されている特定患者に

関する情報について，これを公にし，又は公にすることを予定

する慣行等があるとは認められないので，法５条１号ただし書

イには該当しないものと認められる。 
○ [参考答申]  

答申２１（行情）３ 

「国家公務員倫理法第６条

に基づく贈与等報告書（２

万円以下：平成１２年度）

の一部開示決定に関する

件」 

 

・ 贈与等報告書の記載か

ら，当該贈与等が単に儀

礼的なもの，個人的な関

係によるものと認められ

るもの以外は，①報告者

及び公務員同席者の官

職，氏名及び印影は外務

省職員等の職務遂行情報

であり，法５条１号ただ

し書ハ及びイに該当し開

示すべき，②外国・国際

機関等の名称，大使館等

の住所，相手方の官職及

び氏名等の情報は法５条

３号に該当し不開示が妥

当，③報道機関の名称，

報道機関の住所，相手方

の役職及び氏名等の情報

は法５条２号イに該当し

不開示が妥当であり，ま

た，当該贈与等が単に儀

礼的なもの，個人的な関

係によるものと認められ

るものは，上記①の情報

は不開示が妥当，同②の

情報は法５条３号に該当

せず開示すべき，同③の

 

整理番号４５の答申参照 



情報は法５条２号イに該

当せず開示すべきと判断

したもの 

35 答申２１（行情）３３０ 
「指定紛争処理機関の指定

申請書の一部開示決定に関

する件」 
 

・ 紛争処理委員の氏名に

ついて，紛争処理委員

が，罰則の適用について

法令により公務に従事す

る職員とみなすとされて

いるとしても，その役割

は，保険契約という私法

上の権利・義務に係るも

のであり得ることから，

法５条１号ただし書イに

該当しないとして，不開

示を認めたもの 

２ 不開示情報該当性について 
（４）文書７について 

（略） 
 ア（略） 

紛争処理委員の名簿に記載されている情報は，各紛争処理委員

に関する情報であり，それぞれ全体として法５条１号に規定す

る個人に関する情報であって，特定の個人が識別できるもので

あると認められる。 
そこで，当該部分の法５条１号ただし書該当性について，以

下，検討する。 
異議申立人は，自賠法２３条の９第２項の規定により，すでに

特定法人の役員及び職員で紛争処理業務に従事する者（委員を

含む）は，法令により公務に従事する職員とみなされている旨

主張しており，当該主張は，紛争処理委員の名簿に記載されて

いる情報が法５条１号ただし書イに該当するとの趣旨を含むも

のと解される。 
たしかに，特定法人は，自賠責保険金等の支払いをめぐる紛争

について，中立公正な立場から審査を行い，調停案を提示し紛

争解決を図るという公共性の高い業務を担っており，専門家と

して業務に参画している紛争処理委員の役割も重要であると言

わざるを得ない。（そのため，特定法人に対する行政処分につい

ては，国の機関，地方公共団体等と同様に行政手続法の適用が

除外され（行政手続法４条３項），特定法人の役員（紛争処理委

員を含む），職員は，刑法その他の罰則の適用については，法令

により公務に従事する職員とみなすとされている。） 
しかし，紛争処理委員が重要な役割を果たしているとしても，

それは，保険契約という私法上の権利・義務に係るものであ

り，行政処分等に関与するものではないことが認められる。ま

た，自賠法には，紛争処理委員の氏名を公にすべきとの規定は

なく，委員の任免の事実が特定法人から公表されたこともな

い。 
このような点からすると，紛争処理委員の名簿に記載されてい

る情報は，その職務の重要性を根拠として，法令の規定により

又は慣行として公表され，又は公表が予定されているものとす

ることはできず，法５条１号ただし書イには該当しないと言う

べきである。また，同号ただし書ロ及びハに該当する事情も存

しない。 
36 答申２１（行情）６５８ 

「特定事件に係る調査報告

書の一部開示決定に関する

件」 

 

・ 第９次イラク復興支援

２ 不開示情報該当性について 

（１）法５条１号該当性について 

エ 調査官及び書記に係る個人識別情報について 

諮問庁は，調査官の階級及び氏名を公にした場合，調査官であ

る自衛隊員及びその家族が，自衛隊の海外での活動に反対する

者等によるテロの標的になるなど，公共の安全と秩序の維持に



群内で発生した拳銃弾盗

難事案に係る調査報告書

のうち，調査官である自

衛隊員の階級及び氏名に

ついて，職務遂行情報に

含まれるものであるが，

イラク派遣に対する国内

外の世論，国際テロ組織

の動向等を踏まえると，

平成１７年申合わせの

「特段の支障が生ずるお

それがある場合」に該当

するとして，公表慣行を

否定したもの 

支障を及ぼすおそれがあると説明している。 

（略） 

まず，当該部分は，法５条１号に規定する個人に関する情報で

あって，特定の自衛隊員を識別することができるものに該当す

る。 

（略） 

次に，上記の職名を除いた部分の法５条１号ただし書イ該当性

について検討する。 

「各行政機関における公務員の氏名の取扱いについて（平成１

７年８月３日情報公開に関する連絡会議申合せ）」（以下「申

合せ」という。）は，職務遂行に係る情報に含まれる公務員の

氏名について，特段の支障の生じるおそれがある場合を除き，

公にするものとしており，申合せに言う特段の支障とは，氏名

を公にすることにより，法５条２号から６号までに掲げる不開

示情報を公にすることとなる場合及び個人の権利利益を害する

こととなるような場合としている。 

関係法令及び防衛白書の記載によれば，自衛隊員が，海外に派

遣され，活動する形態としては，国際緊急援助隊の派遣に関す

る法律に基づく地震，津波等の大規模災害の被災国における国

際緊急援助活動，国際連合平和維持活動等に対する協力に関す

る法律に基づく武力紛争の停止，武装解除等のために国際連合

の活動として行われる国際平和協力業務等があるところ，これ

らの活動は，被災国政府の要請又は国際連合事務総長の要請に

基づいて行われるものである。 

これに対し，第９次イラク復興支援群の行った活動は，イラク

における人道復興支援活動及び安全確保支援活動の実施に関す

る特別措置法（以下「イラク特措法」という。）という臨時かつ

特例の法律に基づき行ったものであり，被災国又は国際連合の

意思表示を受けた活動の一環ではなく，我が国の主体的な判断

に基づく独自の活動であるところに，その特色がある。 

また，諮問庁が口頭説明するように，イラク特措法を根拠とす

る我が国自衛隊の派遣については，同法が失効し，活動が終了

した現在でも，ある種の破壊活動を企図する者による国際的な

テロ行為，又は妨害活動が発生するおそれは，なお存続してい

るものと認めざるを得ない。 

このようなイラクにおける人道復興支援活動の特殊性にかんが

みると，本件対象文書に記載された第９次イラク復興支援群の

一員であった自衛隊員の階級，氏名及び印影を開示した場合，

当該調査官及び書記並びにそれらの家族が，上記のような者に

よるテロの標的になるおそれがあるとする諮問庁説明を否定す

ることはできず，これらを公にすると，申合せに言う特段の支

障を生じるおそれがあるものと認めざるを得ない。 

したがって，上記の職名を除いた部分は，法令の規定により又

は慣行として公にされ，又は公にすることが予定されている情

報とは言えないことから，法５条１号ただし書のいずれにも該

当しないので，不開示とすることが妥当である。 



37 答申２１（独情）１０ 
「首都高速中央環状新宿線

新設に伴う用地の買収等に

係る土地売買契約書等の一

部開示決定に関する件」 
 
・ 公共用地取得のための

買収等に係る売買契約書

における土地単価，売買

代金の額等につき，「公共

用地の取得に伴う損失補

償基準要綱」等に基づき

客観的な価格として算定

されたものとして，１号

ただし書イ該当性を認

め，開示すべきとしたも

の 
 
 

２ 個人との契約に係る契約金額等について 
（略） 

本件対象文書における契約金額等は，契約者の氏名と一体として当

該契約者の個人に関する情報であって，特定の個人を識別することが

できるもの（法５条１号本文前段）と認められる。 
当該情報は，法５条１号ただし書ロに該当するとする事情は存せ

ず，また，同号ただし書ハにも該当しないことから，以下，同号ただ

し書イ該当性について検討する。 
ア 契約金額等の記載及び開示・不開示の状況 

当審査会において本件対象文書を見分したところ，土地売買契約

書においては，①実測面積，土地単価及び両者を乗じて算出された

売買代金の額が記載されている場合と，②実測面積，土地単価及び

両者を乗じたものに係数を乗じて算出された売買代金の額が記載さ

れている場合があると認められる。いずれの場合においても，これ

らの数値のうち，実測面積は土地登記記録から明らかであることか

ら開示され，実測面積以外の数値が不開示とされている。 
また，土地交換契約書においては，交換に係る２つの土地のそれ

ぞれの実測面積，土地単価及び両者を乗じて得られた価額並びに当

該２つの土地の価額の差額（差引補足金額）が記載されており，こ

のうち，土地登記記録から明らかである実測面積以外の数値が不開

示とされている。 
イ 単価について 
（ア）各土地の単価の算定方法等について，諮問庁からの口頭説明

及び参考人１からの意見陳述を聴取したところ，以下のとおり

としている。 
ⅰ）買収等する土地の評価は，公共事業の用地の取得における対

価や損失補てんのための金額の考え方等に係る政府全体の方針

として制定された「公共用地の取得に伴う損失補償基準要綱」

（昭和３７年閣議決定），これを受けて公共事業施行者の任意

団体である用地対策連絡協議会が定めた「公共用地の取得に伴

う損失補償基準」等に準拠した内規「事業の施行に伴う損失補

償基準を定める準則」等に基づき，当該基準に定められた諸要

因の評価方法に従って公平に行っている。 
ⅱ）各土地の評価に当たっては，不動産登記記録の確認はもとよ

り，現地での関係者からの聞き取り調査等を綿密に行って，各

土地の権利関係を確認した上で，個々の土地の状況に応じて適

正に行っている。 
本件事業の対象地区は，ＪＲ駅に近接し，商店や住宅が密集

した市街地であり，また，土地の形状，利用状況等も様々で，

借地権等土地に関する権利関係が錯綜した地域であり，算定さ

れた各土地の単価は，公示価格と単純に比較できるものではな

い。 
（イ）当審査会において，諮問庁から本件事業において旧公団が用

地買収等を行った際の内規「首都高速道路公団の事業の施行に伴

う損失補償基準を定める規程」等の提示を受けて確認したとこ

ろ，各土地の単価は，標準地を選定し，近傍類地の取引事例を基



に不動産鑑定評価結果と調整し，公示価格との均衡を図って評価

額を算出することとされ，各土地の客観的価値に作用する諸要因

についても，定められた手順で評価・算定することとされてお

り，「公示価格との均衡を失することのないよう配慮された客観

的な価格」として算定されたものと認められる。 
（ウ）最高裁判所は，最高裁判決１のほか，平成１７年７月１５日

判決（最高裁平成１５年（行ヒ）第２５０号。以下「最高裁判決

２」という。），平成１８年７月１３日判決（最高裁平成１６年

（行ヒ）第１１７号。以下「最高裁判決３」という。）におい

て，公共事業用地の取得価格等に関して，各地方公共団体の条例

に定める不開示情報該当性について判断を示しており，いずれの

判決も，公拡法の適用又は「公共用地の取得に伴う損失補償基

準」に基づいて，公示価格との均衡を失することのないよう配慮

された客観的な価格であれば，一般人であればおおよその見当を

つけることができる一定の範囲内の客観的なものであって，公表

することがもともと予定されている情報であるとして，又は当該

価格をもって土地を買収されたことは，個人地権者にとって，私

事としての性質が強いものではなく，性質上公開に親しまないよ

うな個人情報ではないとして，買収価格等は不開示情報に該当し

ないとしてその開示を命じている。 
（エ）上記（イ）のとおり，本件不開示部分の土地の単価は，「公共

用地の取得に伴う損失補償基準要綱」等に基づき公示価格との均

衡を失することのないよう配慮された客観的な価格として算定さ

れたものであり，上記最高裁判決１ないし最高裁判決３において

「一般人であればおおよその見当をつけることができる一定の範

囲内の客観的なもの」とされた各事件における買収価格等とその

情報の性質が異なるところがなく，最高裁判決１ないし最高裁判

決３の考え方に照らせば，本件に係る土地単価は，法５条１号た

だし書イに規定する「慣行として公にされ，又は公にすることが

予定されている情報」に該当すると認められる。 
○ ［参考答申］ 

答申２２（行情）４０６ 
「朝鮮人の在日資産調査報

告書綴の一部開示決定に関

する件」 
 
・ 対象文書である「報告

書」を集計した「調査集

計」が国立公文書館で保

管，公開されていること

を踏まえ，国立公文書館

文献により公になってい

る部分を開示すべきとし

たもの 

 
整理番号８８の答申参照 
 

38 答申２２（独情）４８ 
「特定団地に係る緊急連絡

２ 不開示情報該当性について 
（略） 



員業務委託契約の一部開示

決定に関する件」 
 
・ 緊急連絡員担当者の連

絡先等について，管理事

務所に掲示されていたと

しても，広く公にしてい

たものではないとして，

法５条１号ただし書イ該

当性を否定したもの 

（３）緊急連絡員担当者の氏名及び連絡先等（号棟・号室，電話番

号，自治会における役職） 
本件対象文書を見分したところ，文書２及び文書４には，緊急連

絡員の氏名及び連絡先（号棟・号室，電話番号）並びに自治会役員

と兼務している場合にはその役職が備考欄に記載されている。 
（略） 
これらの情報は，個人に関する情報であって，特定の個人を識別

できるものであることから，一体として法５条１号本文前段に該当

すると認められる。 
ア 法５条１号ただし書イ該当性について 

当審査会事務局職員をして諮問庁に，緊急連絡員の業務内容及

びその周知状況等について確認させたところ，諮問庁は以下のと

おり説明する。 
（ア）緊急連絡員の業務内容について 

緊急連絡員は，管理センターの窓口業務時間外に，団地に

おいて緊急事態が発生したときの都市再生機構と居住者とを結

ぶ連絡役であり，その具体的な業務内容は，団地内の管理サー

ビス事務所の窓口業務時間外における緊急時の通報・連絡及び

防火管理者の補助，集会所を緊急に使用する場合の受付及び鍵

の受渡し等である。 
なお，集会所は，本来，団地居住者の利便施設として設置

されたものであることから，団地外の者の利用について一定の

制限を設けており，集会所の受付及び鍵の受渡し等について

は，平成２１年度の実績はない。 
（イ）緊急連絡員の周知について 

管理サービス事務所には，火災，人身事故，ガス事故等の緊

急事故が発生した場合の連絡先として，都市再生機構により緊

急連絡員の氏名，号棟・号室が記載されたものを掲示してい

る。 
なお，この掲示には，自治会における役職の記載はなく，ま

た，自治会役員が緊急連絡員を兼務していることを公にはして

いない。 
以上のことを踏まえると，都市再生機構は，緊急連絡員の氏

名，号棟・号室について，団地内における火災・事故等の発生に

備え，管理センター窓口に掲示することにより周知を図っている

が，これは，あくまで団地内で発生する緊急の事態に備えたもの

で，当該団地内には外部の者が入ることができる状況にあるとは

いえ，これらの情報は広く不特定多数の者に公にし，又は公にす

ることが予定されている情報とまでは言えない。 
また，緊急連絡員業務の一つである防火管理者の補助者につい

ては，緊急連絡員１名を防火管理者の補助者として管轄の消防署

に届け出ているが，当該消防署では，防火管理者の補助者を当該

団地外に周知するようなことは行っていないことから，当該情報

についても，広く不特定多数に公にされ，又は公にすることが予

定されている情報とは言えない。 
これらを踏まえると，緊急連絡員の氏名及び連絡先等は，法５



条１号ただし書イに該当するとは言えない。 
（略） 

以上のことから，文書２及び文書４で不開示とされている緊急連絡

員の氏名及び連絡先等（号棟・号室，電話番号，自治会における役

職）は，法５条１号本文前段に規定する個人に関する情報であっ

て，同号ただし書イないしハに該当せず，また，当該不開示部分

は，個人識別部分であるから，法６条２項による部分開示の余地は

なく，不開示とすることが妥当である。 
39 答申２３（独情）５ 

「処分説明書等の一部開示

決定に関する件」  
 
・ 処分の公表等から開示

請求までの期間が１年に

満たないものの，当該処

分の効力を停止させる新

たな状況変化が生じたこ

とを踏まえ，法５条１号

ただし書イ該当性を否定

したもの 

２ 不開示情報該当性について  
（１）処分説明書（別紙の１の（１）） 

（略）  
ア 法５条１号該当性について 

処分説明書は，被処分者の非違行為の内容及びこれに対する処

分又は措置に関する記載が，当該被処分者の氏名，所属及び職名

と共に記載されていることから，各被処分者に係る文書ごとに，

全体として当該被処分者に係る法５条１号本文前段の個人に関す

る情報であって，特定の個人を識別することができるものに該当

すると認められる。 
イ 法５条１号ただし書該当性について 
（ア）法５条１号ただし書イ該当性について 
（略） 

本件対象文書として特定された「懲戒処分の公表資料」を見

分したところ，東北大学において，当該懲戒処分に係る被処分

者の所属，職名，性別，年代，処分日，処分の種類及び非違行

為の概要が，本人が特定されない形で公表されていることが認

められる。 
法５条１号ただし書イにいう「公にされている情報」とは，

開示決定等の時点において公表状態に置かれていると評価され

る情報を意味すると解されるところ，非違行為事案の概要が，

所属部課，職名，処分の理由など，当該職員が誰かを知る手が

かりとなる情報と共に過去のある時点で報道発表され，公衆が

広く知り得る状態に置かれると，それにより，一定の範囲の者

にとっては，当然に，特定の個人が識別され，その個人情報が

公にされることとなる。それにもかかわらず報道発表が行われ

るのは，同種非違行為の再発防止その他職務執行行為の適正及

び倫理の保持を図り，それによって，独立行政法人等の職員に

対する国民の信頼の確保に資することを目的としているためで

あると考えられる。 
その一方で，法においては，独立行政法人等の諸活動を国民

に説明する責務を全うするために，保有情報を求めに応じて開

示することを原則としつつも，なお，個人情報については，法

５条１号及び６条により，個人の権利利益を侵害する程度等と

の均衡を図りつつ，開示することが求められている。 
そうすると，上述した報道発表の目的と対比するとき，過去

の一時点において事案の概要が報道発表された場合，当該概要

のうち，被処分者が誰であるかの部分を除いた部分，すなわ



ち，非違行為の客観的態様の部分については，時の経過を考慮

する必要性が乏しいことから，特段の事情がない限り，開示決

定等の時点においてもなお慣行として公にされ，又は公にする

ことが予定されている情報であるとの性質を失わないと認めら

れる。しかしながら，被処分者が誰であるかという情報につい

ては，報道発表の時点から時間が経過するに従い，事案の社会

的影響や事案に関する社会一般の関心や記憶は薄れ，報道媒体

や報道年月日が特定されない限り，次第に公衆が知り得る状態

に置かれているとは言えなくなっていくと認められる。また，

非違行為事案を起こした職員個人の識別・特定に関する情報及

びその者の処分の内容に係る情報は，当該個人についての処分

歴として秘匿性の高い情報であることから，その権利利益を守

る必要性が増していくとも認められる。それゆえ，報道発表

後，相応の時間が経過したような場合においては，報道発表さ

れた情報のうち，被処分者が誰かに関する情報及び処分歴に係

る情報は，もはや現に「公にされている情報」にも「公にする

ことが予定されている情報」にも該当しないと解するのが相当

である。 
これを本件について見ると，処分庁による処分の実施及び公

表から本件開示請求までの期間が１年に満たないものが３件あ

り，これらは，公表から相応の期間が経過したとは認められな

い。 
一方，諮問庁は，補充理由説明書において，当該処分につい

ては，処分公表時以降，処分の効力を停止させる新たな状況変

化が生じており，現時点において，かつて公表した範囲内でそ

の内容を開示することは，新たに被処分者の権利利益を侵害す

るおそれがあるので，法５条１号ただし書イに該当せず，不開

示を維持すると説明する。 
処分庁による処分の実施及び公表から本件開示請求までの期

間が１年未満の処分説明書については，上記のとおり，特段の

事情のない限り，法５条１号ただし書イに該当し，処分庁にお

いて公表された公表文の範囲内で開示すべきである。しかし，

諮問庁の補充理由説明にある状況の変化に鑑みれば，開示すれ

ば，新たに被処分者の権利利益を侵害するものと認められるこ

とから，本件については特段の事情がある場合に該当すると認

められ，開示請求時においては既に公表慣行が失われていた状

態となっていたものと認められるので，非違行為の客観的態様

の部分についても，同号ただし書イに該当するとは認められな

い。 
23-2 答申２３（行情）２３１ 

「口蹄疫・現地対策本部

（日報）を作成及び閲覧し

た職員の人事記録の一部開

示決定に関する件」 
 
・ 表現として適切を欠く

２ 文書１について（不開示情報該当性） 
（略） 

（２）（略） 
ア （略） 

また，氏名については，処分庁は，原処分において，文書１

は，法５条１号ただし書イに該当しないとしているところ，当

審査会事務局職員をして，文書１に係る職員の処分の有無及び



怱々の間に作成した文書

の作成者としての職員の

氏名について，公表する

ことによってその者が非

難を受けるおそれがあ

り，そのことによって出

張者等がその場の雰囲気

を率直に記録することを

差し控えるなどの事態を

生じさせ，ひいては諮問

庁の事務の遂行に著しい

影響を与えるおそれがあ

るとして，「各行政機関に

おける公務員の氏名の取

扱いについて」の「特段

の支障を生ずるおそれが

ある場合」に該当すると

認めた例 
 

氏名の公表の有無について諮問庁に確認させたところ，当該職

員に対する処分はなく，また，氏名は公表していないとのこと

であった。そこで，当審査会事務局職員をして確認させたとこ

ろ，当該職員の氏名が本件日報に係るものとして公にされてい

る事実は認められなかった。 
一方，申合せにおいては，特段の支障がある場合を除き，職

務遂行に係る公務員の氏名を公表することとされており，処分

庁は，原処分において，当該文書に係る職員の氏名を公にする

ことは，この特段の支障がある場合に該当するとしているとこ

ろ，特段の支障について，当審査会事務局職員をして諮問庁に

確認させたところ，当該職員の氏名を公にすると，当該職員が

ひぼう，中傷又は攻撃の対象となる危険性があること，また，

今後，各職員が電話対応の内容を記録する場合などにおいて，

率直な見解を記録することを差し控えるなどの事態を生じさ

せ，ひいては諮問庁の事務の遂行に著しい影響を与えるおそれ

があるとのことであった。 
衆議院経済産業委員会の議事録中の高市議員の引用によれ

ば，本件日報の議事録の問題とされた記載は，副大臣等に対し

熱心に対応を要望する町長の態度を，補足して描写したもの

で，作成した職員の受けた印象を措辞に充分配慮することのな

いまま報告したものであると認められる。このような表現とし

て適切を欠く怱々の間に作成した文書の作成者として当該職員

の氏名を公表することによって，その者が非難を受けるおそれ

があり，そのことにより，出張者等が現地の状況を即時報告す

る等に当たって，表面的な事象のみではなく，その場の雰囲気

を率直に記録することを差し控えるなどの事態を生じさせ，ひ

いては諮問庁の事務の遂行に著しい影響を与えるおそれがあ

り，当該職員の氏名を開示することは，特段の支障があると認

められる。 
以上のことから，当該職員の氏名については，法５条１号た

だし書イに該当しない。 
23-3 答申２３（行情）４７３ 

「平成２１年度指導医の名

簿の一部開示決定に関する

件」 
 
・ 保険指導医の氏名につ

いて，保険指導医は非常

勤ではあるが個々の行政

指導に直接関与している

というその職務の重要性

から，５条１号ただし書

イに該当し，また，それ

ぞれの専門科目について

も医師が通常一般に公に

しているものであり，同

４ 不開示情報該当性について 
  （略） 
（１）氏名等情報 

ア （略） 
（ア）（略） 

ａ 氏名について 
諮問庁は，保険指導医は非常勤の国家公務員であるが，

その氏名等について，公にすべきとの法令の規定はなく，

一般に販売されている職員録にも登載されているなど慣行

として公にされている状況も認められず，また，本件対象

文書に記載された情報は単なる名簿として保有されている

ものであり，保険指導医の職務の遂行に係る情報とは認め

られないと説明する。 
保険指導医は法律上の明文の根拠を持った身分ではない

が，前記１のように，個別の保険医療機関等への指導・監



号ただし書イに該当する

とした例 
 

査に直接従事するという重要な役割を担っているものであ

る。 
各行政機関は，「各行政機関における公務員の氏名の取扱

いについて」（平成１７年８月３日付け情報公開に関する連

絡会議申合せ。）により，その所属する職員（補助的業務に

従事する非常勤職員を除く。）の職務遂行に係る情報に含ま

れる当該職員の氏名については，特段の支障の生ずるおそ

れがある場合を除き，公にすることとされている。 
このような観点からすると，非常勤ではあるが個々の行

政指導に直接関与しているというその職務の重要性から，

本件対象文書に記載されている保険指導医の氏名は「法令

の規定により又は慣行として公にすることが予定されてい

る情報」と言うべきである。 
したがって，保険指導医の氏名は，法５条１号ただし書

イに該当し，開示すべきである。 
ｂ 専門科目について 

専門科目について，当審査会の事務局職員をして，本件

対象文書に掲載されている医師に関してインターネット上

で確認させたところ，多数の医師について，その専門科目

を公表していることが確認された。 
こうした状況を踏まえれば，専門科目は，保険指導医と

しての業務に限らず，医師が通常一般に公にしていると認

められるので，慣行として公にされ，又は公にすることが

予定されている情報と認められ，法５条１号ただし書イに

該当する。 
したがって，保険指導医の専門科目は開示すべきである。 

23-4 答申２３（行情）５６０ 
「「くらし・行政相談所」相

談事案処理票等の一部開示

決定に関する件」 
 
・ 行政相談を受けた行政

相談委員が，苦情の内容

について，委員自身の意

見や判断を付加すること

なく，評価事務所に通知

した文書の中の行政相談

委員の氏名及び担当市区

町村名の部分について

は，行政相談委員法上，

これが公にされることが

予定されているものとい

うべきとして，５条１号

ただし書イに該当すると

した例 

３ 不開示情報該当性について 
  （略） 
（２）行政相談委員の氏名及び担当市町村名 
（略） 

ウ 検討 
（ア）上記アのとおり，行政相談委員法２条２項により，行政相

談委員に対する総務大臣からの委嘱は，その委嘱をしようとす

る者の担当する市町村の区域を定めることとされ，同法３条１

項により，委嘱をした行政相談委員の氏名は，関係住民に周知

させるため適当な措置をとるものとされている。 
当審査会事務局職員をして諮問庁に確認させたところ，行

政相談委員の委嘱をしたときの周知方法については，一般的に

は，市町村広報紙等を通じて行われているとのことである。 
また，当審査会事務局職員をして諮問庁に確認させたとこ

ろ，宮崎評価事務所においては，行政相談委員は，名札を付け

て相談をすることとされ，申出人から求められた場合には名刺

を交付しているとのことである。 
以上の事情に鑑みると，行政相談委員の氏名及び担当市町

村名については，制度上，原則として公にすることが予定され

ているものというべきである。 



（イ）さらに，上記アのとおり，行政相談委員は，行政機関等の

業務に関する苦情の相談に応じて，申出人に必要な助言をする

ほか，総務省又は関係行政機関等にその苦情を通知するなどと

され（行政相談委員法２条１項），相談業務を通じて得られた

様々な行政上の改善に関する意見を総務大臣に対して述べるこ

とができる（同法４条）とされている。 
したがって，行政相談委員が申立人に助言をすることや関

係行政機関等に苦情内容を通知することは，行政相談委員法上

の権限に基づく行為であって，行政相談委員がこのような権限

を行使すること自体は，制度上，当然に予定されているものと

いうべきである。 
（ウ）そこで，本件対象文書を見分すると，本件不開示部分のう

ち，行政相談委員の氏名及びその担当市町村名は，文書２－

①，文書２－②及び文書２－④に記載されているところ，当該

各文書の原処分における開示部分からは，以下の事実が認めら

れる。 
Ａ 特定担当市区町村（担当市区町村名は本件不開示部分）を

担当する特定行政相談委員（氏名は本件不開示部分）が，

申出人から苦情の相談を受け，文書２－④にその内容を記

載し，これを宮崎評価事務所に報告した。 
Ｂ 宮崎評価事務所は，上記Ａの報告を受けて所要の検討を行

い，文書２－①及び文書２－②を作成した。 
Ｃ 文書２－①及び文書２－②中の特定行政相談委員の氏名

（本件不開示部分）及び担当市区町村名（本件不開示部

分）は，行政相談委員法２条１項に基づき同行政相談委員

が同事務所に申出人の苦情を通知した事実に関して記載さ

れている。 
上記ＡないしＣに鑑みると，本件において，特定行政相談

委員は，申出人からの苦情の内容について，同委員自身の意見

や判断を付加することなく宮崎評価事務所に通知したものと認

められる。 
したがって，本件不開示部分のうち，行政相談委員の氏名

及び担当市区町村名の部分については，行政相談委員法上，当

然に予定された権限を行使した旨を表しているものにすぎない

というべきである。 
（エ）上記（ア）ないし（ウ）を踏まえると，本件不開示部分の

うち，行政相談委員の氏名及び担当市区町村名の部分について

は，行政相談委員法上，これが公にされることが予定されてい

るものというべきであるところ，本件において，これを覆すに

足りる事情は見当たらない。 
したがって，当該部分（別紙３に掲げる部分）について

は，法５条１号ただし書イに該当するので，開示すべきであ

る。 
23-5 答申２４（行情）５１ 

「日中首脳会談の会談記録

の不開示決定に関する件」 

２ 不開示情報該当性について 
（１）法５条１号該当性について 

本文３行目及び４行目の不開示部分には，外国政府職員の氏名



 
・ 局長級以上ではない外

国政府職員の氏名等につ

いて，公表慣行がないと

して，５条１号ただし書

イ該当性を否定した例 

及び肩書が記載されている。 
当審査会事務局職員をして諮問庁に確認させたところ，外務省

は，外国政府の職員については，局長級以上の場合には公表慣行

があるものとして扱っているが，それ以外の場合には不開示とし

ているとのことであった。 
当該職員は局長級以上には該当しておらず，当該職員の氏名及

び肩書は，法５条１号本文前段の個人に関する情報であって，特

定の個人を識別できるものに該当し，同号ただし書イないしハに

該当する事情も認められない。 
さらに，当該部分は，特定の個人を識別することができること

となる記述であり，法６条２項による部分開示の余地はなく，法

５条１号に該当し，不開示とすることが妥当である。 
25-4 答申２５（行情）１６０ 

「平成２３年度の大阪地検

及びその管内支部・区検に

所属する職員の監督上の措

置に関する厳重注意書等の

一部開示決定に関する件」 
 
・ 情報公開条例に基づき

開示された個人に関する

情報は，５条１号ただし

書イに該当するとした例 

２ 不開示部分の不開示情報該当性について 
（略） 
（１）文書１，文書３，文書５，文書７，文書９，文書１１，文書１

３及び文書１４について 
ア 標記各文書は，それぞれ特定の職員個人を名宛人とした「厳

重注意書」，「注意書」又は「訓告書」である。 
（略） 
（イ）法５条１号ただし書該当性及び部分開示の可否について 
（略） 

    Ｄ 文書１３及び文書１４について 
      標記各文書で不開示とされているのは，被処分者の氏

名，官職，所属，勤務形態，非違行為の日付，行為当日の

職務内容，関係者（被疑者）に関する情報（罪名，逮捕の

種類，送致元警察署の名称及び犯行日（正誤とも））であ

る。 
    （Ａ）法５条１号ただし書該当性について 
       まず，法５条１号ただし書イ該当性について検討する

と，審査請求人が，意見書において，大阪府警察本部長

宛ての開示請求をしたところ，文書１３及び文書１４に

係る事案と同一事案についての警察官の報告書が一部開

示されていると主張しており，意見書に添付された当該

報告書を確認すると，送致元警察署の名称，関係者の罪

名，逮捕の種類，日付，勾留場所が開示されていること

が見受けられる。 
当審査会事務局職員をして諮問庁に公表の有無につい

て確認させたところ，各文書に係るいずれの処分事案に

ついても，公表の事実はないとのことであった。 
また，当審査会が情報公開・個人情報保護審査会設置

法９条４項の規定に基づき，大阪府警察本部に対し，上

記意見書に添付された報告書の開示状況の照会をしたと

ころ，「今後同一文書を対象とした行政文書公開請求が提

起された場合も，公開及び非公開に変更はない。なお，

大阪府情報公開条例３２条の解釈では，「公開請求により

既に公開した行政文書に記録された情報と同一の情報の



求めがあった場合については，本条例に基づく公開等の

判断が既になされていることから，事情のある場合や特

段の事由のある場合を除き，原則として公開の手続をと

ることなく，当該情報を提供し，公表するよう適切な措

置を講じなければならない（抜粋）」とされており，当府

警察において，今後同一文書を対象とした行政文書公開

請求が提起された場合は，公開請求の手続をとることな

く，情報提供の手続により対応する」との回答があっ

た。 
そのため，大阪府情報公開条例に基づき開示されてい

る情報については，法５条１号ただし書イの慣行として

公にされ，又は公にすることが予定されている情報であ

ると認められることからこれらの情報（別紙２の４に掲

げる部分のうち，文書１３及び文書１４に係る部分）に

ついては，開示すべきである。 
（略） 

（２）文書２，文書４，文書６，文書８，文書１０，文書１２及び文

書１５について  
標記文書は，上記（１）の「厳重注意書」等に記載された各処

分の要否等について，検察庁において検討されたことを示す文書

（内議書）であり， 
（略）  
カ 文書１５について 

    文書１５は，特定職員３名について処分の要否を検討するた

めに作成された文書であり，うち２名が文書１３及び文書１４

に係る被処分者である。 
（略） 

   Ａ 法５条１号該当性について 
     職員の氏名，所属，官職等個人を識別できる情報を含む形

で記載されていることから，それぞれが，全体として当該職員

に係る法５条１号本文前段の情報であると認められる。 
Ｂ 法５条１号ただし書該当性について 

「文書１３及び文書１４について」で検討したとおり，大

阪府情報公開条例に基づき開示されている情報については，法

５条１号ただし書イの慣行として公にされ，又は公にすること

が予定されている情報であると認められる。 
25-5 答申２５（行情）２１１ 

「原爆被爆者対策基本問題

懇談会議事録の一部開示決

定に関する件」 
 
・ 原爆被爆者対策基本問

題懇談会議事録における

発言者等の姓，氏名等に

ついて，立場や状況等に

より５条１号ただし書イ

２ 本件不開示部分の不開示情報該当性について 
（１）別紙１及び別紙４に掲げる特定個人の氏名等 

ア 法５条１号該当性について 
（略） 
（イ）特定個人Ｈ，同Ｉ及び同ｅの氏名等 

当該部分は，法５条１号本文前段に規定する個人に関する

情報であって，当該個人を識別することができるものに該当す

る。 
そして，当該個人は，いずれも，当時又は懇談会開催時の

国家公務員であるものの，原処分において開示されている発言



該当性を判断した例 内容によれば，職務を遂行した国家公務員の姓ではなく，原爆

投下地における自らの被爆等に関する体験を語り伝えた者の姓

として，引用又は言及されていることが認められる。 
そうすると，このような私的な体験を語り伝えた当該個人

の姓が，法令の規定により又は慣行として公にされ，又は公に

することが予定されている情報とは言えないことから，法５条

１号ただし書イに該当せず，同号ただし書ロ及びハに該当する

事情も認められない。 
（略） 
しかしながら，別紙４に掲げる敬称については，開示した

としても，個人を特定する手掛かりとなるとは言えないことか

ら，当該個人の権利利益を害するおそれがないと認められる。 
（ウ）特定委員α及び同βの氏名等 

当該部分は，法５条１号本文前段に規定する個人に関する

情報であって，当該個人を識別することができるものに該当す

る。 
そして，当該個人は，後述する懇談会委員であるものの，

原処分において開示されている発言内容によれば，健康上の理

由で懇談会を欠席した委員として言及されていることが認めら

れる。 
そうすると，このような私的な事情を言及された当該個人

の姓が，法令の規定により又は慣行として公にされ，又は公に

することが予定されている情報とは言えないことから，法５条

１号ただし書イに該当せず，同号ただし書ロ及びハに該当する

事情も認められない。 
（略） 
しかしながら，別紙４に掲げる敬称については，開示した

としても，個人を特定する手掛かりとなるとは言えないことか

ら，当該個人の権利利益を害するおそれがないと認められる。 
（略） 

（２）別紙２及び別紙４に掲げる特定個人の氏名等 
ア 法５条１号該当性について 
（ア）特定個人Ａ，同Ｄ，同Ｅ，同Ｆ，同Ｊ，同Ｋ，同Ｌ，同

Ｎ，同ａ，同ｇ，同ｈ，同ｊ及び同ｋの氏名等 
当該部分は，法５条１号本文前段に規定する個人に関する

情報であって，当該個人を識別することができるものに該当す

る。 
そして，原処分において開示されている発言内容には，当

該個人の調査・研究活動又は言論・著作活動のあらましが述べ

られており，公に刊行されている当該個人の著作物及び公開さ

れているインターネット・ホームページ上の当該個人の調査・

研究成果を照合することにより，当該個人の所属，姓，氏名及

び敬称は，慣行として公にされている情報であると認められ，

法５条１号ただし書イに該当する。 
（イ）特定個人ｂ，同ｃ及び同ｉの氏名等 

当該部分は，法５条１号本文前段に規定する個人に関する



情報であって，当該個人を識別することができるものに該当す

る。 
そして，原処分において開示されている発言内容及び公開

されているインターネット・ホームページ情報において，発言

内容中の当該個人の研究活動が，国の科学研究費補助により行

われたことが確認できる。 
国の科学研究費補助により行われた研究成果がその研究者

名とともに慣行として公表されている現時点においては，当該

個人の氏名等は，慣行として公にすることが予定されている情

報であると言うべきであり，法５条１号ただし書イに該当す

る。 
（ウ）特定個人Ｂ，同Ｇ，同Ｍ及び同Ｑの氏名等 

当該部分は，法５条１号本文前段に規定する個人に関する

情報であって，当該個人を識別することができるものに該当す

る。 
そして，当該個人は，原処分において開示されている発言

内容及び公開されているインターネット・ホームページ情報に

おいて，当時又は懇談会開催時の国家公務員であることが確認

できる。 
平成１７年８月３日情報公開に関する連絡会議申合せによ

り，職務遂行に係る情報に含まれる公務員の氏名は，原則とし

て，公にするものとされていることから，当該個人の姓，氏名

及び敬称は，法令の規定により又は慣行として公にされ，又は

公にすることが予定されている情報であり，法５条１号ただし

書イに該当する。 
（エ）特定個人Ｐ，同ｆ及び同ｌの氏名等 

当該部分は，法５条１号本文前段に規定する個人に関する

情報であって，当該個人を識別することができるものに該当す

る。 
そして，当該個人は，原処分において開示されている発言

内容において，当時又は懇談会開催時の国会議員であることが

確認できる。 
職務を遂行した国会議員の姓，氏名及び敬称については，

国会議員の地位が極めて公共性の高いものであることにかんが

みると，法令の規定により又は慣行として公にされ，又は公に

することが予定されている情報であり，法５条１号ただし書イ

に該当する。 
（略） 

（３）別紙３及び別紙４に掲げる発言者の氏名等 
（略） 
ア 法５条１号該当性について 

まず，当該部分の法５条１号該当性について検討すると，こ

れらは，同号本文前段に規定する個人に関する情報であって，

当該個人を識別することができるものに該当する。 
そして，当該個人は，厚生大臣から委嘱され懇談会において

発言した委員及び懇談会において委員に対し意見を陳述した関



係者である。 
これらの発言者の氏名については，「懇談会等行政運営上の会

合における発言者の氏名について」（平成１７年８月３日情報公

開に関する連絡会議資料）において，各府省は，「懇談会等行政

運営上の会合の議事録等における発言者の氏名については，特

段の理由がない限り，当該発言者が公務員であるか否かを問わ

ず公開するものであることに留意する」としている。 
そうすると，別紙３に掲げる発言者の姓，氏名及び敬称は，

いずれも，法令の規定により又は慣行として公にされ，又は公

にすることが予定されている情報であり，法５条１号ただし書

イに該当する。 
25-6 答申２５（行情）３９３ 

「いわゆる飯塚事件の再審

請求について（参考報告）

等の一部開示決定に関する

件」 
 
・ 確定裁判被告人の氏名

及び罪名について，法務

省ホームページから削除

されてから，開示請求ま

での期間が１年未満であ

ることから，まだ公衆が

知り得る状態に置かれて

いたと認められるとし

て，５条１号ただし書イ

に該当するとした例 

３ 審査請求人が開示すべきとする部分の不開示情報該当性について 
当審査会において本件対象文書のうち，別紙２の文書１ないし文

書４を見分したところ，再審請求人の氏名，確定裁判被告人の氏

名，本籍，住居，職業，確定裁判結果の罪名（該当法条），第一審の

日付，裁判所名等が不開示とされている。このうち，審査請求人が

開示を求めているのは，確定裁判被告人の氏名，住居及び罪名（該

当法条）についてである。 
まず，法５条１号該当性について検討すると，本件対象文書に

は，確定裁判被告人に係る情報が，当該確定裁判被告人の氏名，本

籍等を含む形で記載されていることから，全体として，当該確定裁

判被告人に係る法５条１号本文前段の情報に該当すると認められ

る。 
以下，審査請求人が開示を求めている氏名，罪名（該当法条）及

び住居に分けて，法５条１号ただし書該当性及び法６条２項による

部分開示の可否について検討する。 
（１）氏名及び罪名（該当法条）について 

当審査会事務局職員をして諮問庁に確認させたところ，当該確

定裁判被告人に係る法務大臣記者会見の内容が法務省ホームペー

ジから削除された後，本件開示請求に至るまで１年に満たないと

のことである。これによると，時間が経過するに従い，事案の社

会的影響や事案に関する社会一般の関心や記憶は薄れていくとし

ても，法務省ホームページ上において公表されていた当該確定裁

判被告人の氏名，罪名及び事件の概要については，本件開示請求

時点では公衆が知り得る状態に置かれていたと認められる。 
したがって，法５条１号ただし書イの法令の規定により又は慣

行として公にされている情報に該当すると認められるため，別紙

３に掲げる部分を開示すべきである。 
（注）別紙３に掲げる部分とは，本件対象文書の文書１ないし文書４

のうち，「１ 確定裁判被告人欄の氏名」及び「２ 確定裁判結果

欄の罪名（該当法条）」である。 
25-7 答申２５（行情）４５２ 

「「懸案事項等」の一部開示

決定に関する件」 
 
・ 自殺した自衛官の自殺

２ 不開示情報該当性について 
（略） 
（２）文書２「開示請求された文書の開示・不開示について 平成２

０．５．１５決裁（「懸案事項等（首席法務官付法務室）」に該当

する部分のみ）について 



の年月日・手段に関する

情報及びいじめを行った

特定自衛官に係る有罪判

決に関する情報につい

て，社会一般の関心や記

憶，控訴審継続中の事情

変化，報道状況等を考慮

して，５条１号ただし書

イ該当性を判断した例 

当該文書を見分したところ，「優先度」欄の全て並びに「懸案事

項」欄，「内容（現状の概要）」欄及び「処置方針」欄の一部を不

開示としていることが認められる。 
（略） 
エ 別表１の一連番号８（別表２の一連番号４）に掲げる部分に

ついて 
当該不開示部分は，自殺した自衛官に係る法５条１号の個人

に関する情報であって，当該個人の氏名は記載されていないも

のの，自殺した年月日及び自殺の手段に関する情報が記載され

ており，既に開示されている部分も併せみれば，これを公にす

ることにより，当該個人の知人等一定の範囲の関係者には自殺

した自衛官が誰であるかを特定できる可能性があり，自殺した

自衛官の権利利益を害するおそれがあると認められる。 
したがって，当該部分は，法５条１号本文後段に該当する。 
次に，同号ただし書イ該当性について検討するに，「番号３」

に掲げられている国家賠償訴訟については，平成２３年１月２

６日に横浜地方裁判所において一審判決が言い渡され，原告

（遺族）側はこれを不服として，同年２月４日，東京高等裁判

所に控訴し，現在，控訴審係属中であり，本年４月２３日に判

決言い渡しが予定されている。 
そして，控訴審係属中に，それまで国側が存在を否定してき

た，護衛艦「たちかぜ」全乗員に対して実施された自殺事故に

関するアンケートが発見されたことから，それに関連して本件

国家賠償訴訟についても繰り返し報道されており，今後の控訴

審判決についても引き続き高い注目が集まることが予想される

ものである。 
前記の状況を踏まえれば，一審判決に当たり，その判決内容

が広く報道されてから１年以上が経過しているものの，事案の

社会的影響や事案に関する社会一般の関心や記憶が薄れている

とは言えない。また，当審査会において確認したところ，民間

の法律情報データベースには，当該不開示部分に係る情報を含

む一審判決の全文が，個人が識別できる記載を除いたかたちで

掲載されていることが認められた。 
したがって，別表２の一連番号４に掲げる部分は，法５条１

号ただし書イの「公にされている情報」又は「公にすることが

予定されている情報」に該当し，開示すべきである。 
オ 別表１の一連番号９ないし１１に掲げる部分について 

当該不開示部分は，いじめを行った特定元自衛官に係る情報

であって，特定元自衛官の氏名は記載されていないものの，一

連番号９ないし１１には，特定元自衛官の階級が，さらに，一

連番号１１には，刑事裁判の有罪判決に関する情報が記載され

ていることが認められる。 
（ア）刑事裁判に関する情報 

ⅰ 別表１の一連番号１１のうち，下記の（イ）ⅱを除く部分

には，特定元自衛官の有罪判決に係る情報が記載されてい

るところ，当該不開示部分を公にした場合，知人，同僚等



の関係者にとって，特定元自衛官を特定する手掛かりの一

端となることが否定できず，当該不開示部分は，一般的に

他人に知られることを忌避する性質の情報であるから，特

定元自衛官の権利利益を害するおそれがあると認められ

る。したがって，当該部分は，法５条１号本文後段の情報

に該当する。 
ⅱ 次に法５条１号ただし書イ該当性について検討するに，当

審査会事務局職員をして諮問庁に確認させたところ，特定

元自衛官に係る情報については，平成１７年に有罪判決を

受けたことから，事件の概要，氏名及び階級については，

公表を行ったとのことであるが，既にその公表から１年以

上経過しており，公表の時点から時間が経過するにしたが

って，事案に関する社会一般の関心や記憶は薄れていき，

報道年月日等が特定されない限り次第に公衆が知り得る状

態に置かれているとは言えなくなっていくと認められるの

で，当該不開示部分である有罪判決に係る情報は，もはや

現に「公にされている情報」とも，「公にすることが予定さ

れている情報」とも認められず，法５条１号ただし書イに

該当しないと認められる。 
25-8 答申２５（行情）４５７ 

「特定作業船衝突事件にお

ける海難審判の裁決書の証

拠の一部開示決定に関する

件」 
 
・ 公開で行われた海難審

判の審判廷に係る記録で

あっても，公開されてい

る裁決書に記載されてい

ない個人情報は，５条１

号ただし書イ，ロ及びハ

に該当せず，不開示が妥

当とされた例 

２ 不開示情報該当性について 
（略） 
（２）不開示情報該当性について 
（略） 

ウ 法５条１号ただし書該当性について 
（ア）諮問庁は，特定作業船衝突事件の裁決の内容を公表してい

るが，受審人及び証人の氏名等及び具体的供述内容を公表した

事実はないと説明しており，この説明は，公開の審判廷以外の

場においてこれらを明らかにしていないとするものである。 
当審査会において既に公表されている特定作業船衝突事件

の裁決を確認したところ，受審人及び証人の氏名等及び具体的

供述内容について記載されておらず，上述の諮問庁の説明は是

認できる。 
（イ）また，裁決書の標目に掲げられた証拠については，海難審

判法等の関係規定に，その閲覧に関する定めは認められず，当

審査会において既に公表されている特定作業船衝突事件の裁決

を確認したところ，当該証拠に関する記載は認められない。 
したがって，海難審判が，公開の審判廷においてなされ，

その限りにおいて受審人，証人等の供述等が傍聴人に対して公

にされたとしても，このことをもって，受審人，証人等の供述

等の内容を記載した本件調書が，法令の規定により又は慣行と

して公にされ，又は公にされることが予定されているとは認め

られない。 
（ウ）こうしたことからすれば，海難審判が公開でなされること

をもって，直ちに受審人及び証人の氏名等及び個々の供述内容

の記録までもが，何人に対しても，また，いついかなる時点に

おいても公にされることを容認したものとはいえない。 



（エ）よって，別紙の２列記の部分については，法５条１号ただ

し書イに該当すると認めるべき事情は存しない。また，同号た

だし書ロ及びハに該当すると認めるべき事情も存しない。 
（注）別紙２の列記の部分とは，文書７「特定作業船衝突事件の第１

回審判調書」に記載された「（１）審判調書に記載された受審人の

氏名，生年月日，本籍，住所及び供述内容の部分」，「（２）理事官

意見書に記載された受審人及び証人の氏名及び供述内容の部分」

及び「（３）審判廷の録音記録に記録された受審人及び証人の尋問

部分（人定尋問等に対して受審人及び証人が氏名，生年月日，本

籍，住所，所属及び役職を供述する部分を含む。）」である。 
25-9 答申２５（行情）４７１ 

「医師法及び歯科医師法上

の行政処分事案に関し特定

日に開催された医道審議会

医道分科会の議事録等の一

部開示決定に関する件」 
 
・ 医師等に対する行政処

分に係る医道審議会医道

分科会に関し，被処分者

たる医師等の氏名等の情

報について，法令の規定

に基づく公表状態等を考

慮して，５条１号ただし

書イ該当性を判断した例 

３ 不開示情報該当性について 
（１）文書１，文書３及び文書４の不開示部分について 

ア これらの文書のうち，文書１は，厚生労働大臣から関係都道

府県知事への被処分者に対する意見等聴取依頼文書及び元医師

又は元歯科医師（以下「元医師等」という。）の再免許に関する

意見書提出依頼文書，文書３は，医道審議会医道分科会への諮

問書，文書４は，医道審議会医道分科会からの答申書である。 
これらの文書の不開示部分について，諮問庁は，法５条１号

に該当し，同号ただし書イないしハのいずれにも該当しない旨

説明する。 
そこで検討すると，これらの部分には，被処分者である医師

等の氏名及び住所，再免許申請をした元医師等の氏名，生年月

日，住所，医師免許取得（取消）年月日，医師免許取消理由

（罪名，判決内容及び判決年月日）及び当時の就業先並びに医

道審議会医道分科会長の署名及び印影並びに処分の原因となる

事実のあった年月日及び免許取消の原因となった事実が記載さ

れており，これは，被処分者である医師等及び再免許申請をし

た元医師等もしくは医道審議会医道分科会長に係る法５条１号

本文前段の個人に関する情報であって，特定の個人を識別する

ことができるものに該当する。 
イ 次に，法５条１号ただし書該当性について検討すると，当該

被処分者である医師等及び再免許申請をした元医師等に係る事

件の中には，実名で新聞報道された事件も含まれているが，い

ずれも新聞報道されてから本件開示請求までに１年以上が経過

しているものと認められるので，上記新聞報道された情報がい

まだに「慣行として公にされている」とはいえない。 
また，被処分者である医師等及び再免許申請をした元医師等

に係る行政処分の公表状況について，当審査会事務局職員に確

認させたところ，行政処分決定時に，当時の所属医療機関の所

在地，医療機関名，氏名，年齢，処分内容が報道発表されてい

ることが認められたことから，報道発表と本件原処分との関係

について，当審査会事務局職員をして諮問庁に確認させたとこ

ろ，諮問庁は，以下のとおり説明する。 
文書３及び文書４に掲載されている医師等の氏名のうち，行

政処分で「免許取消」となった医師等の氏名の公表について

は，違法に無資格で医業を行うことを防ぐため，取り消された



事実が確認できるよう医師の住所，氏名，年齢，事件当時の医

療機関名等を公開している。しかし，公開し続けると本人の権

利利益が害されるおそれがあるため，免許取消後５年を経過し

た場合は，非公開とすることとしているが，当該医師等につい

ては，５年を経過していないことから，法５条１号ただし書イ

に該当すると認めて開示した。 
また，文書３及び文書４に掲載されている医師等の氏名のう

ち，行政処分で「医業停止」又は「戒告」となった医師等の氏

名の公表については，医師法施行令１４条３号及び４号又は歯

科医師法施行令１４条３号及び４号（以下，医師法と歯科医師

法においてそれぞれ同様の規定内容である場合は，医師法と歯

科医師法を併せて，「医師法等」という。施行令についても同様

である。）に規定されており，開示決定時点で医業停止期間が経

過している医師等の氏名については，同号ただし書イに該当せ

ず，不開示とした。 
そこで検討すると，医師法等は，医師等の氏名その他政令で

定める事項を公表するものとすると規定し，同法施行令におい

て，医師等が戒告又は医業の停止の処分を受けた場合で再教育

研修を修了していない者について，その処分に関する事項を公

表するものとしている。これらの法令に基づき，厚生労働省

は，医道審議会において処分が決まると，被処分者の住所，氏

名，医療機関名，事件の概要，司法処分等についての一覧表を

報道機関に資料配布している。この資料はその後も要望があれ

ば配布しているが，その間に再教育研修が修了した医師等に関

する記載は，氏名等個人を特定できる情報を不開示にしたもの

を配布している。また，厚生労働省のホームページ上で利用で

きる医師等資格確認システムにおいても，行政処分に関する情

報については，医業等停止期間が経過した後は，再教育が未修

了の場合を除き表示されないことになっている。 
このように，医師等に対する行政処分に関する情報について

は，法令の規定に基づき公にされ又は公にすることが予定され

ているものといえる。ただし，再教育研修を修了した者（医業

等停止については停止期間を経た後再教育研修を修了した者）

については，公表しないものと施行令において明記されてお

り，現に個人を特定できる記載は公表しない扱いとなっている

ことから，法令の規定に基づき公にされることが予定されてい

るのは，かかる制限の範囲内にとどまる。 
そうすると，医師等に対する行政処分に関する情報について

は，法５条１号ただし書イが適用されるが，再教育研修を修了

した者（医業等停止については停止期間を経た後再教育研修を

修了した者）については，公表を制限している法令の趣旨に照

らし，その時点で同号ただし書イの適用はなくなると解され

る。 
しかしながら，別紙４の１に掲げる部分は，行政処分で免許

取消となった医師等に係る情報であり，原処分で既に開示され

ている情報と同一の情報であるから，法５条１号ただし書イに



該当し，開示すべきである。 
  （略） 
（３）文書５の不開示部分について 

ア 当該文書は，医道審議会医道分科会の資料であり，このう

ち，行政処分関係の資料の不開示部分には，①被処分者である

医師等の氏名，住所（関連部分を含む。），本籍，生年月日（事

件当時の年齢を含む。），（歯科）医籍登録内容及び処分の原因と

なる事実のあった年月日並びに被処分者である医師等以外の者

の氏名，②医療機関等の名称，所在地，開設者等の情報及び事

件の現場，③類似事案の前例（司法処分等，行政処分），④事件

の概要，聴取の概要及び団体等の意見等が記載されている。 
（略） 

（ウ）上記③の部分について 
ａ 当該部分について，諮問庁は，理由説明書において，法５

条１号に該当し，同号ただし書イないしハのいずれにも該

当しない，また，これを公にすると，被処分者が，個々の

事案の概要又は司法処分等と行政処分の対応関係のみに着

目し，自らの事案と比較することにより，上記意見聴取に

おいて，事案の比較に関する質問に終始するなど，医師等

に対する行政処分に関する事務の適正な遂行に支障を及ぼ

すおそれがあることから，同条６号柱書きにも該当する旨

説明する。 
（略） 
ｃ 次に，法５条１号該当性について検討する。 
（ａ）当該部分は，「類似事案の前例」「司法処分等」及び「行

政処分」の３つの項目からなり，「類似事案の前例」の項

目には，年月，被処分者の氏名及び類似事案の要旨，「司

法処分等」の項目には，罪名及び宣告刑，「行政処分」の

項目には，行政処分の内容がそれぞれ記載されている。 
当該部分は，前例の事案ごとに被処分者の氏名が記載

されていることから，法５条１号本文前段の個人に関す

る情報であって，特定の個人を識別することができるも

のに該当する。 
（ｂ）次に，法５条１号ただし書該当性について検討すると，

以下のとおりである。 
当該個人の氏名，事案の要旨及び行政処分の内容につ

いては，処分時には公表されているが，このことからた

だちに，類似事案の前例（司法処分等，行政処分）の部

分に当該個人の氏名及び事案の要旨等が記載されている

とは認められず，他の者の処分の際の類似事案として公

にされる慣行があるとまでは言えないし，その他法令の

規定により又は慣行として公にされるものとはいえな

い。よって，当該部分は，法５条１号ただし書イに該当

せず，同号ただし書ロ及びハに該当する事情も認められ

ない。 
（ｃ）さらに，法６条２項による部分開示について検討する



と，以下のとおりである。 
ⅰ）免許取消となった医師等に係る各項目の記載につい

ては，原処分において当該医師等の氏名が既に開示さ

れていることから，部分開示の余地はない。 
ⅱ）次に，免許取消以外の行政処分となった医師等に係

る記載について検討する。 
まず，「類似事案の前例」の項目にある，被処分者の

氏名の記載は，個人識別部分そのものであるから，部

分開示の余地はない。 
その余の，「類似事案の前例」の項目の年月及び類似

事案の要旨，「司法処分等」並びに「行政処分」の項目

の記載については，これらすべてを公にすると，一定

期間は，氏名とともに，住所，医療機関名，事件の概

要，刑罰及び行政処分等が公表され，その後も，氏

名，住所，医療機関名等を除き公表されていることか

らすれば，年月とともに公にすることにより，当該個

人の周辺の者には当該個人が識別される可能性があ

り，当該個人の権利利益を害するおそれがないとは認

められないので，部分開示をすることはできない。 
これに対し，年月を除き，「類似事案の前例」の項目

の類似事案の要旨，「司法処分等」及び「行政処分」の

項目の記載のみを公にする場合は，これをもって，当

該個人が識別される可能性があるとは認められないこ

とから，これを公にしても，個人の権利利益を害する

おそれがないと認められるので，法６条２項に基づ

き，部分開示すべきである。 
26-4 答申２６（行情）２０３ 

「護衛艦たちかぜに関する

訴訟に関して横浜地方法務

局が防衛庁・自衛隊から取

得した文書の一部開示決定

に関する件」 
 
・ 民事訴訟の事件番号の

５条１号ただし書イの公

表慣行について，当該事

件番号が付された訴訟の

周知度，性質及び種類，

他の制度の利用などによ

る情報へのアクセスの容

易性，当該情報が掲載さ

れた民間の刊行物等に関

する一般の周知度，情報

の作成主体，期待される

説明責任の程度，公務員

の職務との関連性の程度

３ 本件対象文書１の不開示情報該当性について 
（１）当審査会において，本件対象文書１を見分したところ，文書１

は，国を当事者とする訴訟や訴訟告知を受けた事件について，訴

訟を追行する法務大臣や指定代理人が，行政庁に対し，当該訴訟

に係る事実関係や相手方主張の当否，訴訟追行に関する行政庁の

意見等を照会したことに対する海上自衛隊からの回答（調査回報

書）であり，当該調査回報書を基に検討及び協議を行い，国側の

主張・立証を組み立てるなどするものであると認められ，文書２

は文書１に関連する検討資料であることが認められる。 
ア 文書１の事件番号について 
（ア）当該不開示部分について，諮問庁は，理由説明書において，

「訴訟記録は一般の閲覧に供されており（民事訴訟法９１条

１項），当該番号を知ることで，訴訟記録を閲覧し，当該訴訟

記録に記載された原告らの氏名等から特定の個人を識別する

ことができるから，当該事件番号は，法５条１号本文の個人

識別情報に当たるというべきである」と主張するところ，当

該番号が明らかになると，訴訟記録の閲覧制度を利用して，

当該事件記録を閲覧することが可能になり，これによって，

訴訟関係者である個人を特定することが可能であることか

ら，事件番号は，法５条１号本文前段の個人に関する情報で



等を総合的に考慮して判

断が行われるべきものと

し，現時点では公表慣行

があるとはいえないなど

とした例 

あって，特定の個人を識別できるものに該当する。 
（イ）次に，法５条１号ただし書イの該当性について検討する。 

Ａ そもそも，法５条１号ただし書イの「慣行として公にさ

れ，又は公にすることが予定されている情報」に当たるか

否かの判断は，実際に知り得べき情報であるかという点に

ついて，社会通念に従い評価されるべき性質のものであ

る。例えば，事件番号に関するかかる判断は，単一の指標

で形式的に行われるべきものではなく，当該事件番号が付

された訴訟の周知度，性質及び種類（民衆訴訟であるか否

か等），他の制度の利用などによる情報へのアクセスの容易

性，当該情報が掲載された民間の刊行物や民間のウェブサ

イトに関する一般の周知度，情報の作成主体，期待される

説明責任の程度，公務員の職務との関連性の程度等を総合

的に考慮して行われるべきものである。当審査会における

従来の答申においても上記指標を踏まえた判断が示されて

おり，最高裁判所や国の機関のウェブサイトへの掲載など

は単独の指標により比較的容易に公表慣行を判断できる点

に特色があるが，そうした事案においても上記の総合的考

慮が行われていることがうかがわれる。他方，民間の刊行

物や民間のウェブサイトへの掲載により「直ちに」公表慣

行が認められるわけではないとする答申も上記総合判断を

前提としたものである（当審査会答申平成１９年度（行

情）第６５号，同第７３号，同第５４１号，平成２２年度

（行情）第５６５号等参照）。 
Ｂ そこで，本件について，上記視点から公表慣行が存在す

るか判断する。 
まず，民事訴訟記録を閲覧するには，当事者名及び事件

番号の双方あるいはいずれかを明示するなどして，事件を

特定する必要があり，当事者氏名及び事件番号が分からな

い状態では，現実には当該事件記録を閲覧することは困難

であるから，何人も訴訟記録を閲覧できるという制度があ

ることをもって，事件番号について公表慣行があるという

ことはできない。 
また，本件については，当審査会事務局職員をして，あ

る民間有料判例検索システムを確認させたところ，本件判

決を検索することができ，これにより事件番号も知ること

ができたが，民間の有料判例検索システムは複数存在し，

それぞれ有料の会員資格のある者のみが利用できるもので

あり，広く普及しているとまではいえないことから，現時

点で，これをもって公表慣行があるとは認め難い。 
そして，最高裁判所のウェブサイトに現に掲載されてい

る情報については，その掲載の趣旨，目的や個人情報に対

する配慮の状況等が情報公開制度と共通するものである限

り，その情報中の事件番号についても，公表慣行があると

解する余地もあるが，当審査会事務局職員をして，最高裁

判所ウェブサイトを確認させたところ，本件判決は掲載さ



れていなかった。 
その他に公表慣行の存在を認めるに足りる事情も存しな

い。 
よって，法５条１号ただし書イの公表慣行があるとは認

められない。 
（略） 

５ 付言 
訴訟事件の事件番号の開示について，審議経過を踏まえて問題点

を指摘する。 
（１）事件番号は，それ自体から直ちに特定の個人を識別することが

できるものではなく，むしろ特定の事件の呼称として，一定の範

囲内では相応に流通し，利用されている事実があるといえる。こ

うした性質を踏まえつつ，事件の特殊性などから公表慣行を認め

て事件番号の開示を答申した例もある（当審査会答申平成１９年

度（行情）第７３号参照）。本答申では，事件番号について公表慣

行を認めなかったが，上記３（１）ア（イ）で述べた総合判断に

より，事件番号について公表慣行が認められる場合があることを

否定するものではない。 
（２）本件では，ある民間有料判例検索システムで本件判決を検索す

ることにより，事件番号を知ることができたものの，これをもっ

て公表慣行があるとは認められないと判断した。しかし，今後，

裁判例の検索は，電子システムによる判例検索が中心になると推

測され，そこで提供される判例は匿名化等の情報公開制度と共通

の配慮がなされるものと考えられる。このように，民間の判例検

索システムが広く普及し，安価かつ容易に利用できるようにな

り，上記配慮もなされているならば，これにより検索可能である

ことをもって公表慣行を認める余地があろう。 
26-5 答申２６（行情）２１６ 

「特定保険医療機関に係る

個別指導等に関する文書の

一部開示決定に関する件」 
 
・ 公務員が職務遂行上の

行為において記載した氏

名の「自署」について，

活字による氏名と同様に

開示すべきとした例 

３ 本件不開示部分の不開示情報該当性について 
（１）文書２について 
 （略） 

ウ （略）当審査会事務局職員をして諮問庁に確認させたとこ

ろ，特定社会保険事務局（当時）職員の活字による氏名部分

は，当該職員の職務の遂行に係る情報に含まれるものであり，

「各行政機関における公務員の氏名の取扱いについて」（平成１

７年８月３日情報公開に関する連絡会議申合せ）に基づき，特

段の支障が生ずるおそれがない場合は公にすることとされてい

ることから，また，特定県職員の活字による氏名部分について

も，通常，公にすることが予定されていることから，いずれも

法５条１号ただし書イに該当するものとして開示したが，これ

らの者の自署による氏名についてまで，公にすることが予定さ

れているものとはいえず，同号の不開示情報に該当すると判断

したとしている。 
なお，監査の聴取調書及び実地調査の調査書を作成する上で

の聴取者の自署による記名や個別指導選定委員会の議事録を作

成する上での署名委員とされている職員の署名について，自署

とすることを必要とする旨の定めはなく，これらの文書におけ



る記名は，ワープロソフトで印刷した活字によるもので差し支

えないとのことであった。 
エ 確かに，自署による氏名については，契約文書における自署

などのように押印と同様の認証的機能を持つ場合があるもの

の，一般的な行政文書において，公務員が職務の遂行に関して

氏名を自署する場合は，当該職務の遂行者又は責任者として氏

名が記録されるにすぎず，諮問庁において必ずしも自署とすべ

き必要性があるものではないとしていることからも，活字によ

り記載された氏名に比して，自署の固有の形状等が単なる氏名

の記録以上の特段の意味を持つものとは認められず，本件の場

合，その固有の形状等が明らかになることにより，悪用され，

当該個人の権利利益を害することとなるなど，上記申合せにお

ける特段の支障が生ずるおそれがあるとも認められない。 
オ したがって，本件不開示部分１のうち，監査の聴取調書及び

実地調査の調査書における聴取者並びに特定県指導対象保険医

療機関等選定委員会議事録における署名委員の氏名の自署部分

（別紙の２の①ないし③）については，上記申合せにより，活

字により記載されている氏名と同じく，法５条１号ただし書イ

の慣行として公にされている情報に該当すると認められ，同号

の不開示情報に該当せず,開示すべきである。 
27-6 答申２７（行情）４４３ 

「職員別給与簿の一部開示

決定に関する件」 
 
・ 経済産業大臣等の職員

別給与簿の記載内容につ

いて，「特別職の職員の

給与に関する法律」等の

規定により明らかな部分

については，法５条１号

ただし書イに該当し，開

示すべきであるとした例 
 

２ 不開示情報該当性について 
（略） 
そこで，法５条 1 号ただし書該当性について検討すると，当該不

開示部分のうち，下記に掲げる部分を除く部分については，同号た

だし書イないしハに該当する事情も認められず，さらに，個人識別

部分である氏名が開示されていることから，法６条２項の適用の余

地はなく，不開示とすることが妥当である。 
しかしながら，国務大臣及び大臣政務官については，「特別職の

職員の給与に関する法律」２条により国会議員から任命された者の

受ける給与は俸給，地域手当及び期末手当とされ，それ以外の手当

等は支給されないこと，同法３条（別表１）に俸給月額の規定，同

法７条の２に地域手当の規定があり，「国家公務員の給与の改定及

び臨時特例に関する法律」１７条に俸給月額の減額の規定，「国会

議員の歳費，旅費及び手当に関する法律」７条に公務員を兼ねる歳

費の規定があり，これらにより，俸給月額及び俸給支給額が判明

し，人事院規則９－４９の附則別表により地域手当の支給割合が判

明することから，別紙の番号１に掲げる部分は，法５条１号ただし

書イに該当し，開示すべきである。 
また，事務次官については，「一般職の職員の給与に関する法

律」１９条の８により各種手当等の規定の適用が除外されているこ

と，同法６条（別表１１）に俸給月額の規定，人事院規則９－４２

の別表に号俸の規定，「国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関

する法律」９条に俸給月額の減額の規定があり，これらにより，俸

給月額及び俸給支給額が判明し，人事院規則９－４９の附則別表に

より地域手当の支給割合が判明することから，別紙の番号２に掲げ

る部分は，法５条１号ただし書イに該当し，開示すべきである。 



さらに，経済産業省本省局長については，同省の指定職の人事異

動は公表されていること及び「一般職の職員の給与に関する法律」

１９条の８により各種手当等の規定の適用が除外されていることか

ら，別紙の番号３に掲げる部分は，法５条１号ただし書イに該当

し，開示すべきである。 
 
別紙 
１ 国務大臣及び大臣政務官について 
 
（１）１枚目 

「任免事項」欄，「扶養手当」欄，「異動に伴う手当」欄，「通

勤手当」欄，「住居手当」欄，「宿舎費」欄及び「単身赴任手当・

基礎額」欄 
（２）２枚目 

「職員コード」欄，「期末手当」欄及び「給与支給累計 給与

支給総額」欄を除く部分 
 
２ 事務次官について 
（１）１枚目 

「任免事項」欄（事務次官発令日前の「級号俸」欄及び「俸給

月額」欄を除く。）及び「住居手当」欄 
（２）２枚目 

「職員コード」欄，「俸給支給額」欄（事務次官発令日前），

「広域異動手当 地域手当」欄（事務次官発令日前），「期末手

当」欄，「勤勉手当」欄，「通勤手当」欄及び「給与支給累計 給

与支給総額」欄を除く部分 
 

３ 経済産業省本省局長について 
（１）１枚目 

ア １人目，２人目，４人目及び７人目 
任免事項欄（「級号俸」欄，「特別調整額」欄及び「俸給の月

額」欄を除く。）の１行目ないし３行目及び「住宅手当」欄

（「変更月日」欄を除く。） 
イ ３人目 

任免事項欄（「級号俸」欄，「特別調整額」欄及び「俸給の月

額」欄を除く。）の２行目及び「住宅手当」欄（「変更月日」欄

を除く。） 
ウ ５人目，６人目及び８人目ないし１０人目 

任免事項欄（「級号俸」欄，「特別調整額」欄及び「俸給の月

額」欄を除く。）の１行目及び２行目並びに「住宅手当」欄

（「変更月日」欄及び６人目については１行目を除く。） 
（２）２枚目 

「職員コード」欄，「俸給支給額」欄，「広域異動手当 地域手

当」欄，「期末手当」欄，「勤勉手当」欄，「通勤手当」欄及び

「給与支給累計 給与支給総額」欄を除く部分 
28-2 答申２８（行情）５１０ ２ 本件不開示部分の不開示情報該当性について 



「海事補佐人の一覧表の一

部開示決定に関する件」 

 

・ 海事補佐人になるため

には一定の資格を有する

ことが必要であるとされ

ているところ，弁護士に

ついては，日本弁護士連

合会の弁護士名簿に登録

され，氏名等が公表され

ているから，資格欄の弁

護士との記載は，原処分

で開示された海事補佐人

の氏名から当然知り得る

情報といえ，また，弁護

士事務所の住所，郵便番

号，電話番号及びＦＡＸ

番号についても，公表さ

れているから，氏名欄が

既に開示されている海事

補佐人の一覧表の資格

欄，郵便番号（事務所）

欄，事務所（住所）欄，

電話番号（事務所）欄及

びＦＡＸ番号欄の各欄の

記載のうち弁護士に係る

ものは，法５条１号ただ

し書イに該当し，開示す

べきであると判断した例 

（略） 
（３）上記（２）の諮問庁の説明を踏まえ，以下検討する。 

 （略） 
イ 諮問庁は，上記（２）エのとおり，本件不開示部分①の資格

欄の記載について法５条１号ただし書イに該当しない旨説明す

るが，弁護士については，日本弁護士連合会の弁護士名簿に登

録され，氏名等が公表されているから，原処分で開示された海

事補佐人の氏名と照合すればその者が弁護士であるかどうかを

容易に知ることができる。したがって，資格欄の弁護士との記

載は，海事補佐人の氏名から当然知り得る情報といえるから，

公にされているものと認められる。そして，弁護士について

は，事務所の住所，郵便番号，電話番号及びＦＡＸ番号が公表

されているから，本件不開示部分①，⑧，⑨，⑩及び⑪の各欄

の記載のうち弁護士に係るものは，公にされている情報であっ

て，法５条１号ただし書イに該当するので，開示すべきであ

る。 
 
（注）本件不開示部分⑧は郵便番号（事務所）欄，⑨は事務所

（住所）欄，⑩は電話番号（事務所）欄，⑪はＦＡＸ番号

欄の各欄の記載である。 

28-3 答申２８（行情）７２９ 

「特定の情報公開の不開示

決定に関与した公務員等全

員の出勤簿の不開示決定に

関する件」 

 

・ 「特定の情報公開請求

の不開示決定に関与した

情報公開窓口職員の出勤

簿」の開示請求につい

て，諮問庁が説明する本

件開示請求の経緯及び審

査請求人の言動からする

と，職員の氏名及び印影

については，「各行政機

関における公務員の氏名

の取扱いについて」（情

２ 不開示情報該当性について 
（略） 

（２）当審査会事務局職員をして，諮問庁に対し，本件開示請求の経

緯及び本件対象文書を不開示とすべき理由等について改めて確認

させたところ，諮問庁は，おおむね以下のとおり説明する。 
ア 本件開示請求の経緯 
（ア）本件は，審査請求人からの別件行政文書開示請求事案（以

下「別件事案」という。）について，開示請求書に開示文書の

写しを送付するよう記載して郵便切手を同封していたもの

の，国土交通省ではそのような便宜的取扱いをしていないこ

とから，大臣官房広報課情報公開室の職員がこれを使わずに

返送し，原則どおり開示の実施方法等申出書とともに郵便切

手を送付するよう求めたことに端を発したものである。 
（イ）審査請求人は，職員の上記対応に激高し，複数回にわたり

情報公開室に電話をかけ，応対した職員の説明に対して冷静

に聞く態度を全く示さず，「開示請求書にこちらの希望を書い

てあるだろう。なぜできないのか。お前らは無能か。公務員



報公開に関する連絡会議

申合せ）にいう「特段の

支障の生ずるおそれがあ

る場合」に該当し，ま

た，法５条１号ただし書

イに該当しないなどとし

て，出勤簿の全てを不開

示としたことは妥当であ

ると判断した例 

なら国民のために働くんだろう。」などと一方的に罵詈雑言を

浴びせ，「俺は，お前を刑事告発してクビにさせることができ

るんだぞ」，「お前は公務員職権濫用罪で死刑だぞ」などと暴

言を繰り返した。また，職員が提出を求めた別件事案の開示

の実施方法等申出書に「郵便切手を２回郵送しなければなら

ない理由を１週間以内に書面で回答せよ。回答がない場合

は，関係者等を刑事告訴する。」などと記載して提出した。 
（ウ）そして，審査請求人は，別件事案を担当した職員を「仕事

が出来ない」と批判して「別件事案を処理した仕事ができな

い公務員等全員の出勤簿」の開示請求を行い，不開示決定を

受けると，（ⅰ）同不開示決定の手続に関与した職員等の出勤

簿等，（ⅱ）同不開示決定に対する行政不服申立事件について

当審査会に諮問時に提出した理由説明書の作成に関与した公

務員等の出勤簿，（ⅲ）同理由説明書に「当方」等と記載され

ている職員の出勤簿及び（ⅳ）特定期間に国土交通省情報公

開担当部署で職務を遂行していた公務員等全員の出勤簿（責

任者を含む。）と立て続けに開示請求を行った。そして，いず

れも不開示決定を受けると，（ⅳ）の開示請求に対する不開示

決定（平成２８年４月２８日付け国広情第２３号）に関与し

た公務員等全員の出勤簿（本件対象文書）の開示請求を行っ

たものである。これらの開示請求は，同じ情報公開室に所属

する職員の出勤簿の開示を繰り返し求めるものと認められ

る。 
（エ）このように，審査請求人は，情報公開室の職員の行為があ

たかも犯罪に当たるかのように因縁を付け，刑事告発するな

どと威圧的な言動を行った上，職員の出勤簿の開示を執拗に

求めていることからすると，本件開示請求の意図，目的に

は，職員に対して危害を及ぼそうとする悪意がうかがえる。 
イ 法５条１号該当性 
（ア）本件対象文書は，職員の氏名の記載があることから，それ

ぞれ，各職員ごとに，全体として法５条１号本文前段の個人

に関する情報であって，特定の個人を識別することができる

ものに該当する。 
（イ）情報公開室の職員は公務員であるところ，平成１７年８月

３日情報公開に関する連絡会議申合せ「各行政機関における

公務員の氏名の取扱いについて」（以下「申合せ」という。）

によれば，公務員の職務遂行に係る情報に含まれる当該公務

員の氏名については，特段の支障の生ずるおそれがある場合

を除き，公にするものとされており，申合せにいう特段の支

障の生ずるおそれがある場合とは，氏名を公にすることによ

り，法５条２号から６号までに掲げる不開示情報を公にする

こととなるような場合及び個人の権利利益を害することとな

るような場合としている。 
（ウ）上記アに記載した本件開示請求の経緯からすると，本件対

象文書に記載された各職員の氏名及び印影を公にすると，各

職員があたかも犯罪を行ったかのような誹謗，中傷又は攻撃



の対象となる危険性があり，各職員の権利利益を害するほ

か，今後，各職員が開示請求者の威圧的な要求に対して正当

な反論を差し控えるなどの事態を生じさせ，諮問庁の情報公

開事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあり，申合せに

いう特段の支障の生ずるおそれがあるものと認められる。 
したがって，本件対象文書の各職員の氏名及び印影は，法

５条１号ただし書イの法令の規定により又は慣行として公に

され，又は公にすることが予定されている情報には該当せ

ず，同号ただし書ロ及びハに該当する事情も認められない。 
（略） 

（３）上記（２）の諮問庁の説明を踏まえ，以下，検討する。 
ア 本件開示請求の経緯をみると，諮問庁が説明するとおり，別

件事案を端緒として，審査請求人から情報公開室の職員の出勤

簿の開示請求が立て続けに行われ，更に本件対象文書の開示請

求に至ったことが認められる。 
イ また，審査請求人が電話等で，職員の行為が犯罪に当たるか

ら刑事告発するなどと威圧的な言動を行ったという上記諮問庁

の説明は，これを否定できない。 
ウ 本件対象文書は，職員の氏名の記載があることから，それぞ

れ，各職員ごとに，全体として法５条１号本文前段の個人に関

する情報であって，特定の個人を識別することができるものに

該当すると認められる。 
エ 本件対象文書の①欄及び②欄の各職員の氏名及び印影につい

ては，諮問庁の説明する本件開示請求の経緯及び審査請求人の

言動からすると，これらを公にすると上記（２）イ（ウ）に記

載した特段の支障の生ずるおそれがあるとの諮問庁の説明は，

これを否定し難い。そうすると，各職員の氏名及び印影は，法

５条１号ただし書イの法令の規定により又は慣行として公にさ

れ，又は公にすることが予定されている情報には該当せず，同

号ただし書ロ及びハに該当する事情も認められない（印影は，

当該職員が特定日に出勤して職務に従事したことを示すもので

はあるが，職務遂行の内容に係る情報とはいえない。）。さら

に，当該氏名及び印影は，特定の個人を識別することができる

こととなる記述等の部分であるから，法６条２項による部分開

示の余地はない。 
オ 次に，本件対象文書の③欄ないし⑥欄には，各職員の休暇の

取得状況等の私生活に関わる情報や異動に係る情報が記載され

ているところ，これらの情報は，当該職員の公務員としての職

務遂行の内容に係る情報であるとは認められず，法５条１号た

だし書ハに該当しない。また，同号ただし書イ及びロに該当す

る事情も認められない。さらに，これらの情報を公にすると，

知人，同僚等であれば当該職員を特定することが可能であり，

その場合，当該職員の私生活の内容を知られる結果となること

から，当該職員の権利利益を害するおそれがないとは認められ

ず，法６条２項による部分開示をすることはできない。 
カ したがって，本件対象文書の①欄ないし⑥欄に記載された情



報は，全て法５条１号の不開示情報に該当し，これらを除いた

様式部分に有意の情報が記載されていないとの諮問庁の説明も

首肯することができるから，本件対象文書の全部を不開示とし

たことは，同条６号柱書き及び権利の濫用の点について判断す

るまでもなく，妥当である。 
28-4 答申２８（行情）７６８ 

「「Ｈ２７年度 開示請求

人が来省した時に忙しいこ

とを理由として文部科学省

における窓口対応をするこ

となく後日文書特定のため

補正依頼をした行政文書開

示請求書」の一部開示決定

に関する件」 
 
・ 異議申立人が，不開示

とされた個人の住所のう

ち，都道府県部分のみの

開示を求めたことについ

て，法６条２項が部分開

示を認めた趣旨に照らす

と，当該住所のうち，都

道府県部分をそれ以外の

住所の詳細部分と切り離

して部分開示の対象とす

ることはできないという

べきであるとして，これ

を認めなかった例 

２ 本件不開示部分の不開示情報該当性について 
（１）本件不開示部分について 

（略） 
イ 当審査会において本件対象文書を見分したところ，原処分に

おいては諮問庁が上記において説明するとおり，上記１の①な

いし③の部分が不開示とされていることが認められ，本件不開

示部分は，開示請求者が個人である場合の行政文書開示請求書

の住所又は居所欄に記載されている住所の都道府県部分である

と認められる。 
（２）本件不開示部分の不開示情報該当性について 

（略） 
イ 次に，本件不開示部分の法６条２項による部分開示の可否を

検討すると，まず，開示請求者の住所全体については，開示請

求者の氏名，電話番号等と一体となって「特定の個人を識別す

ることができることとなる記述等の部分」に該当することか

ら，部分開示の余地はない。 
また，法６条２項が個人情報について部分開示を認めた趣旨

は，個人識別情報のうち，個人識別部分と個人の権利利益を侵

害する部分を除いた部分について開示を認めることにより，個

人情報の保護に支障のない範囲で情報の公開を図ろうとするも

のであるから，かかる趣旨に照らすと，開示請求者の住所のう

ち，都道府県部分をそれ以外の住所の詳細部分と切り離して部

分開示の対象とすることはできないというべきである。 
ウ したがって，本件不開示部分は，法５条１号の不開示情報に該当

するので，これを不開示としたことは妥当である。 
28-5 答申２８（独情）９７ 

「「特定地区に係る建築物

の建設義務について」の一

部開示決定に関する件」 
 
・ 建築基準法９３条の２

及び同法施行規則１１条

の４の規定により，閲覧

の請求があった場合には

これを閲覧させなければ

ならないとされている建

築計画概要書により判明

する特定会社の担当者氏

名について，法５条１号

ただし書イに該当し，開

示すべきと判断した例 

２ 本件不開示部分の不開示情報該当性について 

（略） 

（２）以下，上記諮問庁の説明を踏まえて検討を行う。 

ア 別紙の３に掲げる部分について 

当該部分は，各特定会社の担当者の氏名の記載であることか

ら，法５条１号本文前段に規定する個人に関する情報であっ

て，特定の個人を識別することができるものに該当すると認め

られる。 

建築基準法９３条の２及び同法施行規則１１条の４の規定に

より，建築計画概要書については，閲覧の請求があった場合に

は，これを閲覧させなければならないとされている。この点，

諮問庁は，当該部分について，建築基準法に基づく建築計画概

要書の閲覧及び交付の実施は各特定行政庁の運用で行われてお

り，特定地方公共団体のホームページにおいて「閲覧制度の趣

旨に沿わないと判断する閲覧請求には応じられません」との記

載があることから，法５条１号ただし書イには該当しないと判



断した旨説明する。 

しかしながら，地方公共団体における建築計画概要書の閲覧

制限は，制度の趣旨を逸脱して明らかに営業目的で請求する場

合や建築物を特定せずに大量の請求を行う場合については当該

請求を拒否しても違法ではないとする，国土交通省住宅局建築

指導課長名での技術的助言に基づき例外的に行われているにす

ぎないものであることから，建築計画概要書に記載された情報

は「法令の規定により」公にされ，又は公にすることが予定さ

れている情報と解すべきものであり，したがって，当該部分は

法５条１号ただし書イに該当し，同号の不開示情報には該当し

ない。 

29-1 答申２９（独情）５３ 
「起案文書「個人情報保護

及び情報セキュリティに関

する研修の実施について」

の一部開示決定に関する

件」 
 
・ 起案文書等の日常の職

務で作成される文書に押

印された印影について，

職務遂行者の氏名を表示

する以上に，その形状等

に認証的機能があるもの

とは一般的に認め難いと

して，法５条１号ただし

書イに該当し，開示すべ

きであると判断した例 

２ 本件不開示部分の不開示情報該当性について 

（略） 

（２）以下，検討する。 

本件不開示部分は，起案文書に押印された係長級以上の職員の

印影であり，法５条１号本文前段の個人に関する情報であって，

特定の個人を識別することができるものに該当する。 

そこで，法５条１号ただし書イ該当性について検討すると，神

戸大学においては，従来から，起案文書における係長級以上の職

員の印影について，氏名と同様に「慣行として公にされ，又は公

にすることが予定されている情報」として開示する取扱いをして

きたことが認められる。 

ところで，起案文書等の日常の職務で作成される文書に押印さ

れた印影については，職務遂行者の氏名を表示する以上に，その

形状等に認証的機能があるものとは一般的に認め難く，現に行政

機関及び多くの独立行政法人等において，起案文書等に押印され

た職員の印影を氏名と区別せずに取り扱っていることからする

と，神戸大学の上記取扱いは，正当なものであって，何ら誤りは

ないというべきである。そして，神戸大学の上記取扱いを変更す

べき実質的な理由は何ら示されていないのであるから，本件開示

請求を審議した情報公開・個人情報保護審査委員会の判断で従来

の公表慣行がなくなったとする上記諮問庁の説明は，是認し難

い。 

したがって，本件対象文書についても，神戸大学の従来の取扱

いに従って開示・不開示を判断すべきところ，本件不開示部分

は，法５条１号ただし書イ（慣行として公にされ，又は公にする

ことが予定されている情報）に該当し，同号の不開示情報には該

当しない。 

 

30-4 答申３０（行情）１９９ 
「行政文書ファイル「終戦

に伴う書類焼却処分等対連

合国関係書類綴」に含まれ

る文書の一部開示決定に関

する件」 
 

２ 不開示情報該当性について 
（略） 
（２）特定の５名の旧軍人の履歴について 
  ア 当該部分を不開示としたことについて，諮問庁は，理由説明

書（上記第３の３）において以下の旨を説明し，原処分を維持

して不開示とすることが妥当であるとする。 
（略） 



・ 特定の５名の旧軍人の

履歴について，防衛省防

衛研究所戦史研究センタ

ー（資料室）において管

理し，公開している史料

と同じ記載が認められる

部分は，公表慣行がある

と認められ，法５条１号

ただし書イに該当すると

した例 

（イ）本件対象文書は，旧陸軍軍人の履歴を含むものであり，法

５条１号の特定の個人を識別できることにあたるほか，特定

の個人を識別することができないとしても，懲罰に関する事

項，疾病や罹病に関する事項など個人のプライバシーに係る

事項が含まれている場合があることから，公にすることによ

り，なお個人の権利利益を害するおそれがある情報であると

いえる。 
また，上記の部分のみ不開示とした場合，不開示部分に

は，懲罰，疾病・罹病に関する事項などの個人のプライバシ

ーに係る機微な情報の記載があることが容易に判断でき，そ

の記載があるということ自体を公にすることとなり，なお個

人の権利利益を害するおそれがあるといえるため，履歴部分

を包括的に不開示とすることが，法５条の趣旨に照らし，妥

当である。 
さらに，そもそも本件対象文書は，上述のように個人の権

利利益を害するおそれのある旧陸軍軍人の履歴を含むもので

あり，そのような文書の性格にかんがみれば，当該文書を公

にすべきではないことはもとより，公にする慣行も存在しな

いものである。審査請求人が主張するように，公開されてい

る資料によって部分的に情報を知りうる状態にあるとして

も，かかる事由をもって，法令の規定により又は慣行として

公にされたものと解することはできない。よって，同号ただ

し書イからハまでのいずれにも該当しない。 
イ 法５条１号本文該当性について 
（ア）当該部分は，本件対象文書における掲載順に，特定の５名

の旧軍人Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ及びＥの履歴の部分である。原処分

では，当該旧軍人の氏名及び階級が開示されている。 
（イ）本件対象文書を見分したところ，当該部分には，当該旧軍

人の旧陸軍に関する履歴が記載されていることが認められ

る。 
    当該部分は，原処分で開示された氏名及び階級と併せる

と，それぞれ法５条１号本文前段に規定する個人に関する情

報であって，特定の個人を識別することができるものに該当

する。 
なお，当該部分には，上記ア（イ）で述べられている「懲

罰，疾病・罹病に関する事項」が記載されているとは認めら

れない。 
ウ 法５条１号ただし書該当性について 
（略） 

（イ）法５条１号ただし書イ該当性 
ａ 審査請求人は，審査請求書（上記第２の２（３））にお

いて，インターネット上の「アジア歴史資料センター」

（国立公文書館において運営）では，資料が多数公開され

ていること，防衛省防衛研究所が所蔵している旧陸軍軍人

の名簿には，膨大な数の旧軍人の詳細な情報が収録されて

いること，旧軍人らの情報を集めた各種の人物辞典も刊行



されていること等を掲げ，特定の旧軍人に関する情報は公

になっている旨を述べていることから，当該部分について

の法５条１号ただし書イ該当性を主張しているものと解さ

れるので，以下，検討する。 
ｂ 民間の出版業者による旧軍人らの情報を集めた各種の人

物辞典等刊行物については，当該出版業者による独自の取

材・編集に基づいて発行されるものであるから，そこに登

載された情報が直ちに公表慣行を基礎付けるものとはいえ

ない。 
ｃ 当審査会事務局職員をして，インターネット上のアジア

歴史資料センター及び防衛省防衛研究所戦史研究センター

（史料室）（以下「戦史研究センター」という。）について

確認させたところ，以下のとおりであった。 
（ａ）インターネット上のアジア歴史資料センターについて

は，軍歴，履歴，人名等で検索したものの，該当する履歴

等は見つからなかった。 
（ｂ）戦史研究センターにおいて管理し，公開されている史

料の確認結果は，以下のとおりである。 
ⅰ 史料名「旧陸軍将校（１２２名）履歴綴」には，旧軍人

のＡ，Ｃ及びＥの３名についての履歴が記載されており，

当該履歴は，本件対象文書に記載される同３名の履歴と比

較すると，年月日及び記載事項が全て同じであることが確

認された。 
ⅱ 史料名「軍歴綴（別冊）」には，旧軍人のＢ及びＣの２

名についての軍歴が記載されており，当該軍歴は，本件対

象文書に記載される同２名の履歴と比較すると，記載事項

が全て同じではないが，階級への任官，配属部隊等につい

て本件対象文書と一致することが認められた。 
ⅲ 旧軍人Ｄの軍歴，履歴が記載されている史料は見つから

なかった。 
ｄ 上記ｃ（ｂ）の戦史研究センターの史料の確認結果につ

いて，以下，検討する。 
（ａ）戦史研究センターは，公文書等の管理に関する法律施

行令３条１項に定める「保有する歴史的若しくは文化的な

資料又は学術研究用の資料について次条の規定による適切

な管理を行うものとして内閣総理大臣が指定した」施設に

該当し，また，当該施設の資料の管理については，同令４

条３号において，同号に定める場合を除き，一般の利用の

制限が行われていないことと定められている。 
（ｂ）さらに，防衛省防衛研究所の「戦史史料等の閲覧利用

規則」においても，戦史研究センターが管理する史料等

は，同規則に定める場合を除き，公開するものとするとさ

れている。 
また，上記規則では，公開に関する業務として閲覧，複写，

参考調査，貸出し（公の機関等に限る。），展示が定められ

ており，上記ｃ（ｂ）ⅰ及びⅱに掲げる史料は，閲覧可能



なものとして取り扱われていたことから，同規則に基づき

公開されている史料であると認められる。  
（ｃ）上記（ａ）及び（ｂ）から，本件対象文書のうち，上

記ｃ（ｂ）ⅰ及びⅱに掲げる史料と同じ記載が認められる

部分は，公表慣行があると認められ，法５条１号ただし書

イに該当すると認められる。 
エ 上記イ及びウから，当該部分のうち，別紙に掲げる部分は，

法５条１号ただし書イに該当し，開示すべきである。 
 

1-2 答申１（行情）１３２ 
「「平成２９年教育・保育

施設等における事故報告集

計」に記載がある死亡事故

等に係る報告書の一部開示

決定に関する件」 
 
・ 本件対象文書のうち，

「自治体名」欄は，原処

分の時点において，事故

の検証結果が各地方公共

団体により公表されてい

たことから，法５条１号

ただし書イに該当すると

認められ，同号に該当せ

ず，開示すべきとし，ま

た，原処分の時点後に保

護者の要望によりその公

表が地方公共団体により

中止された検証結果につ

いては，本来，公表すべ

きではなかったものとも

考えられるため，当該部

分については，同号ただ

し書イに該当するとは認

められず，同号に該当

し，不開示とすべきとし

た例 
 

２ 不開示情報該当性について 
（略） 
（３）そこで，当審査会において，諮問庁から提示を受けて，平成２

８年度から開始された重大事故の事後検証制度に関する通知であ

る「教育・保育施設等における重大事故の再発防止のための事後

的な検証について」（平成２８年３月３１日府子本第１９１号・２

７文科初１７８８号・雇児総発０３３１第６号・雇児職発０３３

１第１号・雇児福発０３３１第２号・雇児保発０３３１第２号通

知）を確認したところ，①検証の実施主体は都道府県又は市町村

であること，②死亡事故等の重大事故の検証に当たっては，外部

の委員で構成する検証委員会を設置して行うこと，③各施設・事

業所等における死亡事故等の重大事故について検証を行うこと

は，その後の事故の再発防止に密接に関連するものであり，事故

に遭った子どもや保護者の意向にも記慮しつつ，原則として検証

結果は公表すべきであること，④公表の際には国に報告書を提出

すること等とされていることが認められる。 
（４）上記（３）の通知の内容を踏まえ，本件対象文書に記載されて

いる各事故の事後検証結果の公表状況について当審査会事務局職

員をして諮問庁に確認させたところ，本件対象文書の８頁，１３

頁及び１６頁に記載されている事故については，原処分の時点に

おいて，その検証結果が各地方公共団体のウェブサイトで公表さ

れており，検証結果の報告書も厚生労働省に提出されているが，

その余の事故については，原処分の時点では，各地方公共団体の

ウェブサイトで公表されていなかったとのことである。 
   また，本件対象文書の１６頁に記載されている事故について

は，原処分の時点より後の平成３０年１２月に，事故に遭った子

供の保護者の要望により当該地方公共団体のウェブサイトから削

除され，公表が中止されているとのことである。 
（５）上記（１）ないし（４）を踏まえ，以下，検討する。 
 （略） 
  エ また，本件対象文書の１６頁に記載されている事故について

は，原処分時点においてその検証結果が地方公共団体のウェブ

サイトに掲載されていたとしても，上記（３）のとおり，検証

結果の公表は「事故に遭った子どもや保護者の意向にも配慮」

して行うべきとされていることに照らすと，その後，事故に遭

った子供の保護者の要望により掲載が中止されていることを重

く見るべきであり，当該検証結果は，本来，公表すべきもので



はなかったものとも考えられる。このため，当該頁の「自治体

名」欄の記載につき，原処分の時点における法５条１号ただし

書イ該当性が認められると断ずるには疑義があるといわざるを

得ない。 
したがって，当該部分については，法５条１号ただし書イに

該当するとは認められず，また，同号ただし書ロ及びハに該当

する事情も認められないため，同号に該当し，同条２号イにつ

いて判断するまでもなく，不開示とすることが妥当である。 
 

1-3 答申１（行情）１８５ 
「特定課特定業務担当者等

の出勤簿の不開示決定に関

する件」 
 
・ 事件名の文書の開示請

求につき，当該出勤簿の

職員の氏名は，審査請求

人の威圧行為からする

と，職員の権利利益を害

するおそれがあることか

ら，申合せにいう特段の

支障の生ずるおそれがあ

るものと認められ，法５

条１号ただし書イには該

当せず，同号に該当する

とした例 

２ 不開示情報該当性について 

（略） 

（２）諮問庁は，補充理由説明書（上記第３の２）において，本件対

象文書を不開示とすべき理由について，おおむね以下のとおり説

明する。 

 （略） 

イ 審査請求人は，特定企業における燃費不正事案に関し，処分

庁への電話を繰り返し，その中で，訴える，告訴をするという

言葉を連発し，執拗に担当者の氏名を聞き出そうとしたり，大

声を上げて３０分近く怒鳴り続けるなどの威圧行為を続けてい

る。 

ウ 審査・リコール課の職員は公務員であるところ，平成１７年

８月３日情報公開に関する連絡会議申合せ「各行政機関におけ

る公務員の氏名の取扱いについて」（以下「申合せ」という。）

によれば，公務員の職務遂行に係る情報に含まれる当該公務員

の氏名については，特段の支障の生ずるおそれがある場合を除

き，公にするものとされており，申合せにいう特段の支障の生

ずるおそれがある場合とは，氏名を公にすることにより，法５

条２号から６号までに掲げる不開示情報を公にすることとなる

ような場合及び個人の権利利益を害することとなるような場合

としている。 

エ 上記イに記載した審査請求人の威圧行為からすると，本件対

象文書に記載された各職員の氏名及び印影を公にすると，各職

員があたかも犯罪を行ったかのような誹謗，中傷又は攻撃の対

象となる危険性があり，各職員の権利利益を害するほか，今

後，各職員が威圧的な要求に対して正当な反論を差し控えるな

どの事態を生じさせ，処分庁の事務の適正な遂行に支障を及ぼ

すおそれがあり，申合せにいう特段の支障の生ずるおそれがあ

るものと認められる。したがって，本件対象文書の各職員の氏

名及び印影は法５条１号ただし書イに該当せず，同号ただし書

ロ及びハにも該当しない。 

  （略） 

（３）以下，検討する。 

 （略） 

  イ 本件対象文書の①欄及び②欄の各職員の氏名及び印影につい

ては，諮問庁の説明する審査請求人の言動からすると，これら

を公にすると上記（２）に記載した特段の支障の生ずるおそれ



があるとの諮問庁の説明は，これを否定し難い。そうすると，

各職員の氏名及び印影は，法５条１号ただし書イの法令の規定

により又は慣行として公にされ，又は公にすることが予定され

ている情報には該当せず，同号ただし書ロ及びハに該当する事

情も認められない（印影は，当該職員が特定日に出勤して職務

に従事したことを示すものではあるが，職務遂行の内容に係る

情報とはいえない。）。さらに，当該氏名及び印影は，特定の個

人を識別することができることとなる記述等の部分であるか

ら，法６条２項による部分開示の余地はない。 

したがって，当該部分は，法５条１号に該当すると認められ

るので，不開示としたことは妥当である。 

4-2 答申４（行情）５１９ 

「ゲーム依存症等に関する

特定国会議員とのやり取り

が分かる文書の不開示決定

（存否応答拒否）に関する

件」 

 

・ 「特定国会議員に対し

て，厚生労働省が行った

レクチャー，資料提供等

のやり取りがわかる一切

の文書」に係る開示請求

について，当該国会議員

が自らの特定ウェブサイ

トチャンネルにレクの模

様を詳細に話した動画を

投稿していることを踏ま

え，当該動画に公表慣行

がある等として存否応答

拒否を認めなかった例 

 

２ 本件対象文書の存否応答拒否の適否について 

（略） 

（２）本件存否情報の法５条１号該当性について 

（略） 

イ 次に，法５条１号ただし書該当性について検討する。 

（ア）審査請求人は，審査請求書（上記第２の２（１））におい

て，特定国会議員は，自身の特定ウェブサイトチャンネルに

おいて厚生労働省とのレクを行ったことを公言していると

し，関係する特定ウェブサイトの動画ＵＲＬ等を掲げてい

る。 

（イ）当審査会事務局職員をして上記動画を確認させたところに

よると，当該動画は，本件開示請求時点で既に公開されてい

るものであり，当該動画の中で特定国会議員は，自身が厚生

労働省の職員からゲーム依存症に関して説明を受けた際の状

況について，一定の時間発言していることが確認された。 

（ウ）本件開示請求時点で，特定国会議員自らが，特定ウェブサ

イトチャンネルにおいて上記（イ）に掲げる発言をしていた

ことを踏まえると，本件存否情報は，既に明らかになってい

たものであり，慣行として公にされ，又は公にすることが予

定されている情報であると認められ，法５条１号ただし書イ

に該当するものと認められる。 

ウ したがって，本件対象文書の存否を答えるだけで，法５条１

号の不開示情報を開示することとなるとは認められない。 

（３）本件存否情報の法５条６号柱書き該当性について 

（略） 

   イ 本件対象文書は，別紙に掲げるとおり，「ゲーム依存症なら

びに嗜癖障害に関し，特定国会議員に対して，厚生労働省が行

ったレクチャー，資料提供等のやり取りがわかる一切の文書」

であり，本件対象文書の存否を答えることは，こうした文書の

有無を明らかにするにすぎず，また，上記（２）イ（イ）のと

おり，特定国会議員自身が厚生労働省から説明を受けた旨発言

していることを踏まえると，今後，厚生労働省における各種の

政策立案に関し，国会議員との忌たんのない意見交換等を困難

とする情報まで明らかにするとはいえず，その結果，厚生労働

省の行う事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるとは認



められない。 

ウ したがって，本件対象文書の存否を答えるだけで，法５条

６号柱書きの不開示情報を開示することとなるとは認められ

ない。 

5-1 答申５（行情）１１９ 

「特定期間に届出のあった

土砂等運搬大型自動車使用

届出書（甲）の一部開示決

定に関する件」 

 

・ 過去に同種の事案が開

示されていても，その後当

該情報は本来開示すべきも

のではなかったため不開示

とすることが適当である旨

が通知等によって周知徹底

されているのであれば，５

条１号ただし書イ該当性は

認められないとした例 

 

２ 本件不開示部分の不開示情報該当性について 

（１）当審査会事務局職員をして諮問庁に確認させたところ，諮問庁

は，おおむね以下のとおり説明する。 

ア 本件対象文書の「使用者の氏名または名称」欄には，届出者

が個人の場合，個人の氏名が記載されることとなっており，

「使用者の住所」の欄には，基本的にその個人の自宅の住所が

記載されることとなる。 

イ 平成２８年４月２７日付け（平成２８年度（行情）答申第３

２号）事件名「特定会社等に対する不利益処分の差止め等に関

する訴訟の関係書類の不開示決定に関する件」において，個人

タクシー事業者については，原則として住所と営業所が同一で

あることから法５条１号該当性を認めた上で，市町村の区名ま

での表記に限った住所について公表慣行があると認められるこ

とから開示すべきとされているが，本件対象文書に関しては，

届出者の住所について公表等を行う慣行はない。 

ウ 審査請求人が主張する，当該情報が人の生命，健康，生活又

は財産を保護するため，公にすることが必要であると認められ

る情報であるかについて，本件不開示部分は，法の定めるとこ

ろにより何人に対しても公にすることが必要であると認めるべ

き事情は認められず，法５条１号ただし書ロには該当しない。 

エ 諮問庁としては，以上のとおり，本件不開示部分は法５条１

号に該当し，不開示を維持すべきと考える。 

オ 審査請求人から，事業を営む個人の「使用者の住所」につい

て，過去に他の運輸局から開示を受けた等との指摘がなされて

いるが，当該情報は本来開示すべきものではなかったといえ，

この点については，原処分の直前に，国土交通本省自動車局

（所管課）から，地方運輸局等に対し，使用者が個人の場合に

は住所については不開示とすることが適当である旨の周知も行

っていた。なお，本事件について審査会の結論を得た段階で，

改めてその内容に沿って周知を行う等の対応を執ることとした

い。 

（２）本件不開示部分は，法５条１号本文前段に規定する個人に関す

る情報であって，特定の個人を識別することができるものに該当

すると認められる。そして，上記（１）アないしエの諮問庁の説

明に不自然・不合理な点はなく，これを覆すに足る事情も認めら

れないことから，当該情報について同号ただし書イ及びロに該当

するとすべき事情は認められず，また，同号ただし書ハに該当す

るとも認められない。 

5-2 答申５（行情）２２３ 

「特定年の日本学術会議の

会員任命に関して行われた

打合せ等の記録の一部開示

４ 不開示部分の不開示情報該当性について 

（１）本件対象文書に記載された，任命されなかった会員候補者の氏

名，専門分野及び所属・職名を不開示とした理由について，諮問

庁は，上記第３の３（１）のとおり説明する。 



決定に関する件」 

 

・ 日本学術会議の会員に

推薦されながら，任命さ

れなかった候補者につい

て，法５条１号ただし書

イに該当することを理由

に，氏名等を開示すべき

とした例 

 

これに対し，審査請求人は，上記第２の２（４）ア及びイ

（イ）のとおり，任命されなかった会員候補者の氏名等について

は，報道記事にとどまらず，国会会議録にも記録されて公開され

ており，既に公知の情報であるから，法５条１号ただし書イに該

当するとともに，同条６号ニには該当しない旨主張する。 

そこで，当審査会事務局職員をして国会会議録を確認させたと

ころ，任命されなかった会員候補者であるとして６名の個人の氏

名等に言及している質疑者の発言の外，令和２年任命に関する質

問に対して，個人の氏名に言及している答弁が認められる。ま

た，令和２年任命に係る報道等の状況を確認させたところ，任命

されなかった会員候補者として６名の個人の氏名等が報道され，

当該６名の個人が任命されなかった会員候補者として記者会見等

において意見を表明したことが報道された等の状況が認められ

る。 
以上を踏まえ，当審査会事務局職員をして諮問庁に確認させた

ところ，以下のとおり説明する。 

ア 会員の氏名，専門分野（日本学術会議に置かれている分野別

委員会の３０区分の専門分野をいう。以下同じ。）及び所属・

職名等の情報は，日本学術会議が公表しているが，任命されな

かった会員候補者を含む，日本学術会議が推薦した会員候補者

の氏名等の情報については，特定の個人を識別することができ

る情報であり，かつ人事に関する情報であることから，内閣府

及び日本学術会議のいずれにおいても公にしていない。 

イ 令和２年７月の日本学術会議総会において，令和２年任命に

向けた会員候補者の承認について審議がなされたが，審議は非

公開とされ，傍聴は認められていなかった。当該審議の資料

は，同総会に出席した会員に席上配布された後，総会散会後に

回収され，また，オンラインで参加した会員は，審議中は当該

資料をオンラインで閲覧できたが，その複写はできないもので

あった。 
ウ ６名の個人による公表等の事情があるとしても，法に基づく

開示請求において，個人情報の自己コントロール権について参

照するものとは考えていない。また，審査請求人が主張する報

道等の事情があるとしても，不開示部分に記載された，任命さ

れなかった会員候補者の氏名，専門分野及び所属・職名の情報

が，報道機関等が独自の取材に基づいて報道している情報によ

り，法令の規定により又は慣行として公にされたとはいえな

い。なお，不開示部分に記載された，任命されなかった会員候

補者の氏名，専門分野及び所属・職名が，当該６名のものか

を，当該６名や報道機関等が確定的に知っているわけではな

い。 

エ 上記の国会審議について，質疑者が述べた事柄があったとし

ても，それをもって「慣行により公にされ，又は公にすること

が予定されている情報」に該当するとはいえない。 

また，上記の答弁は，質疑者が質問の中で氏名を示した者と

のやり取りの内容に関する質問に対し，当該やり取りの内容に



係る答弁者の認識を答えたものや，委員会での配布資料に記載

されていた個人を前提として，当該個人を知っていたか否かを

答えたもの及びそうした前提を答弁したものであり，いずれの

答弁も，当該答弁の中で，任命されなかった会員候補者の氏名

という秘匿すべき事項を直接的に明らかにしたものではない。 

このような国会における政府の答弁者の答弁について，事後

に前後の質疑者の発言等を併せて読むこと等により，答弁で直

接的に述べられたこと以外のことを推測等できる者がいたとし

ても，それをもって「慣行により公にされ，又は公にすること

が予定されている情報」に該当するとはいえない。 

オ 上記アないしエから，不開示部分に記載された，任命されな

かった会員候補者の氏名，専門分野及び所属・職名の情報は，

法５条１号ただし書イに該当しない。 

カ 不開示部分に記載された，任命されなかった会員候補者が，

当時，それぞれ法５条１号ただし書ハの「公務員等」に該当し

ていたとしても，当該規定は，当該個人が公務員等である場合

において，その担任する職務を遂行する場合における当該活動

についての情報を意味するところ，日本学術会議により同会議

の会員候補者として推薦され，会員候補者となること自体は，

それぞれが現に従事するいかなる他の職の職務の遂行にも当た

ることはないため，それぞれの職務の遂行に係る情報であると

はいえない。 

したがって，不開示部分に記載された，任命されなかった会

員候補者の氏名，専門分野及び所属・職名の情報は，法５条１

号ただし書ハに該当しない。 

キ 一般論として，人事においては，任命手続が完了する 

までの間に，候補者又はその他の者の協力を得て当該人事の検

討に要する資料を作成・取得しつつも，最終的に任命に至らな

い場合があり得る。 

仮に，今般，会員に任命されなかった会員候補者の情報を公

にすれば，今後の同種の人事において，公務員として任命に至

らない場合においても事後に開示請求への対応等により氏名が

公になる可能性があることを忌避して，候補者となることを辞

退する者が現れたり，候補者又はその他の者が候補者の情報を

任命権者へ提供することをちゅうちょしたりする可能性があ

る。 

したがって，不開示部分に記載された，任命されなかった会

員候補者の氏名，専門分野及び所属・職名の情報は，法５条６

号ニに該当する。 

 （２）以下，検討する。 

ア 当審査会において，諮問庁から上記２（２）ウ（ア）ないし

（エ）の各文書の提示を受けて，国会会議録と併せて確認した

ところ，上記２（２）ウの諮問庁の説明に不自然，不合理な点

は認められない。 

イ そうすると，令和２年任命において任命されなかった会員候

補者は，日本学術会議（事務局を含む。）からの文書・電話で



の連絡により，自身が，日本学術会議から総理に推薦された会

員候補者に含まれていたこと及び任命されなかったことを承知

していることが認められる。 

ウ 当審査会において本件対象文書を見分したところ，「外すべ

き者（副長官から）」及び「Ｒ２．９．２４」との記載の下の

本文の全てが不開示とされており，不開示部分には，上記３

（２）アの諮問庁の説明及び本件開示決定通知書の記載のとお

り，任命されなかった会員候補者の氏名，専門分野及び所属・

職名（以下「本件氏名等」という。）が記載されていると認め

られる。 

本件氏名等は，それぞれの個人ごとに，その氏名と一体とし

て，法５条１号本文前段に規定する個人に関する情報であっ

て，特定の個人を識別することができるものに該当すると認め

られる。 

エ 次に，法５条１号ただし書該当性について検討する。 

（ア）本件氏名等は，日本学術会議法その他の法令の規定により

公にされ，又は公にすることが予定されているものとは認め

られない。 

（イ）当審査会事務局職員をして，内閣府及び日本学術会議のウ

ェブサイトを確認させたところ，本件氏名等が掲載され，又

は報道発表されている等の事情は認められない。 
（ウ）当審査会において国会会議録を確認したところ，令和２年

任命に関する国会審議において，通常の公務員 

の任命と同様に，個別の人事や個人の任命の有無についての

答弁は差し控える旨の答弁が繰り返しなされていることが認

められる。 

（エ）一般論としても，国家公務員の職に任命されなかった候補

者の氏名等の個人情報については，行政機関が通常これを広

く一般に公にするといった性質のものとは認められない。 
（オ）そうすると，内閣府及び日本学術会議は，任命されなかっ

た会員候補者の氏名等を公にしていない旨の上記（１）アの

諮問庁の説明は，上記（ア）ないし（エ）の観点からは，不

自然，不合理な点は認められない。 
（カ）他方，審査請求人は，本件氏名等は，報道記事や国会会議

録において公にされている旨主張している。 
一般に，法５条１号の個人に関する情報について，報道機

関等により報道等されたことをもって直ちに同号ただし書イ

の公表慣行があるものとは認められないものと解されるが，

当審査会において，令和２年任命に係る報道等の状況を確認

したところ，以下のとおりであると認められる。 
すなわち，令和２年任命以降，原処分以前の時点で，複数

の全国紙の朝刊一面等（インターネット上の報道を含む。）

において，任命されなかった会員候補者として６名の個人

（以下「本件６名」という。）の氏名等が報道されたこと，

本件６名のうち一部の者が，任命されなかった会員候補者と

して国会内で開催された会合に参加し発言したことが報道さ



れたこと，本件６名のうち一部の者の氏名・役職について，

それぞれの所属機関の長等により，任命されなかった会員候

補者であるとして各機関のウェブサイトで公表されたこと，

国会質疑において，質疑者により本件６名の氏名等が言及さ

れたこと，本件６名が，任命されなかった会員候補者とし

て，日本外国特派員協会の記者会見において口頭又は文書で

見解を表明したことが報道されたこと等の事情が認められ

る。 
なお，原処分以降も，本件６名が，全員の共著の書籍を出

版し，またそれぞれ報道機関による取材や書籍・雑誌・イン

ターネット等において見解を表明する中で，自身が任命され

なかった会員候補者であることを明らかに又は前提にしてい

ることが認められる。さらに，別件諮問事件において当該事

件に係る審査請求人から提出された資料によれば，本件６名

は，自身が任命されなかった事実及び自身の氏名等につい

て，内閣府等が保有する情報を公開することに同意する旨の

同意書を，内閣府等に提出したことが認められる。 
（キ）会員は，優れた研究又は業績がある科学者のうちからその

候補者を日本学術会議が選考して総理に推薦し，当該推薦に

基づいて総理が任命することとされており（日本学術会議法

７条２項及び１７条），当該選考の手続においては，会員候

補者の名簿に基づき，最高議決機関である総会の承認を得る

こととされている（日本学術会議会則８条３項）。 
このように，総理による会員の任命行為の前提として，法

律上，日本学術会議による会員候補者の選考・推薦行為が定

められているから，総理に推薦された会員候補者は，その時

点で行政機関による一次的な意思決定を経ている点で，一般

的な国家公務員の職の候補者とは異なるとともに，上記イの

とおり，令和２年任命において任命されなかった会員候補者

は，日本学術会議（事務局を含む。）からの連絡により，自

身が任命されなかったことを承知していると認められる。 
ところで，上記２（１）オによれば，令和２年任命におい

ては，日本学術会議から１０５名の会員候補者が推薦され，

そのうち９９名が任命されたことが認められるから，任命さ

れなかった会員候補者が６名であることは自明である。 
そして，これと同数の本件６名が，上記（カ）の各公表行

為により，自身が任命されなかった会員候補者であること

を，自身の氏名や所属機関等の情報も明らかにして継続的に

公表していることが認められるところ，このような行為を，

無関係の第三者が示し合わせるなどして，立場を詐称して行

うことはおよそ想定し得ない。なお，当審査会において，国

立研究開発法人科学技術振興機構が運営するデータベース型

研究者総覧や国立情報学研究所が公開する科学研究費助成事

業データベースその他のウェブサイトを確認したところ，本

件６名に関する情報の外に，本件６名と誤認し得るような他

の個人に関する情報は確認されなかった。 



以上を踏まえれば，原処分時点で，本件６名は令和２年任

命において任命されなかった会員候補者であると事実上広範

に知られており，公知の事実となっていたものと認められ，

これを覆すに足る事情は認められない。 
（ク）上記３（２）アの諮問庁の説明を踏まえれば，本件対象文

書に記載された本件氏名等の情報は，任命権者である総理の

判断結果の情報であると認められるから，その性格におい

て，その後の決裁手続を経た意思決定の結果の情報と実質的

に同一であると認められる。 
（ケ）国家公務員の職に任命されなかったという情報は，通常人

に知られたくない機微な情報であり，一般的には，当事者の

正当な権利利益の保護が要請される性質の情報であるといえ

る。 
しかしながら，本件においては，上記（カ）及び（キ）の

とおり，法律上定められた推薦の時点で，行政機関による一

次的な意思決定を経ていること及び日本学術会議（事務局を

含む。）からの連絡により自身が任命されなかったことを承

知していること並びに報道・公表という特段の事情（以下

「本件特段の事情」という。）が存在し，それにより，原処

分時点で，本件６名が任命されなかった会員候補者であるこ

とは公知の事実となっていたのであるから，行政機関が公に

する行為とは性格が異なるものであることを考慮しても，本

件特段の事情により，上記（ク）の性格を有する本件氏名等

の情報は，原処分時点における公知の事実及び当該事実から

容易に推測可能なものであると認められるから，慣行として

公にされていると認められ，これを開示しても，個人の正当

な権利利益を害するおそれがあるとは認められない。 
したがって，不開示部分は，法５条１号ただし書イに該当

すると認められる。 
オ 次に，法５条６号ニ該当性について検討する。 

諮問庁は，不開示部分を開示した場合，上記（１）キのと

おり，今後の同種の人事において，公務員として任命に至ら

ない場合においても，じ後に開示請求への対応等により氏名

が公になる可能性があることを忌避して，候補者となること

を辞退する者が現れたり，候補者又はその他の者が候補者の

情報を任命権者へ提供することをちゅうちょしたりする可能

性がある旨説明する。 
しかし，本件特段の事情が認められる本件において，上記

エ（ケ）のとおり公知の事実等である不開示部分を開示した

としても，それにより，このような事情がない候補者に関す

る情報を開示しなければならないものではなく，諮問庁が説

明する公正かつ円滑な人事の確保に支障を及ぼすおそれが，

法的保護に値する蓋然性にまで達しているものとは認められ

ないから，不開示部分は，法５条６号ニに該当するとは認め

られない。 
カ したがって，不開示部分は，法５条１号及び６号ニのいずれ



にも該当せず，開示すべきである。 
 

5-3 答申５（行情）５６５ 

「特定期間に特定課に所

属していた職員の出勤簿

の一部開示決定に関する

件」 

 

・ 出勤簿に記載された職

員の氏名について，「各

行政機関における公務員

の氏名の取扱いについ

て」（平成１７年８月３

日付け情報公開に関する

連絡会議申合せ）により

５条１号ただし書イに該

当するとした例 

 

２ 本件不開示部分の不開示情報該当性について 

（１）本件不開示部分は，審査・リコール課所属の各職員の出勤簿に

記載された，当該職員の氏名であることから，それぞれ，各職員

に係る法５条１号本文前段の個人に関する情報であって，特定の

個人を識別することができるものに該当すると認められる。 

（２）出勤簿は，各職員が職務に従事したことの記録として，出勤や

出張の別等を記載するものであることから，当該職員の氏名（本

件不開示部分）は，国家公務員である当該職員の職務の遂行に係

る情報であると認められ，本件不開示部分は，「各行政機関にお

ける公務員の氏名の取扱いについて」（平成１７年８月３日付け

情報公開に関する連絡会議申合せ）により，特段の支障の生ずる

おそれがある場合を除き，公にするものと考えられる。 
（３）そこで，当審査会事務局職員をして諮問庁に対し，上記申合せ

を踏まえた説明を求めたところ，諮問庁はおおむね以下のとおり

説明する。 
ア 審査請求人は，特定事案に関し，審査・リコール課への電話

を繰り返し，その中で，訴える，告訴をするという言葉を連発

し，執拗に当時の担当者の異動先部署名や現在の担当者の氏名

を聞き出そうとしたり，大声を上げて３０分近く怒鳴り続ける

などの威圧行為を続けている。 

イ 上記に記載した審査請求人の威圧行為からすると，本件対象

文書に記載された各職員の氏名を公にすると，ＳＮＳ等の公の

場において各職員があたかも犯罪を行ったかのような誹謗，中

傷又は攻撃の対象となる危険性があり，各職員の権利利益を害

するほか，本件不開示部分が開示されるとなると，現在の審

査・リコール課職員の氏名も開示することにつながりかねず，

今後，現在の審査・リコール課職員が威圧的な要求に対して正

当な反論を差し控えるなどの事態を生じさせ，処分庁の事務の

適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあり，申合せにいう特段の

支障の生ずるおそれがあるものと認められる。 

（４）以下，検討する。 

ア 上記諮問庁の説明によると，容易に氏名を知られる立場にあ

る特定事案当時又は現在の管理職にある職員等が，原処分時点

において，ＳＮＳ等の公の場において誹 
謗，中傷等を受けているといった事情は確認できないことか

ら，原処分において氏名を不開示とされた審査・リコール課職

員につき，職務上許容すべき範囲を超えて不当な干渉を受け

る，あるいは抑圧を受けるといった権利利益を害するおそれが

あるとする諮問庁の説明は直ちには認め難い。 
また，審査・リコール課において，特定事案に関する電話を

繰り返し受けているとのことであるが，特定事案に関する照会

に対しては，特定事案当時の担当者の異動先部署名や現在の担

当者の氏名を聞き出そうとする問合せといったものも含め，審

査・リコール課としてどのように対応するかを判断すべきもの



であって，その対応は，既にある程度の期間を経過した過去の

特定の時点における職員の氏名を相手方が知っているか否かに

左右されるべきものではないと考えられる。 

イ なお，当審査会において，本件開示請求書，本件審査請求書

及び意見書（上記第２の２（２））を確認したところ，諮問庁

の説明するとおり，審査・リコール課の職員を，特定事案に関

わった犯罪者である等の持論を審査請求人が展開していること

は確認できるものの，これをもって当該職員の権利利益を害す

るおそれがあるとの諮問庁の説明を是認するには至らない。 

ウ そうすると，原処分を行った令和４年９月時点において，本

件不開示部分を公にすることにより，平成２８年１月ないし６

月に審査・リコール課に在籍していた職員の権利利益を害する

こととなるおそれ及び威圧的な要求に対し正当な反論を差し控

えるなどの事態を生じさせ，国土交通省の事務の適正な遂行に

支障を及ぼすおそれがあるとする諮問庁の説明は，是認し難

い。 

エ さらに，本件不開示部分を公にすることにより，他の情報と

照合して，特定事案当時に審査・リコール課に所属していた職

員の現所属先を特定し，当該職員に対し，特定事案に関する問

合せがされたとしても，現時点では担当外となる問合せ等への

対応はできない旨伝える以上のことはできないはずであるか

ら，当該問合せに忙殺される等により，国土交通省の事務の適

正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるとは認められず，その

他，法５条２号ないし６号の不開示情報を公にすることとなる

とすべき特段の事情も認められない。 

（５）よって，本件不開示部分は，法５条１号ただし書イに規定する

法令の規定により又は慣行として公にされ，又は公にすることが

予定されている情報に該当すると認められ，同号に該当せず開示

すべきである。 

 

5-4 答申５（行情）７３０及び

７３１ 

「特定月に行われた懲戒処

分に係る処分説明書の一部

開示決定に関する件」 

 

・ 公表から開示請求まで

の期間が１年に満たない

事案に係る処分説明書の

不開示部分のうち，公表

された情報と同一の部分

及び容易に推測できる部

分については，原処分の

時点においてなお公表慣

行を認めるべきとした例 

 

２ 本件不開示部分の不開示情報該当性について 

（略） 

（２）検討 

本件対象文書には，被処分者の非違行為の内容並びにこれに対

する処分の種類及び程度が，当該被処分者の氏名，所属及び官職

等と共に記載されていることから，本件対象文書に記載された情

報は，全体として当該被処分者に係る法５条１号本文前段の個人

に関する情報であって，特定の個人を識別することができるもの

に該当すると認められる。 

ア 法５条１号ただし書イ該当性について 

（略） 

（ウ）これを本件についてみると，本件対象文書に記載された２

件の非違行為事案については，それぞれの非違行為事案が与

えた社会的影響に違いはあるものの，いずれも職員個人の処

分歴に関する情報である。 

 （略） 



ｂ 諮問庁の説明によれば，本件対象文書のうち，文書１に

係る事案は，職務執行上の行為に係る戒告処分であり，人

事院通知を踏まえ，処分決定時に，特定の個人を識別する

ことができる情報を除き，非違行為当時の官職，処分内容

及び処分理由の概要について報道機関へ公表したとしてい

る。 

当審査会において，諮問庁から当該報道発表資料の提示

を受けて確認したところ，上記の諮問庁の説明のとおりで

あることが認められる。また，文書１に係る事案はその公

表から本件開示請求までの期間が１年に満たないものであ

ると認められるところ，当該期間の経過による社会的影響

及び事案に関する社会一般の関心ないし記憶の低減と非違

行為事案を起こした職員の権利利益の擁護の必要性等を併

せ考えると，当該文書における不開示部分のうち公表され

た情報と同一の部分及び容易に推測できる部分は，原処分

の時点においてなお公表慣行を認めるべきであるから，当

該文書における不開示部分のうち別表に掲げる部分につい

ては，法５条１号ただし書イに該当し，同号に該当せず，

開示すべきである。 

 

 



【法５条１号ただし書ロ関係】 

40 答申１４（行情）５ 

「医薬品製造承認申請書及び

医薬品副作用・感染症症例票

の一部開示決定に関する件」 

 

・ 副作用症例票について，

初めて法５条１号ただし書

ロによる公益開示を認めた

例 
 

２ 不開示情報該当性 
（略） 

（２）症例票 
（略） 

イ 不開示情報該当性 
（ア）法５条１号該当性 

医薬品の安全性確保に関する情報は，人の生命，健康等に

かかわる重要な事柄であることから，一般的には人の生命，

健康等を保護するために公にすることが必要な情報と言い得

る。厚生労働省においても，その重要性にかんがみ，医薬品

の安全対策の一環として，副作用に関する情報の収集，情報

の評価，評価結果に基づく使用上の注意の改訂及び製品回収

の指示等の措置を行っており，個人のプライバシーの保護に

配慮しつつ医療機関の医師等から報告のあった医薬品・医療

用具等安全性情報や医薬品製造業者等から報告のあった副作

用が疑われる症例の情報については，インターネット提供を

推進してきている。 
（略） 
他方，本件症例票の副作用症例については，呼吸困難とい

う症状の重い症例であること，異議申立人から提出された資

料によれば，本件医薬品の製造業者が使用上の注意を速やか

に改訂することとしていること及び医薬品副作用被害救済・

研究振興調査機構の救済給付事業において本症例について本

件医薬品が「副作用の原因と考えられる又は推定される医薬

品」とされていることから，これまで厚生労働省が公にして

きている安全対策上の措置を講じた医薬品の副作用症例に準

ずるものと考えられ，本件医薬品の安全な使用の観点から，

これを公にすることの意義は大きいものと認められる。 
このようなことから，本件症例票に記載された情報を公に

することにより保護される人の生命，健康等の利益と，当該

情報を公にしないことによる個人（患者）の権利利益とを比

較衡量した場合に，前者の利益が後者のそれを上回ると認め

られる。ただし，個人（患者）を識別することができること

となる前記の「患者の略名」及び「職業」については，人の

生命，健康等を保護するために公にすることが必要な情報と

は認められない。 
したがって，本件症例票について不開示とした部分のう

ち，「年齢」，「医療機関の所在地」，「主な既往歴，患者の体

質等」及び「副作用・感染症の発現状況，症状及び処置等の

経過」の部分は，法５条１号ただし書ロの人の生命，健康，

生活又は財産を保護するため，公にすることが必要であると

認められる情報に該当すると認められる。 
24-1 答申２４（行情）１３２ 

「平成２１年度特殊地下壕実

１ 本件対象文書について 

本件開示請求は，平成２１年度特殊地下壕実態調査のエクセル



態調査の回答結果の一部開示

決定に関する件」 
 
・ 土地所有者の個人識別情

報である地番について，こ

れを公にすることにより害

されるおそれがある個人の

権利利益よりも，当該特殊

地下壕が存在する土地ない

しその周辺における人の生

命・財産等を保護する必要

性が上回るものと言うべき

であるとして，５条１号た

だし書ロ該当性を認めた例 

データ（アンケート調査の回答結果）の開示を求めるものであ

る。 

（略） 

２ 不開示情報該当性について 

（略） 

（４）各類型ごとの不開示情報該当性について 

（略） 

オ 所有者が個人で特定個人を識別できるもの（上記⑤） 

所有者欄にＡ（個人）と記載されている土地で，不開示と

されている地番から登記簿等他の情報と照合することにより

特定個人が識別できる場合には，当該地番は法５条１号前段

の個人識別情報に該当すると認められる。しかし，特殊地下

壕の存在は，当該土地及び当該特殊地下壕がまたがって存在

する隣接地等において上部の地盤陥没・崩落等の事態を生じ

させる危険を常にはらむものと言わねばならない。また，地

盤陥没・崩落等は，壕上部の土地に限定されず，地下壕が存

在しない隣接地や道路等の公共部分に及ぶ可能性も否定でき

ない。そして，地盤陥没・崩落等が発生した場合には，陥

没・崩落部分及びその周辺において，人の生命，財産等に重

大な被害や影響が及ぶであろうことは容易に推測される。そ

うであれば，当該不開示維持部分（地番）を公にすることに

より害されるおそれがある個人の権利利益よりも，当該特殊

地下壕が存在する土地ないしその周辺における人の生命・財

産等を保護する必要性が上回るものと言うべきである。した

がって，当該本件不開示維持部分は，法５条１号ただし書ロ

の，人の生命，健康，生活又は財産を保護するため，公にす

ることが必要であると認められる情報に該当するので，開示

すべきである。 

4-3 答申４（行情）１３６ 

「特定場外車券販売施設設

置許可申請書に添付された

自治会の同意書の一部開示

決定に関する件」 

 

・ 特定場外車券販売施設

の設置許可申請書に添付

された周辺自治会の同意

書には内容虚偽及び氏名

冒用（偽造）の可能性が

あり，周辺住民の生活を

保護するため開示すべき

との主張に対し，法５条

１号ただし書ロの該当性

は，一般的，客観的観点

から判断すべきものであ

り，開示により請求人が

２ 不開示情報該当性について 

（略） 

（２）次に，法５条１号ただし書該当性について検討する。 

（略） 

イ 次に，法５条１号ただし書ロについて，そもそも行政文書

開示請求の制度は，何人に対しても等しく開示をするもので

あるから，「人の生命，健康，生活又は財産を保護するため，

公にすることが必要であると認められる」か否かは，飽くま

で，一般的，客観的観点から判断すべきものである。したが

って，当該不開示部分を公にすることにより審査請求人が利

益を受け得るとしても，この点だけをもって同号ただし書ロ

該当性を認めることはできない。 

また，法５条１号ただし書ロ該当性を検討するに当たり，

何人に対しても等しく開示をする制度であることを踏まえ

て，開示することの利益と開示されないことの利益を比較衡

量する必要があるところ，当該不開示部分が公にされること

による利益が，当該不開示部分を公にしないことにより保護

される利益に優越すると認めるに足りる事情はない。 



利益を受け得るだけでは

足りず，比較衡量する必

要があるとした上で，特

定個人の個人情報が開示

されないことで保護され

る利益より，開示による

利益が優越すると認める

に足りる事情はないとし

て不開示は妥当とした例 

 

よって，当該不開示部分が法５条１号ただし書ロに該当す

るとは認められない。 

 

 



【法５条１号ただし書ハ関係】 

41 答申１３（行情）３１，３２ 

「沖縄総合事務局総務部庶務

課の平成１２年出勤簿の不開

示決定に関する件外１件」 

 

・ 出勤簿の出勤，研修等の

表示は法５条１号ただし書

ハに該当するとしたもの 

 

２ 不開示情報該当性 
   （略） 
    諮問庁は，出勤簿が各職員の勤務時間を管理するために作成され

るものであり，出勤簿に記載された出勤，出張等の情報は，単に当

該職員が出勤又は出張をしていた，あるいは休暇を取得していたと

いった職務遂行の有無に関する事実を表示しているに過ぎず，同号

ただし書ハに該当しないと主張するが，同号ただし書ハが政府の諸

活動を説明する責務が全うされるようにする観点から設けられた趣

旨に照らせば，諮問庁主張のように当該規定を限定的に解すること

は適当ではない。すなわち，出勤簿に記載されている情報の中で，

日付欄の出勤の押印，出張の表示及び研修の表示の部分について

は， 
  ① 出勤の押印は，職員が当該日に出勤して通常の担当職務に従

事していたことを示すものであること， 
    ② 出張の表示は，職員が当該日に用務先に出向いて，所要の用

務に従事していたことを示すものであること， 
    ③ 研修の表示は，職務と責任の遂行に必要な知識，技能等を習

得するために参加していることを示すものであり，日常の執務

を離れて受ける場合であっても，職務命令を受けて行われるも

のであること， 
    ④ これらの情報は，当該職員の私生活の内容にかかわる休暇等

に関する情報とは明確に区別されるべきものであること 
から，これらの部分は，同号ただし書ハの職務遂行の内容に係る情

報に該当すると認められる。 
42 答申１４（行情）２４０ 

「国家公務員倫理法第６条に

基づく贈与等報告書（閲覧対

象以外のもの）の一部開示決

定に関する件」 

 

・ 贈与等報告書の提出の基

因となった原稿執筆又は講

演は，法５条１号ただし書

ハにあたらないとしたもの 

・ １号と６条２項の関係に

つき，本来の開示はこうあ

るべきと判断した上で，諮

問庁が既に行った誤った開

示を前提にせざるを得ない

としたもの 

２ 法５条１号該当性について 
（１）法５条１号ただし書ハ該当性について 
   （略） 
     贈与等報告書は，このような制度であることから，贈与等報告

書の提出の基因となった原稿執筆又は講演は，職員の現在又は過

去の職務に関連したものであると言うことができる。 
     しかしながら，国家公務員が，自らの職務に関して得た知識に

ついて，勤務時間外において，肩書きや氏名を明示した上で原稿

を執筆したり，講演を行ったりすることは，一般に多く行われて

いるものである。このような原稿執筆又は講演は，組織としての

活動ではなく，あくまでも個人的な活動にすぎないものであるか

ら，原稿や講演の内容が当該公務員の職務に関連するとしても，

原稿執筆又は講演が職務の遂行に該当するとは言えず，原稿執筆

又は講演に係る情報は職務の遂行に係る情報には該当しないもの

であり，本件対象文書に記載されている原稿執筆又は講演につい

ても，このような個人的な活動に当たるものと認められる。 
      したがって，本件対象文書に記載された情報は法５条１号ただ

し書ハの職務の遂行に係る情報には該当しない。  
43 答申１６（独情）５ 

「ワクチン接種予定者名簿等

２ 不開示情報該当性について 

当審査会において，本件文書①，②，③及び④を見分したとこ



の一部開示決定に関する件」 

 

・ 公務員等である院内感染

予防等のための予防接種予

定者等について職務遂行の

情報と認めなかったもの 

ろ，接種予定者等の氏名が掲載されており，これらの文書の記載内

容は，それぞれ全体として個人に関する情報であって，特定の個人

を識別することができるものと認められる。 

当該予防接種等は，院内感染予防等のため，病院に勤務する者の

健康管理上の理由から公費負担で実施されたものであるが，本人の

希望により任意に実施される個人の身体に係る事項であるため，仮

にその対象者が公務員等であっても，その対象者である接種予定者

等からすると，本件文書①，②，③及び④の記載内容は，法５条１

号ただし書ハに規定する公務員等の職務遂行に係る情報とは認めら

れない。 

異議申立人は，本件文書①から④までの氏名について，一般に公

表慣行があるとされている者の氏名の開示を求めているが，これら

は，特定の個人を識別することができることとなる記述等の部分

（以下「個人識別部分」という。）であり，予防接種又は抗体検査

を受けた者又は受ける予定の者の氏名は，慣行として公にされ又は

公にすることが予定されている情報には当たらないことから，法５

条１号ただし書イに該当せず，法６条２項に基づく部分開示もでき

ないことから，不開示とすることが相当である。 

また，本件文書④の職名は，所属，氏名と一体として個人識別部

分であり，上記氏名と同一の理由で不開示とすることが相当であ

る。 
44 答申２０（独情）６１ 

「飲食を含む会議に関わる決

裁文書の一部開示決定に関す

る件」 

 

・ 国会議員の独立行政法人

職員との飲食を含む会議出

席に係る情報を，職務遂行

に係る情報であると認めた

もの 

２ 不開示情報該当性について 
（２）別紙の１に掲げる部分について 

本件対象文書を見分したところ，当該不開示部分には，国際協

力銀行の現地駐在員との「特定地域のＦＴＡと特定国の規制緩和

等に関する意見交換」のための会議に出席した複数の国会議員に

係る組織名，役職名及び氏名が記載されていることが認められ

る。当該会議の目的に照らすとき，当該会議への出席に係る情報

は，会議費負担の割合に関する情報を含め，国会議員としての職

務の遂行に係る情報であると認められることから，当該不開示部

分のうち役職名は法５条１号ただし書ハに該当すると認められ

る。また，当該会議に出席した国会議員の氏名及び所属する組織

名については，国会議員の地位が極めて公共性の高いものである

ことにかんがみると，法５条１号ただし書イの法令の規定により

又は慣行として公にされ，又は公にすることが予定されている情

報と認められる。 

さらに，公的銀行である国際協力銀行が上記目的のための会議

において国会議員に対し情報提供を行い又は意見交換を行うこと

は，通常の業務であり，かつ国際協力銀行に求められる公的責務

であると認められることから，当該不開示部分の記載は，国際協

力銀行の取引先や取引先に係る情報源に関する情報その他の秘匿

すべき内部管理情報とは言えず，これを公にしても国際協力銀行

の企業経営上の正当な利益を害するおそれがあるとまでは認めら

れない。 

したがって，別紙の１に掲げる出席した国会議員に係る「組織

名」，「役職名」及び「名前」については法５条１号ただし書イ及



びハに該当し，同条４号トに該当しないことから，開示すべきで

ある。 

45 答申２１（行情）３ 

「国家公務員倫理法第６条に

基づく贈与等報告書（２万円

以下：平成１２年度）の一部

開示決定に関する件」 

 

・ 贈与等報告書の記載か

ら，当該贈与等が単に儀礼

的なもの，個人的な関係に

よるものと認められるもの

以外は，①報告者及び公務

員同席者の官職，氏名及び

印影は外務省職員等の職務

遂行情報であり，法５条１

号ただし書ハ及びイに該当

し開示すべき，②外国・国

際機関等の名称，大使館等

の住所，相手方の官職及び

氏名等の情報は法５条３号

に該当し不開示が妥当，③

報道機関の名称，報道機関

の住所，相手方の役職及び

氏名等の情報は法５条２号

イに該当し不開示が妥当で

あり，また，当該贈与等が

単に儀礼的なもの，個人的

な関係によるものと認めら

れるものは，上記①の情報

は不開示が妥当，同②の情

報は法５条３号に該当せず

開示すべき，同③の情報は

法５条２号イに該当せず開

示すべきと判断したもの 

２ 本件不開示部分の不開示情報該当性について 

（略） 

（１）分類Ｂ１について 

（略） 

ア 報告者に係る記載について 

（略） 

（ア）職務に当たると認められるものについて 

当審査会において本件対象文書を見分したところ，Ｂ１に

分類される贈与等報告書によって報 告された供応接待に係

る会合は，主に外国，国際機関及び報道関係者以外の一般事

業者や特定の団体の関係者との間で開催されたものであっ

て，報告者はこれらの会合に出席し，供応接待を受けたもの

と認められる。 

そのうち，別紙２の１（１）に掲げるページの贈与等報告

書によって報告された供応接待については，その記載から，

会合に際して相手方と職務に係る意見交換等が行われるな

ど，供応接待自体が職務の遂行と直接の関連を有していると

考えられ，このような供応接待に係る会合に出席すること

は，外務省職員に分任された職務の遂行に該当すると認めら

れる。 

したがって，別紙２の１（１）に掲げるページの贈与等報

告書における報告者の官職は，法５条１号ただし書ハに該当

し，開示すべきである。 

また，別紙２の１（１）に掲げるページの贈与等報告書に

おける報告者の官職を開示する場合，これらの職員の氏名は

中央官庁の職員録（財務省印刷局編）に掲載されており，慣

行として公にされていたと認められ，その氏名及び印影は法

５条１号ただし書イに該当すると認められる。 

したがって，別紙２の１（１）に掲げるページの贈与等報

告書における報告者の氏名及び印影については，法５条１号

ただし書イにより開示すべきである。 

（略） 

（２）分類Ｂ２について 

（略） 

ア 法５条３号該当性について 

（略） 

Ｂ２に分類される贈与等報告書によって報告された供応接待

に係る会合については，それぞれ特定の外交案件等への対応を

目的として行われたものであり，これらを公にすると，外国，

国際機関等の職員と外務省職員等との間で，公にされておら

ず，また，公にされることが予定されていない情報交換・意見

交換に係る会合等を実施したことが明らかとなると認められる

ことから，その結果，供応接待を行った外国，国際機関等や第

三国との間の信頼関係を損なうおそれがあるとする諮問庁説明



は，これを首肯することができる。 

したがって，Ｂ２に分類される贈与等報告書に記載された，

供応接待した外国，国際機関等の特定につながる，外国又は国

際機関等の名称，供応接待した特定個人の所属する大使館の名

称，供応接待した特定個人の官職及び氏名に係る記載について

は，法５条３号に該当し，不開示とすることが妥当である。 

（略） 

（８）分類Ｆ１について 

（略） 

  イ 報告書以外に係る記載について 

（ア）法５条２号該当性について 

（略） 

当審査会において本件対象文書を見分したところ，別紙２

の８（１）に掲げるページの贈与等  報告書においては，

③基因事実欄等に外交に関する意見交換，情報交換等が行わ

れた旨が記載されているか，少なくとも，その記載から，友

人関係であるなど贈与者との個人的な関係により供応接待が

行われたものではないと認められる。そして，報告者及び同

席者である外務省職員が，このような供応接待において，報

道関係者からの取材に応じて外交案件等の説明を行っている

場合，これらの贈与等報告書に記載されている報道機関名等

を公にすると，ある記事が，当該供応接待に際しての取材行

為の結果作成されたものであるということが推測可能とな

り，他の情報と照合することにより取材源が明らかになるお

それがあることを否定できず，その結果，報道機関による供

応接待を伴う取材活動に制約をもたらすこととなり，報道機

関の権利，競争上の地位その他正当な利益を害するおそれが

あると認められる。 

したがって，別紙２の８（１）に掲げるページの贈与等報

告書における報道機関名，報道機関の住所，報道関係者の役

職及び氏名，並びに贈与の経緯に関する記載は，法５条２号

イに該当し，不開示とすることが妥当である。 

5-5 答申５（独情）１０ 

「特定職員に係る人事記録

等の一部開示決定に関する

件」 

 

・ 出勤簿に記載された労

働時間等に関する記載は

５条１号ただし書ハには

該当しないとした例 

 

２ 不開示部分の不開示情報該当性について 

（１）本件対象文書を見分すると，人事記録（甲及び乙）における

氏名を除く全ての記載並びに出勤簿における「職員番号」欄，

「職員区分」欄，「勤怠時間」欄及び「客観データ」欄におけ

る「退勤」部分，「所定外等合計」欄，「普通残業」欄，「休

日（法定）」欄，「累計残業時間」欄，「実労働時間」欄並び

に休暇取得に関する箇所の記載が，法５条１号に該当するとし

て不開示とされていることが認められる。 

なお，出勤簿における「勤怠時間」欄及び「客観データ」欄

における「退勤」部分，「所定外等合計」欄，「普通残業」

欄，「休日（法定）」欄，「累計残業時間」欄並びに「実労働

時間」欄については，理由説明書（上記第３）において具体的

には言及されていないが，諮問庁は，いずれの不開示部分も法

５条１号に該当し，かつ同号ただし書イからハまでのいずれに



も該当しないことから原処分において不開示とした旨説明して

いる。 

（２）以下，検討する。 

ア 特定職員の人事記録（甲及び乙）及び出勤簿である本件対

象文書は，いずれも，当該職員の氏名の記載とあいまって，

その全体が一体として法５条１号本文前段に規定する個人に

関する情報であって，特定の個人を識別することができるも

のに該当すると認められる。 

イ 法５条１号ただし書該当性について検討すると，不開示部

分に記載された各情報について，法令の規定により又は慣行

として公にされ，又は公にすることが予定されている情報で

はないとする諮問庁の説明に不自然，不合理な点は認められ

ず，これを覆すべき事情も認められないことから，当該各情

報は，同号ただし書イに該当するとは認められない。また，

同号ただし書ロ及びハに該当するとすべき事情も認められな

い。 

 

 
 


